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１.発電用原子炉の減圧操作について

1．炉心損傷前の発電用原子炉の減圧操作

(1) 発電用原子炉の手動減圧操作

炉心損傷前の発電用原子炉の手動減圧操作には，原子炉圧力容器への熱

応力の影響を考慮し，原子炉冷却材温度変化率 55℃／h以下を監視しなが

ら実施する「通常の減圧」と，事故時において自動減圧機能付き逃がし安

全弁６個を開放することにより発電用原子炉を急速に減圧する「急速減圧」

がある。 

各減圧操作は，低圧で原子炉注水が可能な手段を確保した上で，以下の

とおり判断して実施する。 

ａ．通常の減圧操作 

通常の減圧操作は，プラント通常起動／停止時及び事故対応中で急速減

圧操作の条件が成立していない場合において適用する。 

本操作は，主復水器が使用できる場合には，タービンバイパス弁を用い

て原子炉発生蒸気を主復水器へ，主復水器が使用できない場合には，逃が

し安全弁を間欠で用いてサプレッション・プールへ導くことで発電用原子

炉の減圧を行う。 

ｂ．急速減圧操作 

①高圧注水機能喪失等により原子炉水位が低下し，低圧注水機能により原

子炉注水を速やかに行う場合

②高圧注水機能により原子炉水位が緩やかに上昇しているが，炉心露出

（原子炉水位が燃料棒有効長頂部以下）の時間が最長許容炉心露出時間

を上回った場合

③原子炉水位不明が発生し，低圧の注水機能により原子炉圧力容器を満水

にする場合

④インターフェイスシステムＬＯＣＡが発生し，中央制御室からの遠隔隔

離に失敗した場合

また，以下の場合で減圧操作に時間余裕がある場合は，減圧による原子

炉格納容器への熱負荷に留意し，格納容器圧力及び温度を監視しながら自

動減圧機能付き逃がし安全弁６個を順次開放するが，原子炉冷却材温度変

化率 55℃／h以下は適用されない。 

⑤サプレッション・プール熱容量制限※１に到達した場合

※１ サプレッション・プール水温度 77℃。なお，崩壊熱除去機能喪失
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時において，原子炉隔離時冷却系または高圧原子炉代替注水系か

らの注水により原子炉水位を維持している場合，当該系統が機能

維持できる間（サプレッション・プール水温度 100℃まで）は急

速減圧に移行しない。 

⑥格納容器圧力を約 245kPa［gage］以下に維持できない場合

⑦ドライウェル温度が 171℃に到達した場合

⑧サプレッション・プール水位が通常水位＋4.9ｍに近接した場合又は通

常水位－50㎝以下となった場合

急速減圧操作は，事故対応中において以下のような場合に，自動減圧機

能付き逃がし安全弁「６個」を開放することにより実施する。 

急速減圧操作の概要は第１図のとおり。 

第１図 原子炉「急速減圧」操作概要 

本操作は，自動減圧機能付き逃がし安全弁「６個」を手動開放することを第一

優先とする。それができない場合は自動減圧機能付き逃がし安全弁以外の逃がし

安全弁を含めたものから使用可能なもの「６個」を手動開放する。さらに，それ

もできない場合は，急速減圧に必要な最小弁数である「１個」を手動開放するこ

とにより急速減圧する。自動減圧機能付き逃がし安全弁以外の逃がし安全弁によ

る減圧ができない場合は，代替の減圧手段を試みる。 

なお，急速減圧に必要な最小弁数「１個」は，残留熱除去系（低圧注水モード）

代替減圧手段 

原子炉急速減圧 

【原子炉】 

・原子炉水位低下

・原子炉水位不明

・最長許容炉心露出

時間超過

【原子炉格納容器】※１ 

・設計基準事故時最高圧力超過

・ドライウェル温度最高使用温度超過

・Ｓ／Ｐ水温度熱容量制限曲線運転禁止領域

・Ｓ／Ｐ水位制限値超過

【二次格納施設】 

・一次冷却材漏えい 

原子炉急速減圧 

条件成立 

ＡＤＳ※２＋ＳＲＶ※３ 

１個以上開可能 

N 

Y 

ＡＤＳ※２全弁順次開放 

(ＡＤＳ６個開放) 

N 

Y 

※１：これらの条件成立により急速減圧を実施する場合に，減圧による原子炉格納容器

への熱負荷に留意し，原子炉格納容器圧力及び温度を監視しながら実施する。 

※２：自動減圧機能付き逃がし安全弁（(B)(D)(E)(G)(K)(M)）

※３：自動減圧機能付き逃がし安全弁以外の逃がし安全弁（(A)(C)(F)(H)(J)(L)）

ＡＤＳ※２＋ＳＲＶ※３で 

６個まで追加開放 

N 

Y 
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1台による原子炉注水を仮定した場合に燃料被覆管最高温度が 1,200℃以下に抑

えられることを条件として設定している。 

(2) 発電用原子炉の自動減圧

前項(1)のような運転員による操作がない場合でも，事故事象を収束させ

るための原子炉減圧としては，自動減圧系及び代替自動減圧機能の２つがあ

る。逃がし安全弁の機能を第 1 表に整理するとともに，概要を以下に示す。 

・自動減圧系（第２図）

非常用炉心冷却系の一部であり，高圧炉心スプレイ系のバックアップ設

備として，自動減圧機能付き逃がし安全弁を開放し原子炉圧力を速やかに

低下させ，低圧炉心スプレイ系，低圧注水系の早期注水を促す。 

具体的には，「原子炉水位低（レベル１）」及び「格納容器圧力高

(13.7kPa[gage])」信号が 120秒間継続し，低圧炉心スプレイ系又は残留

熱除去系（低圧注水モード）が運転中であれば，自動減圧機能付き逃がし

安全弁６個が開放する。 

・代替自動減圧機能（第２図）

非常用炉心冷却系の自動減圧機能が作動しない場合においても，炉心の

著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止する。自動減圧系の作動信号

の内，「格納容器圧力高(13.7kPa[gage])」信号が成立しなくても，発電用

原子炉の水位が低い状態で一定時間経過した場合は，低圧炉心スプレイ系

又は残留熱除去系（低圧注水モード）の起動を条件に代替自動減圧機能は

作動する。 

具体的には「原子炉水位低（レベル１）」信号が 10分間継続し，低圧炉

心スプレイポンプ又は残留熱除去ポンプが運転中であれば，代替自動減圧

機能により自動減圧機能付き逃がし安全弁２個が開放する。 

代替自動減圧機能は，原子炉水位低（レベル１）に「10分間」の時間遅

れを考慮して，炉心損傷に至らない台数を検討した結果，1個を開放すれ

ば炉心損傷の制限値（燃料被覆管 1,200℃以下，被覆管酸化割合 15％以下）

を満足するため，余裕として 1個を追加して 2個と設定した。 

なお，原子炉停止機能喪失(ＡＴＷＳ)の場合は，発電用原子炉の自動減圧

により低温の水が注水されることを防止するため，運転員の判断により自動

減圧を阻止するための操作スイッチがある。悪影響を及ぼさないように，区

分Ⅰ，区分Ⅱの異なる系統に自動減圧起動阻止スイッチを各１個，代替自動

減圧起動阻止スイッチを１個分離して設置しており，これらのスイッチは中

央制御室の同じ盤で操作が可能な設計としている。 
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第１表 逃がし安全弁機能一覧 
機能 

逃がし弁 安全弁 自動減圧系 代替自動減圧 

(A)(C)(F)(H)(J)(L) ○ ○ － － 

(D)(E)(G)(K) ○ ○ ○ － 

(B)(M) ○ ○ ○ ○ 

自動減圧系及び代替自動減圧機能は運転員の操作を考慮しないが，運転員が各

論理の動作状況を確認できるように警報を発する。自動減圧系及び代替自動減圧

機能の動作回路図及び警報発生箇所を以下に示す。 
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第２図 自動減圧系及び代替自動減圧機能の論理回路 

これらの警報により，自動減圧系または代替自動減圧機能の論理が動作してい

ることを確認し，自動減圧に備える。 

なお，代替自動減圧機能動作による自動減圧中に燃料棒有効長頂部(ＴＡＦ)を

下回った場合は，運転操作手順書に則り，残りの４個を開操作する。 

警報：ADS 論理回路 
タイマ作動

警報：AM 論理回路 
タイマ作動

警報：AM 論理回路 
タイマ作動
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補
2-1

２．重要事故シーケンスの起因とする過渡事象の選定について 

 各種ＰＲＡ等の結果により実施した重要事故シーケンスの選定の結果として，

多くの事故シーケンスグループにおいて過渡事象を起因とする事故シーケンスを

重要事故シーケンスとして選定している。 

 内部事象運転時レベル１ＰＲＡにて示したとおり，過渡事象としては運転時の

異常な過渡変化及び設計基準事故の一部を考慮しているが，有効性評価において

解析を実施するに際しては，その具体的な事象を設定する必要がある。 

 その考え方は，「島根原子力発電所２号炉 事故シーケンスグループ及び重要

事故シーケンス等の選定について」にも一部示しているが，本資料では，高圧・

低圧注水機能喪失を例に，設定の考え方を補足する。 

１．過渡事象の特徴と選定に際しての整理 

  第１表に島根２号炉設置変更許可申請書添付書類十において評価の対象とし

た運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故について，分類・整理した結果を

示す。第１表の右端は，事象発生時のプラント応答を考慮して分類したＰＲＡ

の起因事象である。 

また，第２表に，起因事象のグループ化の結果を示す。そのうえで，重要事

故シーケンスで想定する過渡事象のグループを選定し，グループ内の過渡事象

から，より評価に適した事象を選定する。 

  高圧・低圧注水機能喪失では，現状の設置許可ベースの注水機能を喪失した

際の重大事故等対策の有効性を確認する。本事象には代替の注水機能による注

水が有効な対策と考えられ，島根原子力発電所２号炉の有効性評価においても

低圧原子炉代替注水系（常設）にて注水する場合の対策の有効性を確認してい

る。 

  代替の注水機能によって炉心損傷防止を図る場合，原子炉水位の低下が早く，

原子炉スクラム時のインベントリが少なくなる事象が厳しいと考えられるため，

高圧・低圧注水機能喪失の重要事故シーケンスの評価においては起因となる過

渡事象として「全給水喪失」を設定した。 

２．外部電源有無の影響 

  外部電源の有無が事象進展及びパラメータの変動に及ぼす影響については，

有効性評価の資料中において，「外部電源あり」の解析も行っており，燃料被

覆管の最高温度について「外部電源あり」の方が「外部電源なし」より高くな

るが，判断基準を満足していることを確認している。 
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補
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2 

補 2-2

第
１
表
 
過
渡
変
化
・
設
計
基
準
事
故
に
よ
る
起
因
事
象
の
同
定

 

        

※
１

 
「

29
.制

御
棒
の
異
常
な
挿
入
」，
「

36
.手

動
ス
ク
ラ
ム
」，
「

37
.原

因
不
明
」
に
つ
い
て
は
対
象
外
と
し
た
。

※
２

 
「

6.
主
蒸
気
隔
離
弁
の
１
弁
閉
鎖
」
は
Ｅ
Ｐ
Ｒ
Ｉ
－
Ｎ
Ｐ

22
30
に
お
い
て
主
蒸
気
隔
離
弁
１
弁
の
み
が
閉
鎖
し
，
残
り
の
主
蒸
気
隔
離
弁
は
開
放
さ
れ
て
い
る
過
渡
事
象
と
定
義
さ
れ
て
お
り
，
復
水
器
に
よ
る
除
熱
に
期
待
で
き
る
こ
と
か
ら
，
非
隔
離
事

象
と
し
た
。

「
7.
主
蒸
気
隔
離
弁
の
部
分
閉
鎖
」
は
Ｅ
Ｐ
Ｒ
Ｉ
－
Ｎ
Ｐ

22
30
に
お
い
て
１
弁
以
上
の
主
蒸
気
隔
離
弁
が
部
分
閉
鎖
し
て
い
る
過
渡
事
象
と
定
義
さ
れ
て
お
り
，
閉
鎖
の
程
度
に
よ
っ
て
は
復
水
器
に
よ
る
除
熱
に
期
待
で
き
な
く
な
る
こ
と
を
考
慮
し
，
隔
離
事
象
と
し
た
。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。  
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補
2-
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補 2-3

第
２
表
 
過
渡
事
象
・
設
計
基
準
事
故
事
象
の
グ
ル
ー
プ
化

 

起
因
事
象

 
事
象
の
特
徴
（
グ
ル
ー
プ
化
の
観
点
）

 

非
隔
離
事
象

 
タ
ー
ビ
ン
ト
リ
ッ
プ
な
ど
に
よ
り
原
子
炉
が
ス
ク
ラ
ム
す
る
事
象
で
あ
り
，
タ
ー
ビ
ン
バ
イ
パ
ス
弁
は
正
常
に
作
動
す
る
事
象
で
あ
る
こ

と
か
ら
，
い
ず
れ
も
事
象
初
期
か
ら
継
続
し
て
給
復
水
系
が
利
用
で
き
る
。

隔
離
事
象

 

主
蒸
気
隔
離
弁
（
Ｍ
Ｓ
Ｉ
Ｖ
）
な
ど
が
閉
鎖
す
る
事
象
で
あ
り
，
原
子
炉
と
タ
ー
ビ
ン
側
が
互
い
に
隔
離
さ
れ
る
事
象
で
あ
る
。
事
象
初

期
に
は
給
復
水
系
が
利
用
で
き
る
が
，
水
源
で
あ
る
復
水
器
の
ホ
ッ
ト
ウ
ェ
ル
が
隔
離
さ
れ
る
た
め
，
給
復
水
系
の
運
転
継
続
に
支
障
が
生

ず
る
。
 

全
給
水
喪
失

 

タ
ー
ビ
ン
か
ら
の
給
水
流
量
が
全
喪
失
す
る
事
象
で
あ
り
，
原
子
炉
水
位
が
低
下
す
る
こ
と
に
よ
り
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
に
至
る
事
象
で
あ

る
。
事
象
初
期
に
は
給
復
水
系
が
利
用
で
き
ず
，
他
の
事
象
と
は
プ
ラ
ン
ト
応
答
が
異
な
る
。
水
位
低
下
の
観
点
で
は
給
復
水
系
が
利
用

で
き
な
い
こ
と
か
ら
水
位
低
下
事
象
よ
り
も
厳
し
い
事
象
と
考
え
ら
れ
る
。

水
位
低
下
事
象
 

タ
ー
ビ
ン
か
ら
の
給
水
流
量
が
減
少
し
，
原
子
炉
水
位
が
低
下
す
る
こ
と
に
よ
り
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
に
至
る
事
象
で
あ
る
。
給
水
流
量
の
全

喪
失
ま
で
に
は
至
ら
な
い
た
め
，
機
能
は
低
下
し
て
い
る
が
事
象
の
初
期
に
も
給
復
水
系
は
利
用
可
能
で
あ
る
。

Ｒ
Ｐ
Ｓ
誤
動
作
等

 
原
子
炉
保
護
系
（
Ｒ
Ｐ
Ｓ
）
の
誤
動
作
が
起
因
と
な
っ
て
い
る
事
象
や
，
制
御
棒
の
誤
引
抜
き
に
関
す
る
事
象
な
ど
出
力
の
増
加
が
軽
微

な
事
象
で
あ
る
。
事
象
初
期
で
原
子
炉
が
隔
離
さ
れ
な
い
た
め
，
給
復
水
系
が
利
用
可
能
で
あ
る
。

 

外
部
電
源
喪
失

 
外
部
電
源
が
喪
失
す
る
事
象
で
あ
り
，
事
象
の
発
生
に
よ
り
非
常
用
電
源
の
確
保
が
必
要
に
な
る
な
ど
，
他
の
事
象
と
は
プ
ラ
ン
ト
応
答

が
異
な
る
。
 

逃
が
し
安
全
弁
 

誤
開
放
 

原
子
炉
運
転
中
に
逃
が
し
安
全
弁
が
誤
開
放
す
る
事
象
で
あ
る
。
誤
開
放
を
想
定
す
る
弁
数
は
発
生
頻
度
の
観
点
か
ら
１
弁
と
し
て
い
る

た
め
，
本
事
象
は
事
象
発
生
後
速
や
か
に
ス
ク
ラ
ム
に
至
る
事
象
で
は
な
い
。
原
子
炉
冷
却
材
（
蒸
気
）
の
流
出
を
伴
う
が
，
原
子
炉
水

位
の
低
下
に
は
給
復
水
系
に
よ
る
対
応
が
可
能
で
あ
る
。
逃
が
し
安
全
弁
を
通
じ
て
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
中
に
蒸
気
が
放
出
さ

れ
る
た
め
，
復
水
器
ホ
ッ
ト
ウ
ェ
ル
へ
の
補
給
が
不
足
す
る
と
復
水
器
ホ
ッ
ト
ウ
ェ
ル
の
水
位
が
低
下
し
，
給
水
喪
失
に
至
る
可
能
性
が

あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
，
こ
の
場
合
の
事
象
進
展
か
ら
全
給
水
喪
失
に
至
る
頻
度
を
概
算
す
る
と
，
起
因
事
象
「
逃
が
し
安
全
弁
誤
開
放
」

の
発
生
頻
度
（
1×

10
－
３
／
炉
年
）
と
，
少
な
く
と
も
「
逃
が
し
安
全
弁
漏
え
い
」
警
報
の
認
知
失
敗
，
「
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水

温
度
高
」
警
報
の
認
知
失
敗
，
「
復
水
器
ホ
ッ
ト
ウ
ェ
ル
水
位
低
」
警
報
の
認
知
失
敗
の
重
畳
が
生
じ
る
と
考
え
ら
れ
，
各
警
報
の
認
知

失
敗
確
率
を
保
守
的
に

0.
1
と
し
て
も
，
全
給
水
喪
失
に
至
る
頻
度
は

1×
10

－
６
／
炉
年
と
な
る
。
こ
れ
は
他
の
起
因
事
象
の
発
生
頻
度
と

し
て
も
低
い
値
で
あ
り
，
そ
の
他
の
パ
ラ
メ
ー
タ
の
変
化
や
認
知
失
敗
確
率
の
保
守
性
を
考
慮
す
る
と
，
さ
ら
に
低
い
値
に
な
る
と
考
え

ら
れ
る
。
以
上
の
と
お
り
，
起
因
事
象
「
逃
が
し
安
全
弁
誤
開
放
」
の
後
，
「
全
給
水
喪
失
」
に
至
る
頻
度
は
十
分
に
低
く
，
起
因
事
象

と
し
て
考
慮
す
る
必
要
性
は
低
い
も
の
と
考
え
る
。
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５．深層防護の考え方について 

１．基本的な考え方 

深層防護の３層と４層との境界は，著しい炉心損傷の防止という原子炉安全

上の重要な目的に照らして，著しい炉心損傷があるか否かで区分する。すなわ

ち，３層＝著しい炉心損傷防止，４層＝著しい炉心損傷後の格納容器損傷防止，

とすることが適切である。  

ここで，著しい炉心損傷の有無の境界となる３層と４層の間は，防護策間

の独立性が特に重要となるが，実運用上は，３層と４層で同じ設備を用いる場

合もあることから，従属要因及び共通要因が排除できること，それぞれのレイ

ヤーで多様な設備を有し高い信頼性を確保していることに加え，（後述の）事

象評価上の仮定であり３層と４層間の独立性の要求とは異なる考慮であるこ

とを明確にする。

２．実態を踏まえた運用 

１．で述べたような深層防護のレイヤー設定を踏まえ重大事故等対処設備を

設置・運用しているが，原子炉圧力容器内に燃料がある以上は，炉心損傷の前

後によらず原子炉圧力容器内に注水する必要があり，「著しい炉心損傷」の前

後という深層防護の考え方における境界と，注水先としての原子炉圧力容器・

原子炉格納容器の境界は必ずしも一致しない。 

ＢＷＲでは，制御棒のみで未臨界を確保でき，原子炉注水も格納容器スプ

レイも低圧条件ならほぼ同じ設備構成で可能となる。したがって，原子炉格納

容器内へのスプレイ（又は注水）について，専用のポンプ，弁，配管，水源，

電源などを設けることを考えたとしても，少しの設備追加で原子炉圧力容器へ

の注水も可能となるため，炉心損傷の防止（３層での事象の収束）を一層確実

にする観点からも，原子炉格納容器へのスプレイ（または注水）に特化した設

備にするよりも原子炉圧力容器内にも注水できる設備とする方が原子炉安全

上有益である。 

また，ＢＷＲは事象進展（水位低下）が極めて早い大破断ＬＯＣＡであっ

ても，炉心のリロケーションが発生するまでには無注水が継続しても1.5時間

程度あり，３層での事象の収束が不可能な場合（炉心損傷する場合）でも，原

子炉圧力容器内での損傷炉心冷却とするために原子炉圧力容器内への注水を

何よりも優先すべきである。よって，深層防護の考え方としては３層と４層を

明確に区別しているものの，実際の設備としては，３層用，４層用といった明

確な区別をしない方が原子炉安全上有益であり，例えば注水手段は，原子炉圧

力容器と原子炉格納容器のどちらにも注水できる設備として設置・運用してい

くことになる。 

一方，重大事故のうち，格納容器破損モードに対する対策の有効性を評価

する上では，著しい炉心損傷に伴うプラント状態や溶融炉心の格納容器内への

補 5-1 
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落下に伴う原子炉格納容器内の物理現象を生じさせるために，あえて原子炉圧

力容器内への注水をしないといった評価上の仮定を置いたものであり，個々の

レイヤー内に十分な信頼性をもたせようとする３層と４層間の独立性の考え

方とは別個の要請に基づく処理である。 

したがって，あるレイヤーで特定の現象を生じさせることを目的とした機

能停止を，次のレイヤーにおける機能喪失と扱う必然性はなく，当該機能の信

頼性を踏まえて個別に設定すべきである。 

３．低圧原子炉代替注水系（常設）について 

低圧原子炉代替注水系（常設）は，深層防護の３層（著しい炉心損傷の防止）

における原子炉圧力容器内への注水として，４層（格納容器の破損防止策）に

おける格納容器代替スプレイ，損傷炉心の冷却のためのペデスタル代替注水手

段としての機能を有している。 

低圧原子炉代替注水系（常設）の他にも，３層の原子炉圧力容器注水機能を

構成するものとしては，高圧原子炉代替注水系（ＨＰＡＣ）や低圧原子炉代替

注水系（可搬型）を有している。同じく４層の原子炉格納容器の破損防止機能

としては，残留熱代替除去系，格納容器フィルタベント系，ペデスタル代替注

水系（可搬型）を有している。 

以上を踏まえると，３層，４層それぞれのレイヤーで高い信頼性を有してい

ることから，現象を生じさせるための評価上の仮定として３層で低圧原子炉代

替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水を期待しない場合でも，４層

の格納容器代替スプレイ，ペデスタル注水として機能を期待することは適切で

ある。（表１及び図１参照） 
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表
１
 
重
大
事
故
の
各
現
象
に
対
す
る
対
応
例

 

破
損
モ
ー
ド

 
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス

 
3
層
（
③
－
２
）

 
④
層
（
④
－
１
）

損
傷
炉
心
の
冷
却
 

格
納
容
器
の
破
損
防
止
 

3.
1 

格
納
容
器
過
圧
・

過
温
破
損
 

大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
＋

Ｅ
Ｃ
Ｃ
Ｓ
注
水
機
能

喪
失
＋
Ｓ
Ｂ
Ｏ

 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
（
Ｇ
Ｔ
Ｇ
）
が
炉
心
損
傷
ま

で
に
電
源
を
供
給
出
来
な
い
た
め
原
子
炉
注
水
が
出
来

ず
著
し
い
炉
心
損
傷
に
至
る

 

＝
著
し
い
炉
心
の
損
傷
に
伴
う
プ
ラ
ン
ト
状
態
を
生
じ

さ
せ
る
た
め
に
，
３
層
で
は
注
水
機
能
に
期
待
せ
ず

 

【
事
象
初
期
（
～
1
0ｈ

）
】
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系

（
常
設
）
で
原
子
炉
圧
力
容

器
内
の
損
傷
炉
心
に
注
水
 

【
事
象
初
期
（
～
1
0
ｈ
）】

 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系

（
可
搬
型
）
で
格
納
容
器
内

に
ス
プ
レ
イ
 

3.
4 

水
素
燃
焼
 

【
事
象
後
期
（

1
0ｈ

～
）】

 

残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
た
循
環
冷
却
（
原
子
炉
注
水
・

格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
の
同
時
実
施
）
 

3.
2 

Ｄ
Ｃ
Ｈ
 

Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｘ

 

全
て
の
原
子
炉
注
水
機
能
が
喪
失
す
る
た
め
，
原
子
炉

注
水
が
で
き
ず
著
し
い
炉
心
損
傷
に
至
る

 

＝
溶
融
炉
心
の
格
納
容
器
内
へ
の
落
下
に
伴
う
格
納
容

器
内
の
物
理
現
象
を
生
じ
さ
せ
る
た
め
に
，
３
層
で
は

注
水
機
能
に
期
待
せ
ず

 

【
事
象
初
期
（
～
1
0ｈ

）】
 

ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
系

（
可
搬
型
）
で
ペ
デ
ス
タ
ル

に
溶
融
炉
心
の
落
下
に
先
立

っ
て
水
張
り
 

＋
 

そ
の
後
の
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の

注
水
 

【
事
象
初
期
（
～
1
0
ｈ
）】

 

同
左
 

3.
3 

炉
外
Ｆ
Ｃ
Ｉ
 

Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｖ

 

3.
5 

Ｍ
Ｃ
Ｃ
Ｉ
 

【
事
象
後
期
（

1
0ｈ

～
）】

 

残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
た
循
環
冷
却
（
格
納
容
器
ス
プ

レ
イ
）
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第
３
層

 

（
著
し
い
炉
心
損
傷
の
防
止
）

 

第
４
層

 

（
格
納
容
器
の
破
損
防
止
，
損
傷
炉
心
の
冷
却
）

 

原
子
炉
注
水

 
 

格
納
容
器
除
熱

 

 

ペ
デ
ス
タ
ル
注
水

 

 

※
１
：
Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｖ
，
Ｔ
Ｗ
（
Ｌ
Ｕ
Ｈ
Ｓ
，
Ｒ
Ｈ
Ｒ
機
能
喪
失
）
等
の
一
次
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
喪
失
（
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
等
）
を
除
く
事
故
に
対
し
て
初
期
炉
心
冠
水
維
持
が
可
能

図
１
 
第
３
層
及
び
第
４
層
に
お
け
る
注
水
等
に
期
待
す
る
設
備
 

Ｈ
Ｐ
Ａ
Ｃ

 

減
圧

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系

(可
搬
型
) 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系

(常
設
) 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系

(常
設

)【
代
替
ス
プ
レ
イ
】
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６．原子炉圧力挙動の解析上の取扱いについて 

１．ＢＷＲの圧力制御方式について 

  ＢＷＲ－５では，圧力制御方式としてタービン入口圧力制御方式を採用して

おり，主蒸気加減弁は弁上流側の圧力により通過蒸気流量を制御している。 

  ＳＡＦＥＲの主蒸気流量モデルは，このタービン入口圧力制御方式による圧

力制御を簡略的に模擬しており，通過蒸気流量は以下の式により計算される。 

  










 SRSRRS

R

SR

ST GPGPPPG
P

W
W 42

2

ここで， 

STW ：主蒸気加減弁を通過する流量 

SRW ：定格主蒸気流量 

RP ：定常状態での配管内圧力低下 

SG ：圧力調整幅 

P ：過渡時の圧力 

RP ：定格圧力 
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７．原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）の運転継続及び原子炉減圧の判断について 

１．事象初期の注水 

原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）は事象初期に原子炉が高圧状態でかつ交流

動力電源が全て喪失した状態でも原子炉注水を可能とする重要な設備である。 

事象初期に全交流電源喪失となった場合，あるいは，交流動力電源が活きて

いた場合でもＬＯＣＡのように大容量の注水を必要とする事象を除き，崩壊熱

を消費しサプレッション・チェンバ（Ｓ／Ｃ）への熱負荷を軽減する観点から

ＲＣＩＣによる原子炉注水を継続する。 

なお，高圧原子炉代替注水系（ＨＰＡＣ）についても同様の考え方である。 

２．低圧注水への移行の判断 

原子炉隔離時冷却系から低圧注水に移行する考え方を以下に示す。 

(1) 原子炉隔離時冷却系運転継続について

残留熱除去系によるサプレッション・プール水冷却が行えない場合は，崩

壊熱を消費しサプレッション・チェンバへの熱負荷を軽減する観点から原子

炉隔離時冷却系による原子炉注水を継続する。 

また，代替注水手段確保後に原子炉を減圧した場合，原子炉隔離時冷却系

は原子炉減圧により機能喪失するため，健全な注水手段の一つを意図的に喪

失させることとなる。 

長期の注水手段確保（残留熱除去系の復旧，多様な代替注水手段の準備，

資源（水源，燃料等）の長期間確保）の観点から，健全に注水している原子

炉隔離時冷却系を可能な限り運転継続する。 

(2) 原子炉隔離時冷却系運転継続状態での原子炉急速減圧の条件について

事故対応手順ではサプレッション・プール水温度が熱容量制限（サプレッ

ション・プール水温度 77℃）に到達した時点で急速減圧に移行することとな

っている。ただし，崩壊熱除去機能喪失時において原子炉隔離時冷却系が運

転している場合は，崩壊熱を消費しサプレッション・チェンバへの熱負荷を

軽減しつつ注水を維持する観点から，サプレッション・プール水温度が 77℃

に到達しても急速減圧には移行しない。 

サプレッション・プール水温度が 100℃に到達した場合は，原子炉隔離時

冷却系の機能維持が困難となる恐れ※１があるため，原子炉の急速減圧を行い，

代替注水手段による原子炉注水に切替える。 

※１：サプレッション・プールを水源として運転している場合において，サプレ

ッション・プール水温度 100℃までは機器の健全性が確認されている。 
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３．操作に伴うパラメータの挙動 

(1)評価

○事象の流れ

事象発生→ＲＣＩＣで注水→低圧注水確保→ＲＣＩＣ機能維持が困難とな

る条件に到達→自動減圧機能付き逃がし安全弁６個を開し減圧（評価上，減

圧と同時にＲＣＩＣ停止）→注水をＦＬＳＲ(常設)に切替 

○結果

評価上，自動減圧機能付き逃がし安全弁６個の開と同時にＲＣＩＣが停止

しているものの，原子炉水位の低下は小さく安定的に維持されていることが

確認できる（図１，図２）。 

実際の手順はＲＣＩＣ運転継続の状態で自動減圧機能付き逃がし安全弁６

個を開し，原子炉圧力低下によるＲＣＩＣ停止までは注水を継続しているこ

とから，本結果より原子炉水位の低下は小さいと考えられる。 

0

2

4

6

8

10

0 2 4 6 8 10

事故後の時間（時）

SA3NS2LOF99AJAFE002

原

子

炉

圧

力

（MPa[abs]）

図１ 原子炉圧力の挙動 

自動減圧機能付き逃がし安全弁

６個による手動減圧（８時間後） 
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図２ 減圧時の原子炉水位（シュラウド内）の挙動 
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８．原子炉再循環ポンプからのリークについて 

１．はじめに 

原子炉再循環ポンプ（以下「ＰＬＲポンプ」という。）の概略図を図１に示す。通常運

転中，ＰＬＲポンプメカニカルシール部は，制御棒駆動水圧系によるシールパージライン

からの封水注入及びＰＬＲポンプ内装熱交換器への原子炉補機冷却系による冷却水通水

によって，熱的な防護が図られている（図２）。 

一方，全交流動力電源喪失（以下「ＳＢＯ」という。）時には，制御棒駆動水圧系及び

原子炉補機冷却系が停止し，シールパージラインからの封水注入及びＰＬＲポンプ内装熱

交換器への冷却水の通水が停止するため，メカニカルシール部は高温の原子炉冷却材にさ

らされて温度が徐々に上昇する。シール部の健全性が高温・高圧の原子炉冷却材により失

われた場合，ＰＬＲポンプからの原子炉冷却材の漏えいが想定される（図３）。 

このため，ＳＢＯ時におけるＰＬＲポンプへの冷却水が喪失した場合のメカニカルシー

ルからの原子炉冷却材の漏えい量を評価する実証試験を実施した。

図１ ＰＬＲポンプ 概略図

内装熱交換器 
インペラ

軸 

メカニカルシール

ＰＣＶ 

補機冷却系 

ドライウェル機器
ドレンサンプへ 

ドライウェル機器
ドレンサンプへ 

コントロールブリード
オフ(ＣＢＯ)

シールリークライン

パージ水 

ＣＲＤポンプ 

PCV 

21



補 8-2 

リークライン

CBOライン

減圧装置

内装熱交換器

パージ水

冷却水

PCV

減圧装置

：Oリング（代表）

：パージ水/冷却水
（約40℃）

上部シール室

下部シール室

シートリング

回転リング

シートリング

回転リング

原子炉冷却材流路へ

 シールパージラインからの封水注入，及びＰＬＲポンプ内装熱交換器への冷却水の通水

により，ＰＬＲポンプメカニカルシール部の熱的な防護が図られている。

図２ ＰＬＲポンプ メカニカルシールの状況（通常運転時） 

 シールパージラインからの封水注入，及びＰＬＲポンプ内装熱交換器への冷却水の通水

が停止するため，シール部は高温の原子炉冷却材にさらされる。

 さらに，シール部（Ｏリング）の健全性が熱で失われると，漏えい量の増加が想定され

る。

図３ ＰＬＲポンプ メカニカルシールの状況（冷却水喪失時） 
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２．実証試験による評価 

（１）試験概要

ＰＬＲポンプで使用している実機メカニカルシールを使用し，冷却水喪失時を模擬

した試験条件で試験を実施した。 

ａ．実施場所：多目的蒸気源試験設備 

ｂ．試験装置：ＰＬＲポンプメカニカルシールフルスケール※実証試験設備（図４） 

※：試験に用いたメカニカルシールは実機と同一品とし，軸径及びメカ

ニカルシール部ギャップも実機と同一とした。ＢＷＲで使用されて

いるメカニカルシールは全てタンデム型コンタクトシールであり，

代表として Nシールを使用した。 

ｃ．系統構成：実機メカニカルシールの系統構成を模擬（図５） 

ｄ．試験方法：メカニカルシールに供給する熱水を循環させることにより，温度・圧

力を制御し，実機におけるＳＢＯ発生後の温度・圧力を模擬するとと

もに，熱水の入口流量と出口流量の差を漏えい量として計測した。な

お，圧力の変化は，原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）作動による原子

炉圧力の減圧幅を包絡する条件とし，温度はその圧力に対応する飽和

温度とした。
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図４ 試験装置外観 

圧力
容器

熱水加熱器
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図５ 実証試験時の系統構成 
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（２）試験条件

ＳＢＯ発生時の温度・圧力を包絡するよう試験を実施した。試験条件を表１に示す。

また，試験時間における温度・圧力を図６に示す。 

表１ 試験条件 

値 備考 

圧力 8.0MPa[gage] ＳＢＯ発生後の炉圧を包絡する値 

温度 294℃ 
ＳＢＯ発生後の炉水温度を包絡する

値 

試験時間 24時間以上 
ＳＢＯ時の圧力・温度を包絡した状態

における時間 

圧力変動幅 2.5MPa[gage]以上※ 
ＳＢＯ発生後の炉圧変動幅を包絡す

る値 

※ＳＢＯ発生後，約８時間後までのＲＣＩＣによる圧力変動幅をＳＡＦＥＲ

解析結果より決定した。なお，圧力変動中の温度は飽和温度とした。

圧力

時間

時間

16時間

294℃

圧力変動時間
を除き8時間

30分

260℃

1回目
圧力変動

2回目
圧力変動

3回目
圧力変動

4回目
圧力変動

温度

8.0MPaG

3時間

SBO発生

30分

40℃

5時間

2.5MPaG以上2.5MPa以上 

図６ 試験時間における温度及び圧力条件 
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３．試験結果及び漏えい量の影響について 

ＳＢＯ時のＲＣＩＣ又は高圧原子炉代替注水系運転時における原子炉冷却材圧力及び

温度を包絡した熱水並びに圧力変動を加えた熱水を試験容器下部からメカニカルシール

室へ注水し，試験中の漏えい量を測定した。 

ＳＢＯ時における冷却水喪失時を模擬した実証試験を実施した結果，高温の熱水の浸入

によりメカニカルシールのＯリングの一部が損傷するものの，その損傷部分を通って外部

に漏えいする経路により漏えい量は制限されるため，完全ではないものの，ある程度のシ

ール機能を有し続けることで，試験時間が 24時間以上においても，最大漏えい量は約

0.6t/hであった。 

ＲＣＩＣ等の注水流量及び逃がし安全弁から放出される原子炉冷却材流量と比較して

も十分小さい（ＲＣＩＣの注入流量の約１％）ことから炉内インベントリの観点で事象進

展に及ぼす影響は小さく，また，原子炉格納容器への熱負荷は小さいことから原子炉格納

容器健全性に影響を与えることはない。 

以上 
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９．高圧・低圧注水機能喪失における平均出力燃料集合体での燃料被覆管最高温

度の代表性について 

１．燃料集合体初期出力の燃料被覆管最高温度への影響の整理 

高圧・低圧注水機能喪失において，平均出力燃料集合体で燃料被覆管最高温

度が発生する理由は，以下のように整理できる。 

・ 注水設備の観点からは，本事故シーケンスでは低圧原子炉代替注水系（常設）

により原子炉注水を行うため，原子炉水位の低下により平均出力集合体，高

出力燃料集合体は共に一部が露出するものの高出力燃料集合体が過度に露出

することはない。平均出力燃料集合体と高出力燃料集合体は，上下プレナム

間差圧が均等になるよう集合体入口流量が配分されるため，燃料集合体初期

出力が高く，発生するボイドの割合が大きい高出力燃料集合体では，二相水

位としては高めとなり，燃料被覆管温度が最大となる位置においても炉心の

露出時間が長期間とならないことから，燃料被覆管温度の上昇が抑制される。 

・ 崩壊熱の観点からは，設計基準事故のＬＯＣＡ解析と比べ本事故シーケンス

は事故後時間が経過しているため崩壊熱が十分低下しており，平均出力燃料

集合体と高出力燃料集合体の燃料棒１本当たりの出力の差（絶対値）は，事

故直後に比べて小さくなり，温度上昇率の差が小さくなる。このため，二相

水位が低いことにより炉心露出期間が長くなる平均出力燃料集合体における

燃料被覆管温度が高くなる傾向となる。

図１に，高圧・低圧注水機能喪失における平均出力燃料集合体及び高出力燃料

集合体の原子炉水位の挙動を示す。平均出力燃料集合体と比較して，高出力燃料

集合体では炉心の露出時間が長期間とならないことから，平均出力燃料集合体で

燃料被覆管最高温度が発生する。 

２．燃料集合体初期出力に対する燃料被覆管最高温度の感度解析 

燃料集合体初期出力の燃料被覆管最高温度への影響を確認するため，表１に示

すとおり，代表的な事故シーケンスについて，高出力燃料集合体の初期出力※を

変化させた場合の燃料被覆管最高温度に関する感度解析を実施した。 

なお，燃料棒の線出力密度については，初期出力に比例して変化させている。 

図２に，燃料集合体初期出力と燃料被覆管最高温度の関係を示す。ＬＯＣＡ時

注水機能喪失では，申請解析条件での高出力燃料集合体初期出力の場合において

燃料被覆管最高温度が最も高くなり, 高圧・低圧注水機能喪失では,申請解析条

件での高出力燃料集合体初期出力以外の場合において，ほぼ同等の燃料被覆管最

高温度となっている。 

以上から, 高圧・低圧注水機能喪失において，不確かさを考慮すれば平均出力

燃料集合体の燃料被覆管最高温度を代表としても問題とならない。 
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※ 高出力燃料集合体の初期出力は，下記のとおり設定している。

高出力燃料集合体の初期出力＝

  線出力密度/軸方向出力分布×燃料棒本数×燃料棒有効長 

  なお，平均出力燃料集合体の初期出力は，定格熱出力 2,436MWを燃料集合

体体数 560体で除した値を設定している。 

表１ 解析ケース 

事故シーケンス 初期出力（高出力燃料集合体） 

高圧・低圧注水機能喪失 

約９ＭＷ 申請解析条件 

約６ＭＷ 
申請解析と平均出力燃料集合体初期

出力の中間 

約 4.5ＭＷ 平均出力燃料集合体初期出力と同じ 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 

約９ＭＷ 申請解析条件 

約６ＭＷ 
申請解析と平均出力燃料集合体初期

出力の中間 

約 4.5ＭＷ 平均出力燃料集合体初期出力と同じ 

平均出力燃料集合体 高出力燃料集合体 

図１ 原子炉水位挙動（高圧・低圧注水機能喪失） 

28



補 9-3 

0

200

400

600

800

1000

1200

4 5 6 7 8 9

燃
料
被
覆
管
最
高
温
度(

℃)

燃料集合体初期出力 (MW)

申請解析

TQUV AB PCT

TQUV HB PCT

TQUV HB PCT

中小LOCA HB PCT

図２ 燃料集合体初期出力に対する燃料被覆管最高温度の感度解析結果 

※１ 高出力燃料集合体の初期出力が約６MW において，高出力燃料棒の最大線

出力密度を 44kW/mに設定した場合の高出力燃料棒の燃料被覆管最高温度

をプロット 

約６MW＝[高出力燃料棒の線出力密度（44kW/m）×高出力燃料棒の本数（１

本）＋平均出力燃料棒の線出力密度（約 30kW/m）×平均出力燃

料棒の本数（73本）]×燃料棒有効長／軸方向出力分布 

※２ 再循環ポンプ吸込側配管における破断面積 4.2cm2の結果をプロット

高圧・低圧注水機能喪失（平均出力燃料集合体） 

高圧・低圧注水機能喪失（高出力燃料集合体） 

高圧・低圧注水機能喪失（局所出力分布考慮）※１

ＬＯＣＡ時注水機能喪失（高出力燃料集合体）※２
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10．取水機能喪失時の非常用ディーゼル発電設備が起動した場合の影響について 

１．はじめに 

有効性評価の崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）シナリオにおい

ては，外部電源の喪失に加え，取水機能喪失により非常用ディーゼル発電機等の

冷却手段が喪失することから，全交流動力電源喪失を想定している。実際には，

冷却水の冷却手段を喪失した状態でも，非常用ディーゼル発電機等は起動可能で

あり，一定時間の電源供給が行われると考えられる。ここでは，これによる影響

について考察する。 

２．非常用ディーゼル発電機等による給電の影響について 

図１に，冷却水の冷却手段を喪失した非常用ディーゼル発電機等の起動（外

部電源なし）を考慮した対応手順の概要を示す。 

取水機能喪失により冷却水の冷却手段が喪失した状態で，非常用ディーゼル発

電機等が起動することで，全交流動力電源喪失は回避される。しかし，この際も

逃がし安全弁の動作の影響や崩壊熱による原子炉冷却材の蒸発により，原子炉水

位は低下する。原子炉水位が原子炉水位低（レベル２）に到達した時点で原子炉

隔離時冷却系による原子炉注水が開始され，原子炉水位の維持が行われる。 

この時，非常用ディーゼル発電機等は，冷却水の冷却手段を喪失しているため，

運転継続によって，冷却水及び潤滑油温度が上昇し，その運転が不可能になるこ

とが想定される。このため，非常用ディーゼル発電機等による電源供給は可能で

あるものの，早期の電源回復不能と判断し，常設代替交流電源設備を起動し，非

常用ディーゼル発電機等を停止する。非常用ディーゼル発電機等を停止するまで

の対応は，中央制御室のみで実施可能であり，要員の配置に与える影響はなく，

また，その後の対応手順は，全交流動力電源喪失を最初から想定した場合と同様

である。なお，非常用ディーゼル発電機等が起動することによって，待機中の機

器（原子炉補機冷却系）が自動起動するが，プラントに悪影響を及ぼすものでは

ない。 

３．まとめ 

取水機能が喪失し，冷却水の冷却手段が喪失した場合も非常用ディーゼル発電

機等の起動は可能である。この場合，冷却水の冷却手段がないことにより非常用

ディーゼル発電機等を停止するまで，給電が行われ，全交流動力電源喪失に至る

時間が延長されるのみであり，対応手順に影響は及ぼさない。 
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図１ 冷却水が喪失した非常用ディーゼル発電機等が起動した時の 

対応手順の概要（抜粋） 

（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）） 

（省略） 
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13．サプレッション・チェンバのスクラビングによるエアロゾル捕集効果 

「添付資料 3.1.3.3」で評価している“雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納

容器過圧・過温破損)時における格納容器フィルタベント系を用いた場合のＣｓ‐

137の放出量”は，サプレッション・チェンバのスクラビングによるエアロゾル状

の放射性物質の捕集についても期待しており，その捕集効果はＭＡＡＰコード内

（ＳＵＰＲＡ評価式）で考慮している。 

事故発生後サプレッション・プール水は沸騰するが，沸騰時には気泡中の水蒸

気凝縮に伴う除去効率の向上が見込めないため，捕集効果に影響を及ぼす可能性

がある。 

ここでは，サプレッション・プール水の沸騰による，捕集効果への影響につい

て検討を行った。 

１．スクラビング時のサプレッション・プール水の状態 

事故発生後，ＣｓＩ及びＣｓＯＨは原子炉圧力容器から原子炉格納容器内気相

部へ移行し，また，その大部分は原子炉格納容器内液相部に移行する。ＭＡＡＰ

解析により得られた原子炉格納容器内液相部中のＣｓＩ及びＣｓＯＨの存在割合

の時間推移を第１図に，サプレッション・プール水温の時間推移を第２図に示す。 

第１図より，初期のブローダウンによるスクラビングの効果等により，ＣｓＩ

及びＣｓＯＨの大部分が初期の数時間で液相部へと移行することが分かる。また，

第２図より，最初の数時間においては，サプレッション・プール水温は未飽和状

態であり，沸騰は起きていないことがわかる。すなわち，サプレッション・プー

ルでスクラビングされる大分部のＣｓＩ及びＣｓＯＨは，最初の数時間で非沸騰

状態下でのその効果を受け，残りの少量のＣｓＩ及びＣｓＯＨが沸騰状態下での

スクラビングを受けることになる。

このことから，サプレッション・チェンバの総合的な捕集効果に対しては，沸

騰条件下でのスクラビング効果の影響よりも，非沸騰状態下でのスクラビング効

果の影響の方が支配的になると考えられる。 
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第１図 原子炉格納容器内液相部中の存在割合 

第２図 サプレッション・プール水温 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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２．沸騰時のスクラビング効果 

沸騰後においても少量のエアロゾル粒子がサプレッション・プールのスクラビ

ングを受けるため，沸騰時のスクラビング効果が極めて小さい場合は，サプレッ

ション・チェンバの総合的な捕集効果に与える影響は大きくなる可能性がある。 

沸騰時のスクラビング効果については，電力共同研究にて実験が行われており，

未飽和時のスクラビング効果との比較が行われている。試験の概要と試験結果を

以下に示す。 

(1) 試験の概要

試験装置は直径約１m，高さ５mの第３図に示す円筒状容器であり，第１表

に示す試験条件のもと，スクラバ水のスクラビング効果を測定している。 

(2) 試験結果

スクラバ水が未飽和である場合と，沸騰している場合の試験結果を第４図

に示す。第４図では未飽和時の実験データを白丸，沸騰時の実験データを黒

丸で示しており，スクラバ水の水深を実機と同程度（約１m）とした場合で

は，スクラビング効果は沸騰時と未飽和時で同等程度となっている。このこ

とから，実機においても，沸騰後にサプレッション・プールのスクラビング

効果が全く無くなる（ＤＦ＝１）ことにはならず，沸騰後のスクラビングが

サプレッション・チェンバの総合的な捕集効果に与える影響は限定的となる

と考えられる。 

第３図 試験装置の概要 

第１表 試験条件 
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第４図 エアロゾル粒子に対するスクラビング効果 

出典：共同研究報告書「放射能放出低減装置に関する開発研究」（PHASE2）最

終報告書 平成 5年 3月 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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14．ほう素の容量について 

１．ほう酸水注入系の設計及び解析条件について 

ほう酸水注入系は，定格出力運転中の原子炉を，制御棒を挿入せずにほう酸水

の注入によって，定格出力運転から冷温未臨界まで原子炉を移行させ，その状態

を維持できるように設計している。 

このために必要なほう酸濃度の設計値は，「ＭＯＸ燃料が装荷されるまでのサ

イクル」では冷温停止に必要な濃度（600ppm）に，不完全混合による余裕及び残

留熱除去系配管の希釈による余裕を見込み，1000ppmとしている。 

この，1000ppmを確保するために必要な，ほう酸水溶液に含まれる五ほう酸ナト

リウム必要量は 1820kg であり，五ほう酸ナトリウムの 15℃における溶解度は

13.4wt%で，溶液の比重は約 1.1であるため，タンク内の五ほう酸ナトリウム量を

1820kgとするためには 12.3m3のほう酸水を保持すれば良く，実際のタンク容量は

所要量に比べて十分大きい。 

また，「ＭＯＸ燃料が装荷されたサイクル以降」においても，ほう酸水注入系

作動時における実効増倍率の温度依存性を図１に示すが，残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）による炉心冷却により炉内のほう酸水が希釈されることを考

慮しても，十分に炉心の未臨界を確保できるだけの容量のほう酸水をほう酸水貯

蔵タンク内に保持することとしている。 

有効性評価においては，高温停止に必要なほう酸量は三次元炉心解析コード（Ｔ

ＧＢＬＡ／ＬＯＧＯＳ※）で評価をしており，ほう酸水注入系に対する設計値とし

て，ほう酸水注入ポンプ容量 162Ｌ/分，飽和温度に対応するほう酸溶液中の五ほ

う酸ナトリウムの重量（比重）13.4wt%を用いて解析を行っている。 

※ＴＧＢＬＡ／ＬＯＧＯＳは，ほう酸水注入系による未臨界性評価手法に用いら

れている三次元解析モデルにより評価を行う解析コードである。

従来の一点近似解析モデルによる評価手法は，炉心を空間的に一点で近似し炉

心の反応度を評価するものであり，出力分布の効果が考慮されていない。三次

元解析モデルでは，出力分布を三次元で評価しており，炉心の各領域における

核定数に出力分布の重みづけを行うことで出力分布の効果を考慮できるため，

一点近似解析と比較して，より精緻に算出される傾向となる。

三次元解析モデルを用いた手法は，従来よりも高度化された手法であり「ほ

う酸水注入系による未臨界性評価手法の高度化について（ＴＧＢＬＡ/ＬＯＧ

ＯＳ版）」[１]において，評価手法の妥当性が確認されている。

なお，原子炉停止機能喪失事象においては，残留熱除去系（原子炉停止時冷却

モード）起動時に原子炉冷却材保有水量が大きくなり，原子炉内のほう酸濃度は

低下するが，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の起動及び通常運転水位

からの水位変動による希釈の効果は，ほう酸水注入系設計時に想定している保守
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性を十分下回っている。このため，原子炉停止機能喪失事象においても，未臨界

は維持される。 

図１ ほう酸水注入系作動時における実効増倍率の温度依存性 

（９×９燃料（Ａ型）及びＭＯＸ燃料 228体を装荷した炉心による評価例） 

[１]「沸騰水型原子力発電所 ほう酸水注入系における未臨界性評価手法の高

度化について（TGBLA/LOGOS版）」（東北電力株式会社，東京電力株式会社，

中部電力株式会社，北陸電力株式会社，中国電力株式会社，日本原子力発

電株式会社，電源開発株式会社，株式会社ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾆｭｰｸﾘｱ･ﾌｭｴﾙ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ，

平成 19年 10月）

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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15．給水ポンプトリップ条件を復水器ホットウェル枯渇とした場合の評価結果へ

の影響について 

１.はじめに

原子炉停止機能喪失の有効性評価では，主蒸気流量の遮断に伴う給水加熱喪

失により原子炉出力が上昇し，復水器ホットウェル水位の低下により電動機駆

動給水ポンプがトリップするまで上昇を継続する。

  一方，燃料被覆管温度の挙動は，ベースケースにおいては事象発生直後のフ

ァーストピークが最も高くなるが，上記の給水加熱喪失に伴う原子炉出力上昇

の影響はセカンドピークに現れる。また，原子炉出力の上昇が継続することで，

サプレッション・プール水温度及び格納容器圧力の評価にも影響する。

このため，電動機駆動給水ポンプのトリップ時刻が評価結果に与える影響を

確認するため，保守的に復水器ホットウェル水位の低下で電動機駆動給水ポン

プがトリップせずに復水器ホットウェルが枯渇するまで運転を継続するとした

場合の影響について感度解析を実施した。 

（１）評価条件

電動機駆動給水ポンプのトリップの条件を復水器ホットウェル枯渇とした

以外はベースケースと同じ評価条件である。 

（２）評価結果

  感度解析の評価結果を図１から図 12に示す。また，評価結果のまとめを表１

に示す。 

  電動機駆動給水ポンプがトリップするまでの時刻は事象発生から約 541秒

後となり，ベースケースの約 230秒から約 311秒遅れる結果となった。 

  燃料被覆管温度の最高値はベースケースと同じであり，また，サプレッショ

ン・プール水温度の最高値は 136℃，格納容器圧力の最高値は約 360kPa[gage]

であり，評価項目を満足している。 

  以上の結果より，電動機駆動給水ポンプがトリップせず，復水器ホットウェ

ルが枯渇するまで運転継続すると仮定した場合についても評価項目を満足する

ことを感度解析により確認した。 

  なお，原子炉停止機能喪失時の実際の運転操作においては，運転員は給水流

量を手動にて調整し，原子炉水位を低めに維持することで原子炉出力を低下さ

せるとともに，格納容器圧力上昇時には残留熱除去系による格納容器スプレイ

を実施する。 
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表１ 電動機駆動給水ポンプ運転継続による評価項目への影響 

項目 感度解析 ベースケース 評価項目 

電動機駆動給水ポンプ 

復水器ホットウェル

が枯渇するまで運転

継続（約 541秒後） 

復水器水位低でト

リップ（約230秒後） 
－ 

燃料被覆管最高温度（℃） 約 818 約 818 1,200℃以下 

燃料被覆管の酸化量（％） １％以下 １％以下 15%以下 

原子炉冷却材圧力バウン

ダリにかかる圧力の最大

値（MPa[gage]） 

8.91 8.91 
10.34MPa[gage]未

満 

原子炉格納容器バウンダ

リにかかる圧力の最大値

（kPa[gage]） 

360 167 853kPa[gage]未満 

原子炉格納容器バウンダ

リにかかる温度の最大値

（サプレッション・プール

水温度（℃）） 

136 110 
200℃（格納容器限

界温度)未満 

※ 熱伝達相関式(修正 Dougall-Rohsenow式)の適用性について

解析コード（SCATコード）［1］では，燃料被覆管温度 700℃～800℃程度の範囲

について，５×５高温ポスト BT 試験と解析の結果を比較している。比較の結果，

クォリティが 0.9程度となる位置で修正 Dougall-Rohsenow式の評価の保守性が小

さくなることを確認したことから，クォリティが大きくなることで保守性が小さ

くなる傾向を示すものと考えている。 

これは，修正 Dougall-Rohsenow式では燃料被覆管表面温度を保守側に評価する

ために燃料被覆管表面での液滴蒸発の効果を無視している特性が影響しているも

のと考えられる。 

本評価における，燃料被覆管最高温度が発生する時間領域での燃料被覆管最高

温度の発生位置(第４スペーサ位置)のクォリティは 0.5～0.6程度である。この場

合，修正 Dougall-Rohsenow 式の評価の保守性は小さくなる傾向であると考えられ

るものの，修正 Dougall-Rohsenow式を適用することによって保守側の評価結果が

得られると考えられる。このため，燃料被覆管最高温度が 1,200℃以下であること

を確認する観点で，修正 Dougall-Rohsenow式を適用することに問題はない。 

[1]「沸騰水型原子力発電所 重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コ

ード(ＳＣＡＴ)について」，東芝エネルギーシステムズ株式会社，TLR-093，日立ＧＥニ

ュークリア・エナジー株式会社，HLR-122，平成 30年５月 

39



補 15-3 

図１ 中性子束，平均表面熱流束，炉心流量の推移（事象発生から 300秒後まで） 

図２ 原子炉蒸気流量，給水流量の推移（事象発生から 300秒後まで） 
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図３ 原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系の流量の推移 

（事象発生から 300秒後まで） 

図４ 原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド外水位），逃がし安全弁流量の推移 

（事象発生から 300秒後まで）

１． 原子炉隔離時冷却系流量（％） 

２． 高圧炉心スプレイ系流量（％） 
※ 

※100％は定格給水流量 

(4.74×103t/h)を示す。 
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図６ 中性子束の推移（事象発生から 50分後まで） 

図７ 炉心流量の推移（事象発生から 50分後まで） 
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図８ 原子炉蒸気流量，給水流量の推移（事象発生から 50分後まで） 

図９ 原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系の流量の推移 

（事象発生から 50分後まで） 

１．原子炉隔離時冷却系流量（％） 

２．高圧炉心スプレイ系流量（％） 
※ 

※100％は定格給水流量 

(4.74×103t/h)を示す。 
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図 10 原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド外水位）の推移 

（事象発生から 50分後まで） 

図 11 原子炉水位（シュラウド外水位）の推移（事象発生から 50分後まで） 
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図 12 サプレッション・プール水温度，格納容器圧力の推移 

（事象発生から 50分後まで） 
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16．給水流量をランアウト流量（68％）で評価することの妥当性 

今回の申請において示した解析ケースでは，給水流量をランアウト流量（68％）

で評価しているが，原子炉圧力が高い場合，給水流量は 68％以下となることが考

えられる。この場合，復水器ホットウェル水位低による給水・復水系停止までの

時間が長くなり，評価結果に影響を与える可能性がある。以下に，現状の解析条

件の妥当性について示す。 

給水流量は，原子炉圧力が高くなることにより減少する傾向であるが，次のと

おり，原子炉停止機能喪失解析において 68％を設定していることは有効性評価の

目的に照らして妥当であると判断している。 

給水流量を 68％よりも少なく設定した場合には，復水器ホットウェル水位低に

よる給水・復水系停止までの時間は長くなる。一方で，給水流量が少ない場合は，

炉心入口サブクール度変化が小さくなり出力上昇が抑制される傾向となるため，

燃料被覆管温度はより低下すると考えられる。同様に，原子炉から発生する蒸気

量が低下するため，サプレッション・プール水温度や圧力上昇は抑制される。 

給水流量が少なくなり，給水・復水系停止までの時間が長くなったとしても，

出力が抑制されることになるため，解析結果としては給水流量 68％の場合と同程

度になり，評価項目となるパラメータに与える影響は小さいと考えられる。 

なお，給水流量 68％は，添付書類十の過渡解析における「給水制御系の故障」

の最大給水流量条件として，炉心入口サブクール度の増加による出力上昇を大き

めにすることにより解析結果を厳しくする観点から設定されている値である。 
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23．最長許容炉心露出時間及び原子炉水位不明時の対応について 

1.「最長許容炉心露出時間」

最長許容炉心露出時間は，原子炉停止後の経過時間に依存した曲線であり，原

子炉注水により燃料棒有効長頂部（TAF）回復を確認した場合は，燃料棒有効長

頂部（TAF）以下継続時間を測定し，第１図を用いて，禁止領域（炉心損傷の可

能性がある領域）に入っているかを確認する。 

第１図 原子炉停止後時間に対する最長許容炉心露出時間 

2.原子炉水位不明時の概要

重大事故等対処設備とする原子炉水位は，原子炉水位（広帯域），原子炉水位

（燃料域）及び原子炉水位（ＳＡ）があり，それぞれの計測範囲で原子炉圧力容

器内の水位を確認する。 

(1)水位不明判断条件

原子炉水位不明は以下により確認する。 

ａ．原子炉水位の電源が喪失した場合 

ｂ．原子炉水位の指示に「ばらつき」があり，原子炉水位が燃料棒有効 

長頂部以上であることが判定できない場合 

ｃ．ドライウェル雰囲気温度が，原子炉圧力に対する飽和温度に達した 

場合（事故時操作要領書（徴候ベース）の中で定める水位不明判断 

曲線で水位不明領域に入った場合） 

ｄ．凝縮槽液相部温度と気相部温度がほぼ一致し，有意な差が認められ 

ない場合 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

53



補 23-2 

第２図 水位不明判断曲線 

(2)格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」における水位不明時の対応について

有効性評価の格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）」で想定される事故シーケンスでは，原子炉冷却材喪失

（大破断ＬＯＣＡ発生）により，第２図に示す水位不明領域となるため，運転

員は水位不明を判断する。水位不明を判断した場合，原子炉水位Ｌ０まで冠水

させるために必要な水量を注水し，その後，崩壊熱による蒸発量相当の注水量

に流量調整することで，損傷炉心の冷却を維持することとする。 

(3)炉心損傷後における水位不明判断時の対応手順について

上記のとおり，炉心損傷後の対応手順として，水位不明を判断し外部水源に

期待した原子炉注水を実施する場合には，手順に従い，原子炉水位Ｌ０まで水

位回復させるために約 230m3/hで 30分継続して注水する。原子炉水位Ｌ０到達

後に崩壊熱による蒸発量相当の注水量よりも多い注水量で注水する場合には，

原子炉に持ち込んだ水がＬＯＣＡ破断口から格納容器へ流出しサプレッショ

ン・プール水位の上昇につながるため，格納容器フィルタベント系による格納

容器除熱の開始時間が早まる。そのため，原子炉水位Ｌ０到達までに必要な注

水時間の注水を実施した後は，格納容器フィルタベント系による格納容器除熱

を可能な限り遅延させ環境への影響を低減させるため，崩壊熱による蒸発量相

当の注水量とする。 

なお，残留熱代替除去系の起動等によりサプレッション・チェンバを水源と

した原子炉注水に切り替える場合には，崩壊熱による蒸発量相当の注水量には

変更せず，所定の流量での注水を継続する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(4)水位不明判断時の原子炉水位の推定手段について

上記のとおり，水位不明と判断した場合，原子炉注水流量及び必要な注水時

間により，原子炉水位Ｌ０位置までの水位回復を判断する。 

その後，原子炉水位をＬ０以上で維持するためには，崩壊熱による蒸発量相

当の注水量以上での注水の継続及び原子炉圧力容器下部が健全であることが必

要となる。仮に原子炉圧力容器下部からの漏えいにより，原子炉水位をＬ０以

上に維持できない場合は，サプレッション・プール水位の顕著な上昇がなく，

原子炉圧力容器表面温度が上昇すると考えられるため，以下のパラメータによ

って損傷炉心の冷却維持を判断することとする。 

・崩壊熱相当の注水量以上で原子炉注水を継続していること

・サプレッション・プール水位が顕著に上昇していること

・原子炉圧力容器表面温度が過熱状態にないこと

残留熱代替除去系等のサプレッション・チェンバを水源とした注水手段を確

保できる場合には，崩壊熱相当及び漏えいを補う注水量以上で注水を継続する

ことで，原子炉圧力容器下部からの漏えいが生じている場合でも，サプレッシ

ョン・プールの水位上昇を防止しつつ損傷炉心の冷却維持を図る。 

一方，残留熱代替除去系が使用できない場合において，原子炉圧力容器下部

からの漏えいが生じている場合等には，原子炉水位Ｌ０到達の判断後に原子炉

注水を崩壊熱による蒸発量相当の注水量とすると，原子炉水位が低下し損傷炉

心の冷却維持ができない可能性がある。この場合，その後の事象進展により炉

心下部プレナムへ溶融炉心が移行することになるが，原子炉圧力容器下鏡温度

が 300℃に到達した時点で，損傷炉心の冷却失敗を判断し，原子炉圧力容器破

損に備えた対応を実施することとする。 

上記のとおり，崩壊熱による蒸発量相当の注水量に調整した場合，損傷炉心

の冷却維持ができず，いずれは原子炉圧力容器の破損に至る可能性があるが，

崩壊熱による蒸発量相当の注水量に調整しない場合（流量低下しない場合）に

おいても，いずれはサプレッション・プール水位の上昇により格納容器フィル

タベント系による格納容器除熱操作を実施することとなり，サプレッション・

チェンバからのベントライン水没防止のために原子炉注水を崩壊熱による蒸発

量相当の注水量に減少させる必要があり，その後，原子炉圧力容器の破損に至

ることになる。 

そのため，原子炉圧力容器表面温度の上昇等により，損傷炉心の冷却失敗の

兆候を確認した場合には，原子炉注水流量を増加させることはせず，原子炉水

位Ｌ０到達を判断した時点で崩壊熱による蒸発量相当の注水量に変更すること

により，サプレッション・プール水位上昇を抑制し，格納容器フィルタベント

系による格納容器除熱操作の実施を可能な限り遅延させることとする。したが

って，破断位置等の違いによる注水手順の差異は生じない。 

上記の原子炉水位不明時における原子炉水位の推定手段について第１表に示

す。なお，流量計指示が正常な状況で崩壊熱による蒸発量相当の注水が失敗し
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ている場合には，流量計下流での注水配管の破断による漏えいが考えられるが，

その場合に有意な変化を示すと考えられるパラメータを第２表に示す。格納容

器スプレイの実施によりドライウェル雰囲気温度・圧力の上昇が継続しない等，

状況によっては正確な判断が難しい場合が存在するが，第２表に記載の場合は

注水失敗の傾向を判断することが可能と考えられる。ただし，注水が失敗して

いる傾向を確認した場合においても崩壊熱による蒸発量相当の注水を継続し，

最終的には原子炉圧力容器表面温度が 300℃に到達した時点で注水不可を判断

することとする。 
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第１表 原子炉水位不明時における原子炉水位の推定手段 

推定事項 判断パラメータ 

原子炉水位Ｌ０までの水位回復判断 原子炉注水量と必要注水時間 

損傷炉心の冷却維持判断 

（原子炉水位Ｌ０以上の水位維持） 

原子炉水位Ｌ０到達判断後，以下を満たす

ことで損傷炉心の冷却維持を判断する。 

・原子炉注水流量：崩壊熱による蒸発量

相当の注水量の確保 

損傷炉心の冷却失敗判断 

（原子炉水位Ｌ０以下に低下，炉心

損傷の進展） 

原子炉圧力容器温度（下鏡部）：300℃到達 

第２表 パラメータ推移 

漏えい箇所 パラメータ推移 

原子炉建物内で 

漏えいしている場合 

・原子炉建物内の漏えい検知設備の作動により，注水系

統からの漏えいを判断可能な場合がある

・原子炉圧力容器内に崩壊熱による蒸発量相当の注水が

できていない場合，発生した蒸気が炉心部で過熱さ

れ，過熱蒸気として格納容器内に流出するため，格納

容器スプレイを実施していない場合においては，ドラ

イウェル雰囲気温度・圧力の上昇が継続する可能性が

ある 

・低圧原子炉代替注水ポンプの吐出圧力低下や代替注水

流量（常設）の流量増加によって漏えいを判断可能な

場合がある 

格納容器内で 

漏えいしている場合 

・原子炉へ注入する冷却水がドライウェルからベント管

を通じてサプレッション・チェンバに移行すること

で，サプレッション・プール水位が上昇する可能性が

ある 

・原子炉圧力容器内に崩壊熱による蒸発量相当の注水が

できていない場合，発生した蒸気が炉心部で過熱さ

れ，過熱蒸気として格納容器内に流出するため，格納

容器スプレイを実施していない場合においては，ドラ

イウェル雰囲気温度・圧力の上昇が継続する可能性が

ある 

・低圧原子炉代替注水ポンプの吐出圧力低下や代替注水

流量（常設）の流量増加によって漏えいを判断可能な

場合がある 
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24. 原子炉水位及びインターロックの概要

原子炉圧力容器水位計装説明図を図１に示す。 

図１ 原子炉圧力容器水位計装説明図 

原子炉水位 基準水位からの水位 主な水位信号の機能 

Ｌ８（レベル８） 132cm 上 原子炉隔離時冷却系トリップ 

Ｌ３（レベル３） 16cm上 原子炉スクラム 

Ｌ２（レベル２） 112cm 下 
主蒸気隔離弁閉 

原子炉隔離時冷却系起動 

Ｌ１Ｈ（レベル１Ｈ） 261cm 下 高圧炉心スプレイ系起動 

Ｌ１（レベル１） 381cm 下 
低圧炉心スプレイ系起動 

低圧注水系起動 

ＴＡＦ 427cm 下 燃料棒有効長頂部 
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28．ＡＤＳ自動起動阻止操作の失敗による評価結果への影響（参考評価） 

１．はじめに 

自動減圧系は,格納容器圧力高(13.7kPa[gage])信号及び原子炉水位低(レベ

ル１)信号の発生から 120秒の時間遅れ後に作動する。

自動減圧系の作動によって急激に原子炉が減圧された場合，高圧炉心スプレ

イ系，低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水系）により，炉心に大

量の低温水が注入される。これは，制御棒等による未臨界が確保されていない

原子炉に対しては，炉心のボイドの急激な潰れに伴う急激な出力上昇をもたら

すこととなる。 

この急激な出力上昇を防ぐために，原子炉スクラム失敗時には自動減圧系の

自動起動を阻止するためのスイッチを設けるとともに，手順書を整備し，継続

的な訓練を実施している。これを考慮し，「原子炉停止機能喪失」の有効性評価

では，運転員による自動減圧系の自動起動を阻止する操作に期待している。こ

こでは，自動減圧系の自動起動阻止操作に失敗した場合の影響を確認するため，

ＴＲＡＣＧ（ＲＥＤＹでは減圧挙動※１を取り扱うことができないため）を用い

て感度解析を実施した。なお，ＴＲＡＣＧコードはＲＥＤＹコードで取り扱う

ことができない中性子束振動現象を評価し，評価結果を参照するために用いた

コードである。本評価はこの目的に照らして実施したものではないため，本評

価はあくまで参考評価の位置付けである。 

２．評価条件 

 本評価における事象想定は，初期炉心流量を 85％とすること，自動減圧系の

自動起動阻止操作失敗を想定すること以外は，有効性評価と同じである。 

３．評価結果 

評価結果を図１から図７に示す。評価結果のまとめを表１に示す。また，参

考までに「反応度投入事象に関する評価指針」に照らした評価結果を表２に示

す。※２ 

事象発生から約 8.4分後に原子炉水位が原子炉水位低（レベル１）に到達し，

それから 120秒後の事象発生から 10.4分後に自動減圧系が作動する。自動減圧

系が作動することにより，高圧炉心スプレイ系流量が増加する。その後，更に

原子炉は減圧され，事象発生から約 14.2 分後に低圧炉心スプレイ系，約 15.0

分後から低圧注水系による注水が始まる。低圧炉心スプレイ系，低圧注水系に

よる注水により炉内のボイド率が低下し，正の反応度が投入されることにより

原子炉出力は上昇する。しかしながら，ボイド及びドップラフィードバックに

よる出力抑制，原子炉圧力上昇による低圧炉心スプレイ系，低圧注水系停止に

より原子炉出力は低下する。このときの急激な出力上昇により燃料被覆管温度
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は最大 1,015℃まで上昇する結果となる。また，この過程における全反応度の

最大値は約 1.02＄である。 

※１：低圧状態における修正Ｓｈｕｍｗａｙ相関式の適用性

ＴＲＡＣＧに組み込まれているリウェット相関式である，修正Ｓｈｕｍｗ 

ａｙ相関式は，試験データベースの圧力範囲が 0.4～9 MPaとされている（Ｔ 

ＲＡＣＧ Ｍｏｄｅｌ Ｄｅｓｃｒｉｐｔｉｏｎ (NEDO-32176) 6.6.7章参 

照)。よって，修正Ｓｈｕｍｗａｙ相関式は，ＡＤＳ自動起動阻止失敗時 

に原子炉圧力が減圧された低圧状態(0.5～0.6MPa程度)においても適用可 

能とされており，かつ，最小安定膜沸騰温度を保守側(低め)に予測する。 

※２：「反応度投入事象に関する評価指針」で示される判断基準（燃料エンタルピ）

は，室温・大気圧・自然対流の冷却水中における単一の標準燃料に対する

ＮＳＲＲ実験に基づくものであり，今回のような運転中でかつ急速な減圧

に伴い反応度が投入される事象とは想定している事象が大きく異なるが，

投入される反応度の大きさを把握するために参考として示すものである。 
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表 1 ＡＤＳ自動起動阻止操作の失敗を考慮した場合の評価項目への影響 

項目 
解析結果 

(ＴＲＡＣＧ） 
判断基準 

自動減圧系の自動起動を 

阻止する操作 
失敗 － 

燃料被覆管最高温度（℃） 約 1,015 1,200℃以下 

燃料被覆管の酸化量（％） 
－ 

（評価せず） 
15％以下 

原子炉冷却材圧力バウンダリに 

かかる圧力の最大値（MPa[gage]） 
約 8.54 

10.34MPa[gage]（最高使用

圧力 1.2倍）未満 

原子炉格納容器バウンダリに 

かかる圧力の最大値（kPa[gage]） 
約 161※３ 

853kPa[gage]（限界圧力）

未満 

原子炉格納容器バウンダリにかか

る温度の最大値（サプレッショ

ン・プール水温度）（℃）

約 109※３ 200℃（限界温度）未満 

※３：1200秒時点での値

表２ 「反応度投入事象に関する評価指針」に照らした評価結果 

項目 
解析結果 

(ＴＲＡＣＧ） 
判断基準 

燃料エンタルビ（cal/g・UO2） 115※４ 230※５ 

※４：ＡＤＳ作動後における出力上昇時の最大値

※５：燃料エンタルピの最大値
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図１ 中性子束，炉心流量の時間変化（事象発生から 1200秒まで） 

0

50

100

150

200

0 200 400 600 800 1000 1200

事 故 後 の 時 間（ｓ）

1

2

1

1. 原子炉蒸気流量（％）

2. 給水流量（％）

図２ 原子炉蒸気流量，給水流量の時間変化（事象発生から 1200秒まで） 
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図３ 原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド外水位）の時間変化 

（事象発生から 1200秒まで） 
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図４ 原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系の流量の時間変化 

（事象発生から 1200秒まで） 

1.原子炉隔離時冷却系（％）

2.高圧炉心スプレイ系（％）
※ 

※100％は定格給水流量 

(4.74×103t/h)を示す。 
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図５ 低圧炉心スプレイ系，低圧注水系の流量の時間変化 

（事象発生から 1200秒まで） 
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図６ 燃料被覆管温度の時間変化（事象発生から 1200秒まで） 
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※100％は定格給水流量 

(4.74×103t/h)を示す。 
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図７ サプレッション・プール水温度，格納容器圧力の時間変化 

（事象発生から 1200秒まで） 
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32．原子炉減圧に関する各種対策及び逃がし安全弁(ＳＲＶ)の耐環境性能向上に 

向けた今後の取り組みについて 
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【資料１】 

補 32-2 

46-10 その他設備

島根原子力発電所２号炉 

重大事故等対処設備について（補足説明資料）抜粋 
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以下に，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための自主対策設備の概要を

示す。 

（１）タービンバイパス弁

主蒸気隔離弁が全開状態であり，かつ常用電源が健全で，復水器真空が維持

できている場合に，タービンバイパス弁を開操作することで原子炉冷却材圧力

バウンダリを減圧する。 

図１ タービンバイパス弁による減圧 概略系統図 

（２）直流給電車

 直流給電車は，高圧発電機車の交流電源を整流することにより，直流電源

を供給することができ，115V-Ｂ系の直流母線に接続することで，逃がし安

全弁の機能を回復させて原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧する。 

単線結線図について，補足説明資料 46-2-2,3 に示す。 
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（３）逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備

 逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備は，窒素ガス供給系が機能喪失した場

合においても，逃がし安全弁の開操作を可能とし，原子炉冷却材圧力バウン

ダリの減圧操作が行えるよう，窒素ガス供給を行うことができる。 

 本系統は，窒素ガスボンベ，減圧弁等により構成する。また，窒素ガスは，

逃がし安全弁のうち自動減圧機能がない２個へ供給される。 

 なお，本系統は，既設の窒素ガス供給系とは別に，窒素ガスボンベを配備

する。 

 本系統は，電磁弁操作を必要とせず，窒素ガス供給系が機能喪失した場合

に，自動減圧機能がない２個（RV202-1A，1J）へ，窒素ガスボンベの窒素ガ

スを減圧し，供給を行う。また，設置する設備はすべて現場手動操作を行う

ものとし，電源に依存しないものとする。 

図２ 逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による減圧 概略系統図 
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（４）主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）

 常設直流電源及び主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）の電源供給または

ＳＲＶ用電源切替盤を用いた可搬型直流電源設備による電源供給が不可能となり

逃がし安全弁を解放できない場合において，主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子

炉建物）を中継端子箱に接続し，逃がし安全弁（RV202-1B,1M）を解放することに

より原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧する。 

図３ 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）接続による減圧 概略系統図 
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図４ 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物） 配置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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参考資料 

逃がし安全弁の機能について 

逃がし安全弁は，以下の３つの機能を有する。 

（１）逃がし弁機能

本機能における逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度

の圧力上昇を抑えるため，原子炉圧力高の信号によりアクチュエータの

ピストンを駆動して強制的に開放する。12 個の逃がし安全弁は，すべて

この機能を有している。 

（２）安全弁機能

本機能における逃がし安全弁は，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度

の圧力上昇を抑えるため，逃がし弁機能のバック・アップとして，圧力

の上昇に伴いスプリングに打ち勝って自動開放されることにより，原子

炉冷却材圧力バウンダリの最も過酷な圧力変化の場合にも原子炉圧力が

最高使用圧力の 1.1 倍を超えないように設計されている。12 個の逃がし

安全弁は，すべてこの機能を有している。 

（３）自動減圧機能

自動減圧機能は，非常用炉心冷却系の一部であり，原子炉冷却水位低

と格納容器圧力高の同時信号により，ピストンを駆動して逃がし安全弁

を強制的に開放し，中小破断事故時に原子炉圧力を速やかに低下させて，

低圧炉心スプレイ系，低圧注水系の早期の注水を促す。12 個の逃がし安

全弁のうち，６個がこの機能を有している。 
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図５ 逃がし安全弁構造図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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逃がし安全弁動作時の機構 

ＡＤＳ作動信号 

（自動減圧機能） （逃がし弁機能） 

ＡＤＳ機能用電磁弁励磁 

（直列―２重化） 

逃がし弁作動信号 

（原子炉圧力高） 

逃がし弁機能用 

電磁弁励磁 

アキュムレータの窒素圧力がシリンダ内のピストンに供給される

ピストンとピストンロッドが上昇し，レバーが動作する 

安全弁本体のスプリング力に打ち勝ち，弁棒をリフトする 

弁体が蒸気圧力（原子炉圧力）によって持ち上げられる 

（安全弁機能） 

逃がし弁機能のバック・アップとして，蒸気圧力（原子炉圧力）の

上昇に伴いスプリング力に打ち勝って自動開放される。 

74



【資料２】 

補 32-10 

ＳＲＶの耐環境性能向上に向けた取り組みについて 

１．概要 

 ＳＲＶの耐環境性向上対策は，更なる安全性向上対策として設置を進めて

いる逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備に対して，ＳＲＶ駆動源である高圧

窒素ガスの流路となる「ＳＲＶ用電磁弁」及び「ＳＲＶシリンダ」に対して

シール材の改良を実施するものとする。

 逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備は，逃がし安全弁窒素ガス供給系と独立し

た窒素ガスボンベ，自圧式切替弁及び配管・弁類から構成し，ＳＲＶ用電磁弁の

排気ポートに窒素ガスボンベの窒素ガスを供給することにより，電磁弁操作を不

要としたＳＲＶ開操作が可能な設計とする。 

 ここで，自圧式切替弁をＳＲＶ用電磁弁の排気ポートと逃がし安全弁窒素

ガス代替供給設備供給設備の接続部に設置し，以下の（１）通常運転時，（２）

逃がし安全弁窒素ガス供給系によるＳＲＶ動作時，（３）逃がし安全弁窒素

ガス代替供給設備によるＳＲＶ動作時に示すとおりの切替操作が可能な設計

とする。 

（１）通常運転時（ＳＲＶ待機時）

自圧式切替弁は，弁体が逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備の窒素ガ

スボンベ側を閉止し排気ポート側を原子炉格納容器内に開放すること

で，ＳＲＶピストンが閉動作するときの排気流路を確保する。 

（２）逃がし安全弁窒素ガス供給系によるＳＲＶ動作時

自圧式切替弁は，排気ポート側を開放しており，ＳＲＶ閉動作時のピ

ストンからの排気を原子炉格納容器へ排気するための流路を確保する。 

（３）逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備によるＳＲＶ動作時

自圧式切替弁は，逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備の窒素ガスボン

ベ圧力によりバネ及び弁体を押し上げられることにより排気ポートを

閉止し，逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備の窒素ガスボンベからＳＲ

Ｖピストンまでの流路を確保する。 

また，自圧式切替弁の弁体シール部は全て，無機物である膨張黒鉛シート

を使用しており，重大事故等時の高温蒸気や高放射線量の影響によりシ

ール性が低下することがない設計としている。 

 本系統は，ＡＤＳ機能がない２個へ，逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備

の窒素ガスボンベの窒素ガスの供給を行う設計とする。 

 ここで，逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備の系統概要図を図１に，ＳＲ

Ｖ本体に対する電磁弁及び自圧式切替弁の配置図を図２に，自圧式切替弁の

構造図を図３に，自圧式切替弁及び電磁弁の動作概要図を図４に示す。 
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図１ 逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備 系統概要図 
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図２ ＳＲＶ本体に対する電磁弁及び自圧式切替弁の配置図 

図３ 自圧式切替弁 構造図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図４ 自圧式切替弁及び電磁弁 動作概要図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

78



補 32-14 

２．ＳＲＶ用電磁弁の耐環境性能試験結果並びに今後の方針について 

（１）試験目的

  ＳＲＶの機能向上させるための更なる安全対策として，逃がし安全弁窒

素ガス供給系及び逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備により高圧窒素ガ

スを供給する際に流路となるバウンダリについて，電磁弁の作動性能に影

響を与えないシール部を，従来のフッ素ゴムより高温耐性が優れた改良Ｅ

ＰＤＭ材に変更し，高温蒸気環境下におけるシール性能を試験により確認

する。 

（２）試験体概要

  試験体であるＳＲＶ用電磁弁の概要並びに改良ＥＰＤＭ材の採用箇所

を図５に示す。 

図５ 改良ＥＰＤＭ材を採用したＳＲＶ用電磁弁概要図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（３）試験手順及び項目

  本試験で実施する試験項目を図６に示す。 

 

 

 

 

 

図６ 試験手順及び項目 

※１シール性確認の判定基準

・排気(ＥＸＨ)ポート側圧力に供給(ＳＵＰ) ポート側圧力の漏えいが認

められないこと。

・無励磁時の漏えい量は目標として 以下であること。

初期機能試験 

蒸気曝露試験（シール性能確認※1） 

事故時放射線照射処理 

熱・放射線同時劣化処理 

加圧劣化処理 

機械劣化処理 

振動劣化処理 

劣化処理後の機能試験 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（４）蒸気曝露試験装置概要及び蒸気曝露試験条件

本試験で使用する蒸気曝露試験装置の概要を図７に示す。また，重大

事故環境試験条件を表１及び蒸気曝露試験条件を図８に示す。 

図７ 蒸気曝露試験装置の概要 

表１ 重大事故環境試験条件 

項目 条件 

時間(経過) 0～168時間 168～175時間 

圧力(kPa[gage]) 710 854 

温度(℃) 171 178 

雰囲気 蒸気 蒸気 

放射線量(MGy)  ※１

※１：事象発生から 7日間の累積放射線量を示す。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図８ 蒸気曝露試験条件 

（５）蒸気曝露試験並びに分解調査結果

  蒸気曝露試験の結果，蒸気曝露試験中において漏えいが確認されること

はなく，分解調査の結果，僅かな変形，軟化が確認されたものの，従来の

設計基準事故環境下に比べ高温蒸気に対して，より長時間（図８参照）に

わたって，ＳＲＶ駆動部(シリンダ)へ窒素ガスを供給する経路のシール性

能が発揮され耐環境性が向上していることを確認した。 

  蒸気曝露試験後のＳＲＶ用電磁弁を分解し，主弁，ピストン弁シート部

及び主弁シート部Ｕパッキン(図５参照)シール部分について，健全品との

比較調査を行った。表２にシール部分の分解調査結果(主弁シート部シー

ル部分及び主弁シート部Ｕパッキンシール部分)を示す。

外観及び寸法確認の結果，主弁シート部シール部分については，シート

部が軟化してシール部分の凹部の変形が確認されたが僅かなものであっ

た。また，従来のフッ素ゴム材を使用する主弁シート部Ｕパッキンについ

ても変形が確認されたが僅かなものであった。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表２ シール部分の分解調査結果 

（主弁シート部シール部分及び主弁シート部Ｕパッキンシール部分） 

（６）今後の方針

ＳＲＶ駆動部（シリンダ）へ窒素ガスを供給する経路のシール性能が

発揮されていることが確認されたことから，ＳＲＶの機能向上させるた

めの更なる安全性向上対策として，全てのＳＲＶ用電磁弁について改良

ＥＰＤＭ材を採用した電磁弁に交換する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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３．ＳＲＶシリンダ改良の進捗及び今後の方針について 

（１）設計方針

ＳＲＶシリンダのシール部においては，熱によって損傷する恐れがあ

ることから，高温蒸気環境下におけるシール性能を向上させることを目

的として，シリンダピストンの作動に影響を与えないシール部（シリン

ダＯリング）を，従来のフッ素ゴムより高温耐性が優れた改良ＥＰＤＭ

材に変更する予定である。 

また，従来のフッ素ゴム材を使用するピストンの摺動部においては，

ピストン全開動作時に，フッ素ゴム材のシート部（ピストンＯリング）

の外側に改良ＥＰＤＭ材のシート部（バックシートＯリング）を設置す

ることにより，ピストンＯリングが機能喪失した場合においてもバック

シートによりシール機能を維持することが可能となる改良を実施する

予定である。 

ここで，既設シリンダの概要図を図９に，改良シリンダの概要図を図

10 に示す。 

なお，改良シリンダに対しては，シリンダ単体試験，ＳＲＶ組合せ試

験を実施するとともに，高温蒸気環境下におけるシリンダ漏えい試験を

実施している。 
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図９ 既設シリンダ概要図 

図 10 改良シリンダ 概要図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（２）健全性確認試験

改良シリンダの健全性確認試験として，放射線劣化試験後（放射線

量：約  MGy），下記の表３に示すシリンダ単体試験，ＳＲＶ組合

せ試験及び蒸気曝露試験を実施し，ＳＲＶ動作に対して影響がないこと

の確認を実施した。 

表３ 改良シリンダの健全性確認試験内容 

確認項目 判定基準 結果 

シリンダ

単体試験 

駆動部作

動試験 

円滑に作動すること 
良 

駆動部漏

えい試験 

漏えいがないこと 

良 

ＳＲＶ組

合せ試験 

最小作動

圧確認試

験 

全開操作可能なこと 

良※1 

逃がし弁

機能試験 

アキュムレータ容量

（  L）で全開作動

すること 

回全開操作※2 可能な

こと 

入力信号から 秒以

内※2 に全開動作可能な

こと 

良 

蒸気曝露

試験 

開保持確

認 

168 時間連続開保持可

能なこと 
良 

※１:最小作動圧力  MPa で動作可能なことを確認 

※２:設計基準事故対処設備のＥＣＣＳ機能(ＡＤＳ機能)としての系統設計

要求事項 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 11 蒸気曝露試験装置の概要 

（３）今後の方針

①耐ＳＡ環境性の向上

逃がし窒素ガス代替供給設備においては，ＳＲＶ用電磁弁が機能喪失

した場合においても，ＳＲＶ用電磁弁の排気ポートから窒素ガスを供給

することにより，ＳＲＶ全開操作が可能な設計としていることから，改

良シリンダの耐ＳＡ環境性の目標として原子炉格納容器の限界温度・圧

力（200℃，0.853MPa[gage]）を目指す設計とする。 

②ＤＢ機能に対する影響評価

ＳＲＶシリンダの改良は，ＤＢＡ時のＳＲＶ動作に影響を与える変更
※１となることから，今後，信頼性確認試験※２を実施し，プラント運転

に影響を与えないことを確認する予定である。

※１：改良シリンダは，ＳＲＶ本体に接続するシリンダ摺動部となる

ピストン寸法及び重量が増加する 

※２：信頼性確認試験の項目は機械劣化試験，放射線劣化試験，熱劣

化試験，加振試験，耐震試験，水力学的動荷重試験，事故時放

射線試験，蒸気曝露環境試験及び作動試験等となる 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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③スケジュール

改良シリンダ導入の今後のスケジュールとしては，ＳＲＶ本体及び

試験治工具の制作がクリチカルとなり，信頼性確認試験および 200℃，

2Pd の耐環境試験を約１年半を目途に進めていく予定である。 
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４．シール材の健全性について 

ＳＲＶ用電磁弁及びＳＲＶシリンダのシール材をフッ素ゴムから改良

ＥＰＤＭへ変更することにより，シール機能の耐環境性向上について下記

のとおり示す。 

①フッ素ゴム及び改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久ひずみ試験について

フッ素ゴム及び改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久ひずみ試験結果の

比較を表４に示す。 

表４の試験結果は，ＳＲＶが設置されている原子炉格納容器内における

事故後７日間の累積放射線量を上回る 800kGy を照射し，原子炉格納容器

限界温度である 200℃以上の環境に曝露した後，フッ素ゴム及び改良ＥＰ

ＤＭ製シール材の圧縮永久ひずみを測定した結果を示している。その結果，

フッ素ゴムは 800kGy，乾熱，200℃の環境に３日間（72h）曝露されるこ

とで圧縮永久ひずみが   に劣化することが予想されるのに対し

て，改良ＥＰＤＭ製シール材は 800kGy，乾熱/蒸気，200℃の環境に７日

間(168h)曝露されても圧縮永久ひずみは最大  であることが確

認できている。本結果が示すとおり，改良ＥＰＤＭ製シール材はフッ素ゴ

ムより耐環境性が十分高いことが確認できるため，シール機能の耐環境性

向上が達成できると考えている。 

表４ シール材の圧縮永久ひずみ試験結果 

材質 
放射線 

累積照射量 
ガス性状 温度 

圧縮永久ひずみ試験※ 

24h 72h 168h 

フッ素ゴム 800kGy 乾熱 200℃ 

改良ＥＰＤＭ 800kGy 乾熱 200℃ 

改良ＥＰＤＭ 800kGy 乾熱 250℃ 

改良ＥＰＤＭ 800kGy 蒸気 200℃ 

改良ＥＰＤＭ 800kGy 蒸気 250℃ 

※圧縮永久ひずみ試験とは，所定の圧縮率をかけ変形させた後，開放時の戻り量を評価するものである。完全

に元の形状に戻った場合を０％，全く復元せず完全に圧縮された状態を 100％としている。圧縮永久ひずみ

試験結果が低い程，シール材の復元量が確保されていることを意味しており，シール機能は健全であること

を示している。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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②改良ＥＰＤＭ製シール材の性能確認試験について

上記の①で示すシール材特性試験に加え，改良ＥＰＤＭ製シール材のシ

ール機能を確認するために，小型フランジ試験装置を用いて事故環境下に

曝露させ，性能確認試験を実施している。本試験は原子炉格納容器内にお

ける事故後７日間の累積放射線量の目安である 800kGy，格納容器限界温

度である 200℃と余裕を見た 250℃の環境に７日間(168h)曝露した試験体

に対して He気密性能確認試験を実施し，格納容器限界圧力 2Pd(0.853MPa)

を超える  MPa 加圧時において漏えいがないことを確認した。

なお，改良ＥＰＤＭ製シール材の試験の詳細を別紙-1「改良ＥＰＤＭシ

ール材の試験について」で示す。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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改良ＥＰＤＭシール材の試験について 

 改良ＥＰＤＭシール材について，耐高温性，耐蒸気性を確認するために，

800kGy のガンマ線照射を行った材料を用いて，高温曝露又は蒸気曝露を行

った後，気密確認試験を実施して漏えいの有無を確認した。また，試験後の

外観観察，ＦＴ－ＩＲ分析及び硬さ測定を行い，曝露後のシール材の状況を

確認した。本試験に使用した試験治具寸法を図１，外観を図２に示す。シー

ル材の断面寸法は実機の１／２とし，内側の段差１mm に加えて外側からも

高温空気又は蒸気に曝露されるため，実機条件と比較して保守的な条件とな

ると想定される。試験の詳細と結果を以下に記載する。 

①高温曝露

熱処理炉を使用して 200℃，168h の高温曝露を実施した。 

②蒸気曝露

東京電力技術開発センター第二研究棟の蒸気用オートクレーブを使用して，

１MPa，250℃の蒸気環境下で 168時間曝露を実施した。蒸気用オートクレーブ

の系統図を図３に，試験体設置状況を図４に示す。

③He 機密確認試験

高温曝露及び蒸気曝露後の試験体について，He を用いて気密試験を実

施した。負荷圧力は 0.3MPa，0.65MPa，0.9MPa とし，スヌープでのリー

ク確認と，0.3MPa は保持時間 10 分，0.65MPa 及び 0.9MPa は保持時間 30

分で圧力降下の有無を確認した。また，0.8mm の隙間ゲージを用いて開

口変位を模擬した機密確認試験も実施した（実機 1.6mm 相当の変位）。

試験状況を図５，６に，試験結果を表 1 に示す。いずれの条件下でもリ

ーク及び圧力降下は認められなかった。 

④試験後外観観察

デジタルマイクロスコープを用いて He 気密確認試験後のシール材表

面を観察した。観察結果を図７に示す。シール材表面に割れ等の顕著な

劣化は認められなかった。 

図 1 試験治具寸法 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図２ 試験治具及びシール材外観 

図３ 蒸気用オートクレーブ系統図 

図４ 蒸気曝露試験体設置状況 

試験体 

蒸気試験用オートクレーブ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図５ He気密確認試験状況 図６ He気密試験時開口模擬（隙間ゲージ使用） 

表１ He 気密試験確認状況 

No. 曝露条件 
γ線照射

量 
変位 0.3MPa 0.65MPa 0.9MPa 

1 乾熱 200℃，168h 800kGy 
無し ○ ○ ○ 

0.8mm ○ ○ ○ 

2 
蒸気 1MPa，250℃， 

168h 
800kGy 

無し ○ ○ ○ 

0.8mm ○ ○ ○ 

3 
蒸気 1MPa， 250℃， 

168h 
800kGy 

無し ○ ○ ○ 

0.8mm ○ ○ ○ 

○：リーク及び圧力降下なし

図７ 試験後外観観察結果 

（a:乾熱 200℃，168h  b，c:蒸気 250℃，168h） 

曝露面 曝露面 曝露面 

シート面 シート面シート面

試験体 

ａ ｂ ｃ 
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⑤ＦＴ－ＩＲ分析

試験後のシール材のＦＴ－ＩＲ分析結果を図８，９に示す。ＦＴ－Ｉ

Ｒは赤外線が分子結合の振動や回転運動のエネルギーとして吸収され

ることを利用して，試料に赤外線を照射して透過又は反射した光量を測

定することにより分子構造や官能基の情報を取得可能である。高温曝露

中に空気が直接接触する位置（曝露面）では，ベースポリマーの骨格に

対応するピークが消失していたが，その他の分析位置，曝露条件では顕

著な劣化は認められなかった。 

図８ ＦＴ－ＩＲ分析結果（曝露面） 

図９ ＦＴ－ＩＲ分析結果（シート面） 
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⑥硬さ測定

試験後のシール材の硬さ測定結果を図 10 に示す。曝露面，シート面，

裏面，断面の硬さを測定した。曝露面において，乾熱 200℃，168h 条件

では酸化劣化によって硬さが顕著に上昇していた。その他の部位，条件

では，蒸気 250℃，168h 条件の曝露面で若干の軟化が確認された以外，

硬さは初期値近傍であり，顕著な劣化は確認されなかった。

図 10 硬さ測定結果 

以上の試験結果から，200℃，２Pd，168h の条件下では，改良ＥＰＤＭ

シール材を使用した場合は，圧力上昇時のフランジ部の開口を勘案しても

原子炉格納容器フランジ部の気密性は保たれると考えられる。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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41. 有効性評価解析条件の見直し等について

１．設置変更許可申請書（平成 25年 12月 25日付）からの解析条件等変更内容に

ついて 

島根原子力発電所２号炉の重大事故等対策の有効性評価において，当社及び

先行プラントの審査会合での議論や安全性向上の観点等を踏まえて評価条件等

を見直した。以下に，主要な変更内容とその理由を示す。 

（１）高圧注水・減圧機能喪失

格納容器除熱開始を原子炉への注水と同時としていたが，原子炉水位回復

後の原子炉水位制御（レベル３～レベル８）を踏まえ，原子炉注水による炉心

冠水確認後の操作として，原子炉水位高（レベル８）到達後に格納容器除熱を

行うよう変更した。 

また，原子炉を冷温停止状態に移行するまでの運転操作を踏まえ，サプレ

ッション・プール水温度静定後の残留熱除去系の運転モードの切り替え操作

（低圧注水モードから原子炉停止時冷却モード）を考慮することとした。 

変更前 変更後 

残留熱除去系による格

納容器除熱開始 

原子炉への注水開始時 原子炉水位高（レベル

８）到達時

残留熱除去系（原子炉停

止時冷却モード）による

原子炉冷却 

― 事象発生から 12時間後 

（２）全交流動力電源喪失

ａ．事故シーケンスの細分化 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」の重要事故シーケンスと

しては，長期 TBの１シーケンスのみの説明とし，全交流動力電源喪失時に

原子炉隔離時冷却系の機能喪失が重畳する事故シーケンス（TBU，TBD，TBP）

については，「高圧・低圧注水機能喪失」と同様の事象進展となる等として

いたが，対策が異なるため４シーケンスに細分化することとした。 

ｂ．24時間全交流動力電源喪失 

設置許可基準規則の解釈の「交流動力電源は 24時間使用できないものと

する。」の要求は，長期 TBのみ適用されるとして評価していたが，ガイドの

要求通り，TBU，TBD，TBPについても交流動力電源は 24時間使用できない

ものとして評価することとした。 
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（３）崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）

ａ．原子炉補機代替冷却系による負荷の見直し 

（ａ）負荷の追加（その１） 

中央制御室及び燃料プールの冷却機能も喪失することを想定し，原子炉補機

代替冷却系による負荷に中央制御室換気系及び燃料プール冷却系を追加した。 

変更前 変更後 

中央制御室冷却開始 ― 事象発生から８時間後 

燃料プール冷却開始 ― 事象発生から 24時間後 

（ｂ）負荷の追加（その２） 

 重大事故等対処設備の追加に伴う負荷の増加を踏まえ，原子炉補機代替冷 

却系による負荷に残留熱代替除去系及びＣＡＭＳ関連設備を追加した。 

変更前 変更後 

残留熱代替除去系 ― 事象発生から８時間後 

ＣＡＭＳ関連設備 ― 事象発生から８時間後 

ｂ．原子炉補機代替冷却系による負荷の見直しに伴う重大事故等対策の見直

し 

原子炉補機代替冷却系による負荷の見直しに伴い，原子炉補機代替冷却系

による想定負荷が多くなる接続先での重大事故等対策を考慮した評価に変

更した。 

変更前 変更後 

原子炉補機代替冷却系

の接続先 

原子炉建物西側 

接続口 

原子炉建物南側 

接続口 

原子炉注水 低圧炉心スプレイ系 
Ｃ－残留熱除去系（低圧

注水モード） 

格納容器除熱 

Ａ－残留熱除去系（サプ

レッション・プール水冷

却モード） 

Ｂ－残留熱除去系（サプ

レッション・プール水冷

却モード） 

（４）原子炉停止機能喪失

ａ．原子炉隔離時冷却系による注水の反映 

原子炉注水について，給水系，高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却

系により行われるが，このうち，原子炉隔離時冷却系による注水が炉内の体

積計算（マスバランス計算）に反映されていないことが分かったため，再解

析を実施した。 
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項  目 再解析後 当初申請 

燃料被覆管最高温度（℃） 約 799 約 799 

燃料被覆管の酸化量（％） １％以下 １％以下 

原子炉圧力（MPa[gage]） 約 8.68 約 8.68 

格納容器圧力（kPa[gage]） 約 167 約 118 

サプレッション・チェンバプール水温（℃） 約 110 約 99 

＊原子炉隔離時冷却系による注水開始は，事象発生の約 4.5分後からである

ことから，短期解析の炉心側パラメータ（燃料被覆管最高温度，燃料被覆管

の酸化量，原子炉圧力）には影響はない。原子炉隔離時冷却系による注水を

反映させることで，原子炉水位がわずかに高くなり，炉心流量が増加するこ

とにより，原子炉出力がわずかに高くなる。結果として格納容器側パラメー

タ（格納容器圧力，サプレッション・チェンバのプール水温）が高くなった。 

ｂ．燃料被覆管最高温度の評価位置の見直し 

燃料被覆管最高温度の評価位置をスペーサ直下から温度が最も高くなる

ノードに見直した。

項  目 見直し後 見直し前 

燃料被覆管最高温度（℃） 約 818 約 799 

評価位置 13ノード 
14ノード 

（第 4スペーサ位置） 

（５）ＬＯＣＡ時注水機能喪失

ａ．破断面積の事故条件の設定の見直し 

再循環ポンプ吸込側配管に対して，燃料被覆管温度の破裂発生防止が可能

な限界である破断面積を設定して有効性評価を実施していたが，評価上の操

作時間余裕を確認する観点から，燃料被覆管の破裂発生を防止可能な範囲で

事象進展の特徴を代表でき，かつ，５分程度の操作時間余裕が確保できる破

断面積に見直した。 

項  目 見直し後 見直し前 

破断面積（cm2） 約 3.1 約 4.6 

燃料被覆管最高温度（℃） 約 770 約 805 

ｂ．ＳＡＦＥＲ解析に用いる原子炉出力変化の入力値の見直し 

ＳＡＦＥＲ解析に用いる原子炉出力変化の入力値について適正化するた

め，ＲＥＤＹコードへの入力値のうち，再循環ポンプトリップ及び原子炉水

位低スクラム（レベル３）時間遅れの条件を見直し，ＳＡＦＥＲ解析を再実

施した。 

項  目 見直し後 見直し前 

燃料被覆管最高温度（℃） 約 779 約 770 
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（６）格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）

  ａ．破断箇所の事故条件の設定の見直し 

インターフェイスシステムＬＯＣＡの有効性評価では，保守的に低圧注水

系の注水配管の全周破断を想定した条件としていたが，低圧配管の過圧によ

り配管破断は生じないことが確認されたため，現実的な事故条件を想定する

こととし，低圧部の過圧により生じる可能性のある残留熱除去系熱交換器フ

ランジ部等からの漏えいを事故条件とすることとした。

ｂ．原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル（以下「ＢＯＰ」という）に

おける閉止装置設置等による流路面積の見直しの反映 

重大事故等対処設備である原子炉建物燃料取替階ＢＯＰは，インターフェ

イスシステムＬＯＣＡ発生時に開放し，原子炉棟内の圧力及び温度を低下

させるが，ＢＯＰ閉止装置設置等により流路面積が変更となることから，

それを考慮した解析に見直した。 

 なお，流路面積の見直しによって，原子炉棟内の環境改善（雰囲気温度，

湿度及び圧力の低下）が緩やかになることから，現場操作による破断箇所

隔離までの時間が変更となった。 

項  目 見直し後 見直し前 

ＢＯＰ流路面積 
約  m2 

（ＢＯＰ1.5個分） 

約  m2 

（ＢＯＰ３個分） 

破断箇所隔離の完了時間 事象発生 10時間後 事象発生６時間後 

ｃ．ＳＡＦＥＲ解析に用いる原子炉出力変化の入力値の見直し 

ＳＡＦＥＲ解析に用いる原子炉出力変化の入力値について適正化するた

め，ＲＥＤＹコードへの入力値のうち，再循環ポンプトリップ及び原子炉水

位低スクラム（レベル３）時間遅れの条件を見直し，ＳＡＦＥＲ解析を再実

施した。 

見直し後の解析結果について，原子炉水位の推移が変更となるが，見直し

後においても原子炉隔離時冷却系等による注水によって炉心の冠水は維持

されることから，有効性評価の評価項目に対する影響はない。 

項  目 見直し後 見直し前 

燃料被覆管最高温度（℃） 約 309（初期値） 約 309（初期値） 

（７）燃料プールにおける燃料損傷防止対策の有効性評価

ａ．燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水量の変更 

燃料プールスプレイ系の注水量として，常設スプレイヘッダを使用する場

合の配管圧損等を考慮した注水量である「120m3/h」を設定していたが，可

搬型スプレイノズルを使用する場合も踏まえ，ホース圧損等を考慮した注水

量である「48m3/h」に変更した。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ｂ．放射線の遮蔽の維持に必要な燃料プール水位の変更 

必要な遮蔽の目安とした線量率の設定を，緊急作業時における被ばく限度

（100mSv）と現場での作業時間に基づく線量率下での作業員の被ばく量を踏

まえ，10mSv/hに変更した。 

これに伴い，放射線の遮蔽が維持される水位が変更となった。 

評価項目 変更前 変更後 

必要な遮蔽の目

安とした線量率 
1mSv/h 10mSv/h 

放射線の遮蔽が

維持される水位 
通常水位から約 2.2m下 通常水位から約 2.6m下 

ｃ．燃料プール保有水量及び燃料プール水密度の変更 

島根２号炉は運転停止中において，燃料プールとキャスク仮置ピット間の

ゲートを常時開状態としていることから，キャスク仮置ピットの保有水量を

燃料プール保有水量に含めていたが，燃料プール水の水位低下をより厳しく

評価するため，キャスク仮置ピット内の保有水量を除き，より小さい保有水

量に変更した。また，燃料プールが沸騰するまでの時間の評価に使用してい

る水密度を，初期水温の 65℃の値から，より値が小さい 100℃の値に変更し

た。 

評価条件 

項 目 変更前 変更後 

保有水量 約 1,772 m3 約 1,599 m3 

水密度 981 kg/m3 958 kg/m3 

評価結果 

項 目 変更前 変更後 

想定事故１ 

燃料プールが沸騰するまで

の時間 
約 9.0時間 約 7.9時間 

放射線の遮蔽が維持される

水位に到達するまでの時間 
約 1.8日 約 1.7日 

想定事故２ 

燃料プールが沸騰するまで

の時間 
約 8.7時間 約 7.6時間 

放射線の遮蔽が維持される

水位に到達するまでの時間 
約 1.6日 約 1.5日 
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（８）運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価

ａ．原子炉設置変更許可申請書 添付書類の記載の修正 

原子炉設置変更許可申請書 添付書類十「運転停止中原子炉における燃料

損傷防止対策の有効性評価」では，原子炉水位の変化を評価しているが，そ

の評価において根拠とした図面に数値の誤りがあったため，正しい数値を用

いて再評価を行った。 

通常水位 誤 5254mm → 正 5104mm 

ｂ．崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失におけるプラント状態の見

直し 

運転停止中のプラント状態については，崩壊熱，保有水量の観点から厳し

い状態と考えられる「POS-S 原子炉冷温停止への移行状態」での評価を行っ

ていたが，崩壊熱除去機能喪失事象及び全交流動力電源喪失事象について，

RPVの状態が閉止から開放となる POSの場合，RPVを開放すると原子炉隔離

時冷却系が使用できなくなること，また，低圧炉心スプレイ系等については

RPV開放の過程で自動起動に期待できなくなることを踏まえ，各 POSにて期

待できる緩和設備も考慮し，「POS-A 格納容器及び原子炉圧力容器の開放並

びに原子炉ウェル満水への移行状態」に見直した。なお，想定する崩壊熱の

不確かさを考慮し，原子炉停止 12時間後（POS-Sの起点となる，復水器真空

破壊時点の崩壊熱）での評価も実施している。 

ｃ．原子炉冷却材の流出におけるプラント状態の見直し 

運転停止中のプラント状態については，崩壊熱，保有水量の観点から厳し

い状態と考えられる「POS-S 原子炉冷温停止への移行状態」での評価を行っ

ていたが，原子炉冷却材流出事象について，原子炉開放時の場合，原子炉水

位計による警報発生や緩和設備の起動等に期待できないことから，事象発生

時の検知が困難な事象と考えられ，検知性の観点から厳しいと考える「POS-B 

原子炉ウェル満水状態」に見直した。なお，想定する保有水量の不確かさを

考慮し，原子炉未開放時（POS-S）での評価も実施している。 
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２．第 724回審査会合（令和元年６月 11日）以降の解析条件等変更内容について 

島根原子力発電所２号炉の重大事故等対策の有効性評価における，第 724回審

査会合（令和元年６月 11日）以降の解析条件等変更内容について以下に示す。 

（１）運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故

「高圧・低圧注水機能喪失（ＴＱＵＶ）」，「高圧注水・減圧機能喪失（ＴＱ

ＵＸ）」，「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ，ＴＢＵ／Ｄ，ＴＢＰ）」及び「崩壊

熱除去機能喪失（ＴＷ（取水機能喪失），ＴＷ（ＲＨＲ故障））」について，解

析の入力誤りや審査会合における議論を踏まえて解析条件を見直した。なお，

「原子炉停止機能喪失（ＴＣ）」については，第 724 回審査会合（令和元年６

月 11日）以降，解析条件等の見直しを行っていない。 

シーケンス毎の解析条件の見直し箇所及び主要な評価項目に対する見直し

前後の結果を下表に示す。 

解析条件見直し箇所 解析結果最大値 

① ② ③ 

燃料被覆管温度（℃） 格納容器圧力 

（kPa[gage]） 
格納容器温度（℃） 

見直し前 見直し後 見直し前 見直し後 見直し前 見直し後 

ＴＱＵＶ ○ ○ × 約 441 約 509 約 427 約 427 約 154 約 154 

ＴＱＵＸ ○ ○ × 約 705 約 728 約 54 約 54 約 78 約 78 

長期ＴＢ ○ × ○ 約 309 約 309 約 427 約 427 約 154 約 154 

ＴＢＵ/

ＴＢＤ 
○ × ○ 約 309 約 309 約 427 約 427 約 154 約 154 

ＴＢＰ ○ × ○ 約 309 約 309 約 427 約 427 約 154 約 154 

ＴＷ 

取水機能

喪失 

○ ○ ○ 約 309 約 309 約 128 約 132 約 115 約 117 

ＴＷ 

RHR故障 
○ ○ ○ 約 309 約 309 約 427 約 427 約 154 約 154 

ＬＯＣＡ 

1.(5)b. 

再掲 

○ ○ × 約 770 約 779 約 427 約 427 約 154 約 153 

ISLOCA 

1.(6)c. 

再掲 

○ ○ × 約 309 約 309 － － － － 

＜解析条件の見直し＞ 

① スクラム遅れ時間の適正化

② 再循環ポンプトリップ条件を原子炉水位低（レベル２）に変更

③ 急速減圧弁数を６弁に変更

○：見直しあり，×：見直しなし
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42．有効性評価における機能喪失を仮定した設備一覧について 

第１表～第４表に炉心損傷防止対策，格納容器破損防止対策，燃料プールの燃

料損傷防止対策及び運転停止中の燃料損傷防止対策の有効性評価の各重要事故シ

ーケンス等において機能喪失を仮定した設備の一覧を示す。
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第
１
表
 
炉
心
損
傷
防
止
対
策
の
有
効
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価
に
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け
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機
能
喪
失
を
仮
定
し
た
設
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１
／
３
）
 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
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重
要
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安
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の
喪
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に
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等

 
解
析
上
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慮
し
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主
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Ｓ
Ａ
設
備

 

高
圧
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低
圧
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事
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給
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流
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の
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失
）
 
－
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却
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熱
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動
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電
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喪
失
（
外
部
電

源
喪
失
＋
Ｄ
Ｇ
失
敗
）
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
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交
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電
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設
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の
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（
～
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プ
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デ

ィ
ー
ゼ
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機
 

－
 

原
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系
（
原
子
炉
補
機
海

水
系
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む
）
 

全
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流
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力
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電
源
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）
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電
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敗
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電
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第
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子
炉
補
機
冷
却
系
（
原
子
炉
補
機
海

水
系
含
む
）
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
（
外
部
電
源
喪

失
＋
Ｄ
Ｇ
失
敗
）
＋
Ｓ
Ｒ
Ｖ
再
閉
失
敗

＋
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
失
敗

 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
（
外
部
電

源
喪
失
＋
Ｄ
Ｇ
失
敗
）
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
非

常
用
高
圧
母
線
の
受
電
（
～

24
h）

 

Ｓ
Ｒ
Ｖ
再
閉
失
敗
 

逃
が
し
安
全
弁
１
個
が
開
固
着
 

Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
失
敗
 

高
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

系
デ

ィ
ー
ゼ

ル

発
電
機
 

－
 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
（
原
子
炉
補
機
海

水
系
含
む
）
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第
１
表
 
炉
心
損
傷
防
止
対
策
の
有
効
性
評
価
に
お
け
る
機
能
喪
失
を
仮
定
し
た
設
備
一
覧
（
３
／
３
）
 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
グ
ル
ー
プ
 

重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
等
 

安
全
機
能
の
喪
失
に
対
す
る
仮
定
等

 
解
析
上
考
慮
し
な
い
主
な
Ｓ
Ａ
設
備

 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失

 

（
取
水
機
能
が
喪
失
し
た
場
合
）

 

過
渡
事
象
（
給
水
流
量
の
全
喪
失
）
 
－
 

－
 

崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

原
子
炉
補
機
海
水
系
 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
補
機
冷
却
系
（
高

圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
補
機
海
水
系
）

 

－
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
（
外
部
電
源
喪

失
，
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
）
 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失

 

（
残
留
熱
除
去
系
が
故
障
し
た
場
合
）
 

過
渡
事
象
（
給
水
流
量
の
全
喪
失
）
 
－
 

－
 

崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

残
留
熱
除
去
系
 

原
子
炉
停
止
機
能
喪
失

 
過
渡
事
象
（
主
蒸
気
隔
離
弁
閉
止
）
 
－
 

代
替
制
御
棒
挿
入
機
能
 

原
子
炉
停
止
失
敗
 

原
子
炉
自
動
ス
ク
ラ
ム
 

原
子
炉
手
動
ス
ク
ラ
ム
 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
時
注
水
機
能
喪
失

 
中
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
 

－
 

－
 

高
圧
炉
心
冷
却
失
敗
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
 

低
圧
炉
心
冷
却
失
敗
 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
 

－
 

給
水
流
量
の
全
喪
失
 

自
動
減
圧
系

※
 

格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
（
イ
ン
タ
ー
フ
ェ

イ
ス
シ
ス
テ
ム
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）

イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
シ
ス
テ
ム
Ｌ

Ｏ
Ｃ
Ａ
 

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

イ
ス

シ
ス

テ
ム
Ｌ

Ｏ

Ｃ
Ａ

が
発

生
し

た
側

の
残

留
熱
除

去

系
の
機
能
喪
失
 

－
 

－
 

給
水
流
量
の
全
喪
失
 

※
「
実
用
発
電
用
原
子
炉
に
係
る
炉
心
損
傷
防
止
対
策
及
び
格
納
容
器
破
損
防
止
対
策
の
有
効
性
評
価
に
関
す
る
審
査
ガ
イ
ド
」
を
踏
ま
え
て
設
定
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第
２
表
 
格
納
容
器
破
損
防
止
対
策
の
有
効
性
評
価
に
お
け
る
機
能
喪
失
を
仮
定
し
た
設
備
一
覧

 

格
納
容
器
破
損
モ
ー
ド
 

重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
等
 

安
全
機
能
の
喪
失
に
対
す
る
仮
定
等

 
解
析
上
考
慮
し
な
い
主
な
Ｓ
Ａ
設
備

 

雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷

（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
（
残

留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
）
 

水
素
燃
焼

 

大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
 

－
 

－
 

Ｅ
Ｃ
Ｃ
Ｓ
注
水
機
能
喪
失
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
 

－
 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
（
原
子
炉
補
機
海

水
系
含
む
）
 

雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷

（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
（
残

留
熱

代
替

除
去

系
を

使
用

し
な
い

場

合
）

 

大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
 

－
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
 

Ｅ
Ｃ
Ｃ
Ｓ
注
水
機
能
喪
失
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
 

－
 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
（
原
子
炉
補
機
海

水
系
含
む
）
 

高
圧

溶
融

物
放

出
／

格
納

容
器
雰

囲

気
直
接
加
熱

 

原
子

炉
圧

力
容

器
外

の
溶

融
燃
料

－

冷
却
材
相
互
作
用

 

溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用

 

過
渡
事
象
（
給
水
流
量
の
全
喪
失
）
 
－
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）

 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
 

ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
系
（
常
設
）

 

残
留
熱
代
替
除
去
系
（
原
子
炉
注
水
）
 

高
圧
炉
心
冷
却
失
敗
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
 

低
圧
炉
心
冷
却
失
敗
 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
 

－
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
（
原
子
炉
補
機
海

水
系
含
む
）
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第
３
表
 
燃
料
プ
ー
ル
の
燃
料
損
傷
防
止
対
策
の
有
効
性
評
価
に
お
け
る
機
能
喪
失
を
仮
定
し
た
設
備
一
覧

 

想
定
事
故
 

重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
等
 

安
全
機
能
の
喪
失
に
対
す
る
仮
定
等

 
解
析
上
考
慮
し
な
い
主
な
Ｓ
Ａ
設
備

 

想
定
事
故
１

 
冷
却
機
能
喪
失
 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
 

残
留
熱
除
去
系
 

（
可
搬
型
ス
プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
）

 

注
水
機
能
喪
失
 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
 

残
留
熱
除
去
系
 

復
水
輸
送
系
 

燃
料
プ
ー
ル
補
給
水
系
 

想
定
事
故
２

 
燃
料
プ
ー
ル
内
の
水
の
小
規
模
な

喪
失
 

－
 

（
可
搬
型
ス
プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
）

 

冷
却
機
能
喪
失
 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
 

残
留
熱
除
去
系
 

注
水
機
能
喪
失
 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
 

残
留
熱
除
去
系
 

復
水
輸
送
系
 

燃
料
プ
ー
ル
補
給
水
系
 

108



補
42
-7

 

補 42-7 

第
４
表
 
運
転
停
止
中
の
燃
料
損
傷
防
止
対
策
の
有
効
性
評
価
に
お
け
る
機
能
喪
失
を
仮
定
し
た
設
備
一
覧

 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
グ
ル
ー
プ
 

重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
等
 

安
全
機
能
の
喪
失
に
対
す
る
仮
定
等

 
解
析
上
考
慮
し
な
い
主
な
Ｓ
Ａ
設
備

 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失

 
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
 

－
 

－
 

崩
壊
熱
除
去
・
炉
心
冷
却
失
敗
 

運
転
中
の
残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停

止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
 

外
部
電
源
喪
失
 

－
 

－
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
 

－
 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
（
原
子
炉
補
機
海

水
系
含
む
）
 

原
子
炉
冷
却
材
の
流
出

 
残
留
熱
除
去
系
切
替
時
の
冷
却
材

流
出
 

－
 

－
 

流
出
隔
離
・
炉
心
冷
却
失
敗
 

運
転
中
の
残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停

止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
 

反
応
度
の
誤
投
入
 

制
御
棒
の
誤
引
き
抜
き
 

－
 

－
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4
3
．

有
効

性
評

価
に

お
け

る
先

行
プ

ラ
ン

ト
と

の
主

要
な

相
違

点
に

つ
い

て

１
．

運
転

中
の

原
子

炉
に

お
け

る
重

大
事

故
に

至
る

お
そ

れ
が

あ
る

事
故

（
１

）
高

圧
・

低
圧

注
水

機
能

喪
失

島
根

２
号

炉
柏

崎
6
/
7

東
海

第
二

理
由

解
析

コ
ー

ド
Ｓ

Ａ
Ｆ

Ｅ
Ｒ

／
Ｍ

Ａ
Ａ

Ｐ
Ｓ

Ａ
Ｆ

Ｅ
Ｒ

・
Ｃ

Ｈ
Ａ

Ｓ
Ｔ

Ｅ
／

Ｍ
Ａ

Ａ
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｆ
Ｅ

Ｒ
／

Ｍ
Ａ

Ａ
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｆ
Ｅ

Ｒ
コ

ー
ド

に
よ

る
燃

料
被

覆
管

温
度

の
評

価
結

果
は

，
燃

料
被

覆
管

の
破

裂
判

断
基

準
に

対
し

て
十

分
な

余
裕

が
あ

る
こ

と
か

ら
，

輻
射

に
よ

る
影

響
が

詳
細

に
考

慮
さ

れ
る

Ｃ
Ｈ

Ａ
Ｓ

Ｔ
Ｅ

コ
ー

ド
は

使
用

し
な

い
。

事
故

条
件

外
部

電
源

外
部

電
源

な
し

（
再

循
環

ポ
ン

プ
ト

リ
ッ

プ
は

原
子

炉
水

位
低

（
レ

ベ
ル

２
）

）

外
部

電
源

あ
り

外
部

電
源

あ
り

対
策

の
成

立
性

，
必

要
燃

料
量

の
観

点
で

厳
し

い
外

部
電

源
な

し
を

設
定

。
な

お
，

原
子

炉
ス

ク
ラ

ム
ま

で
の

炉
心

の
冷

却
の

観
点

で
厳

し
く

な
り

，
外

部
電

源
が

あ
る

場
合

を
包

含
す

る
条

件
と

し
て

，
再

循
環

ポ
ン

プ
ト

リ
ッ

プ
は

原
子

炉
水

位
低

（
レ

ベ
ル

２
）

に
て

発
生

す
る

も
の

と
し

て
設

定
。

機
器

条
件

逃
が

し
安

全
弁

逃
が

し
弁

機
能

逃
が

し
弁

機
能

安
全

弁
機

能
逃

が
し

安
全

弁
の

逃
が

し
弁

機
能

に
て

,
原

子
炉

冷
却

材
圧

力
バ

ウ
ン

ダ
リ

の
過

度
の

圧
力

上
昇

を
抑

え
る

。

格
納

容
器

フ
ィ

ル
タ

ベ
ン

ト
系

第
一

弁
全

開
格

納
容

器
二

次
隔

離
弁

7
0
%
開

度
第

二
弁

全
開

運
用

の
違

い
。

島
根

２
号

炉
に

お
い

て
は

，
格

納
容

器
ベ

ン
ト

実
施

時
に

は
格

納
容

器
フ

ィ
ル

タ
ベ

ン
ト

系
の

第
一

弁
を

全
開

す
る

運
用

と
し

て
い

る
。

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ

系
に

よ
る

原
子

炉
格

納
容

器
冷

却

使
用

し
な

い
使

用
す

る
（

常
設

）
使

用
す

る
（

常
設

）

外
部

水
源

に
よ

る
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
を

実
施

す
る

場
合

，
ス

プ
レ

イ
実

施
以

降
の

炉
心

損
傷

の
発

生
を

想
定

す
る

と
，

格
納

容
器

内
の

保
有

水
量

の
観

点
か

ら
，

ス
プ

レ
イ

を
実

施
し

な
い

場
合

に
比

べ
，

格
納

容
器

ベ
ン

ト
ま

で
の

時
間

が
短

く
な

る
。

 
島

根
２

号
炉

は
，

ベ
ン

ト
遅

延
効

果
を

図
る

た
め

，
残

留
熱

除
去

系
の

復
旧

が
期

待
で

き
な

い
場

合
は

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ

系
に

よ
る

格
納

容
器

冷
却

操
作

を
実

施
し

な
い

。

操
作

条
件

逃
が

し
安

全
弁

に
よ

る
原

子
炉

急
速

減
圧

操
作

事
象

発
生

か
ら

3
0
分

後
事

象
発

生
か

ら
約

1
4
分

後
事

象
発

生
か

ら
2
5
分

後
設

定
時

間
は

異
な

る
も

の
の

，
操

作
時

間
の

積
み

上
げ

に
基

づ
き

設
定

し
て

い
る

と
い

う
点

で
は

相
違

点
は

な
い

。

項
目

補43-1
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（
２

）
高

圧
注

水
・

減
圧

機
能

喪
失

島
根

２
号

炉
柏

崎
6
/
7

東
海

第
二

理
由

解
析

コ
ー

ド
Ｓ

Ａ
Ｆ

Ｅ
Ｒ

／
Ｍ

Ａ
Ａ

Ｐ
Ｓ

Ａ
Ｆ

Ｅ
Ｒ

／
Ｍ

Ａ
Ａ

Ｐ
Ｓ

Ａ
Ｆ

Ｅ
Ｒ

／
Ｍ

Ａ
Ａ

Ｐ
相

違
点

は
な

い
。

事
故

条
件

外
部

電
源

外
部

電
源

な
し

（
再

循
環

ポ
ン

プ
ト

リ
ッ

プ
は

原
子

炉
水

位
低

（
レ

ベ
ル

２
）

）

外
部

電
源

あ
り

外
部

電
源

あ
り

必
要

燃
料

量
の

観
点

で
厳

し
い

外
部

電
源

な
し

を
設

定
。

な
お

，
原

子
炉

ス
ク

ラ
ム

ま
で

の
炉

心
の

冷
却

の
観

点
で

厳
し

く
な

り
，

外
部

電
源

が
あ

る
場

合
を

包
含

す
る

条
件

と
し

て
，

再
循

環
ポ

ン
プ

ト
リ

ッ
プ

は
原

子
炉

水
位

低
（

レ
ベ

ル
２

）
に

て
発

生
す

る
も

の
と

し
て

設
定

。

機
器

条
件

逃
が

し
安

全
弁

（
原

子
炉

圧
力

制
御

時
）

逃
が

し
弁

機
能

逃
が

し
弁

機
能

安
全

弁
機

能
逃

が
し

安
全

弁
の

逃
が

し
弁

機
能

に
て

,
原

子
炉

冷
却

材
圧

力
バ

ウ
ン

ダ
リ

の
過

度
の

圧
力

上
昇

を
抑

え
る

。

残
留

熱
除

去
系

（
低

圧
注

水
モ

ー
ド

）
１

台
残

留
熱

除
去

系
（

低
圧

注
水

モ
ー

ド
）

１
台

・
残

留
熱

除
去

系
（

低
圧

注
水

系
）

３
台

・
低

圧
炉

心
ス

プ
レ

イ
系

低
圧

Ｅ
Ｃ

Ｃ
Ｓ

は
健

全
で

あ
る

こ
と

を
想

定
し

て
い

る
が

，
解

析
に

よ
り

，
残

留
熱

除
去

系
（

低
圧

注
水

モ
ー

ド
）

１
台

に
よ

る
原

子
炉

注
水

で
も

燃
料

被
覆

管
温

度
の

最
大

値
等

の
評

価
項

目
を

満
足

す
る

こ
と

が
確

認
で

き
た

た
め

，
そ

れ
を

包
絡

条
件

と
し

て
有

効
性

評
価

解
析

の
条

件
と

し
て

い
る

。

項
目

低
圧

Ｅ
Ｃ

Ｃ
Ｓ

の
台

数

補43-2
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（
３

）
全

交
流

動
力

電
源

喪
失

ａ
．

全
交

流
動

力
電

源
喪

失
（

外
部

電
源

喪
失

＋
Ｄ

Ｇ
失

敗
）

＋
Ｈ

Ｐ
Ｃ

Ｓ
失

敗

島
根

２
号

炉
柏

崎
6
/
7

東
海

第
二

理
由

Ｓ
Ａ

Ｆ
Ｅ

Ｒ
／

Ｍ
Ａ

Ａ
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｆ
Ｅ

Ｒ
／

Ｍ
Ａ

Ａ
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｆ
Ｅ

Ｒ
／

Ｍ
Ａ

Ａ
Ｐ

相
違

点
は

な
い

。

機
器

条
件

逃
が

し
安

全
弁

（
原

子
炉

圧
力

制
御

時
）

逃
が

し
弁

機
能

逃
が

し
弁

機
能

安
全

弁
機

能
逃

が
し

安
全

弁
の

逃
が

し
弁

機
能

に
て

,
原

子
炉

冷
却

材
圧

力
バ

ウ
ン

ダ
リ

の
過

度
の

圧
力

上
昇

を
抑

え
る

。

事
象

発
生

か
ら

2
4
時

間
後

事
象

発
生

か
ら

2
4
時

間
後

事
象

発
生

か
ら

2
4
時

間
後

相
違

点
は

な
い

。

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
及

び
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系
（

可
搬

型
）

に
て

原
子

炉
注

水
を

実
施

。

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
に

て
原

子
炉

注
水

を
実

施
。

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
及

び
低

圧
代

替
注

水
系

（
可

搬
型

）
に

て
原

子
炉

注
水

を
実

施
。

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
が

機
能

維
持

で
き

る
時

間
と

し
て

，
事

象
発

生
か

ら
約

８
時

間
後

よ
り

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

（
可

搬
型

）
を

用
い

て
注

水
を

実
施

。

事
象

発
生

か
ら

2
0
時

間
後

に
格

納
容

器
ベ

ン
ト

に
よ

る
格

納
容

器
除

熱
を

実
施

。

事
象

発
生

か
ら

1
6
時

間
後

に
格

納
容

器
ベ

ン
ト

を
実

施
し

，
交

流
電

源
復

旧
後

に
残

留
熱

除
去

系
に

よ
る

格
納

容
器

除
熱

を
実

施
。

格
納

容
器

圧
力

0
.
2
7
9
M
P
a
[
g
a
g
e
]
到

達
時

に
代

替
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
冷

却
系

（
可

搬
型

）
に

よ
る

格
納

容
器

冷
却

を
実

施
し

，
交

流
電

源
復

旧
後

に
残

留
熱

除
去

系
に

よ
る

格
納

容
器

除
熱

を
実

施
。

残
留

熱
除

去
系

の
使

用
を

期
待

し
て

い
な

い
た

め
，

事
象

発
生

か
ら

2
4
時

間
後

以
降

も
格

納
容

器
ベ

ン
ト

に
よ

る
格

納
容

器
除

熱
を

実
施

。

　
　

ｂ
．

全
交

流
動

力
電

源
喪

失
（

外
部

電
源

喪
失

＋
Ｄ

Ｇ
失

敗
）

＋
高

圧
炉

心
冷

却
失

敗

島
根

２
号

炉
柏

崎
6
/
7

東
海

第
二

理
由

Ｓ
Ａ

Ｆ
Ｅ

Ｒ
／

Ｍ
Ａ

Ａ
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｆ
Ｅ

Ｒ
／

Ｍ
Ａ

Ａ
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｆ
Ｅ

Ｒ
／

Ｍ
Ａ

Ａ
Ｐ

相
違

点
は

な
い

。

機
器

条
件

逃
が

し
安

全
弁

（
原

子
炉

圧
力

制
御

時
）

逃
が

し
弁

機
能

逃
が

し
弁

機
能

安
全

弁
機

能
逃

が
し

安
全

弁
の

逃
が

し
弁

機
能

に
て

,
原

子
炉

冷
却

材
圧

力
バ

ウ
ン

ダ
リ

の
過

度
の

圧
力

上
昇

を
抑

え
る

。

事
象

発
生

か
ら

2
4
時

間
後

事
象

発
生

か
ら

2
4
時

間
後

事
象

発
生

か
ら

2
4
時

間
後

相
違

点
は

な
い

。

高
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

及
び

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

（
可

搬
型

）
に

て
原

子
炉

注
水

を
実

施
。

高
圧

代
替

注
水

系
に

て
原

子
炉

注
水

を
実

施
。

高
圧

代
替

注
水

系
及

び
低

圧
代

替
注

水
系

（
可

搬
型

）
に

て
原

子
炉

注
水

を
実

施
。

高
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

が
機

能
維

持
で

き
る

時
間

と
し

て
，

事
象

発
生

か
ら

約
8
.
3
時

間
後

よ
り

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

（
可

搬
型

）
を

用
い

て
注

水
を

実
施

。

事
象

発
生

か
ら

2
0
時

間
後

に
格

納
容

器
ベ

ン
ト

に
よ

る
格

納
容

器
除

熱
を

実
施

。

事
象

発
生

か
ら

1
6
時

間
後

に
格

納
容

器
ベ

ン
ト

を
実

施
し

，
交

流
電

源
復

旧
後

に
残

留
熱

除
去

系
に

よ
る

格
納

容
器

除
熱

を
実

施
。

格
納

容
器

圧
力

0
.
2
7
9
M
P
a
[
g
a
g
e
]
到

達
時

に
代

替
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
冷

却
系

（
可

搬
型

）
に

よ
る

格
納

容
器

冷
却

を
実

施
し

，
交

流
電

源
復

旧
後

に
残

留
熱

除
去

系
に

よ
る

格
納

容
器

除
熱

を
実

施
。

残
留

熱
除

去
系

の
使

用
を

期
待

し
て

い
な

い
た

め
，

事
象

発
生

か
ら

2
4
時

間
後

以
降

も
格

納
容

器
ベ

ン
ト

に
よ

る
格

納
容

器
除

熱
を

実
施

。

補43-3

交
流

電
源

交
流

電
源

項
目

交
流

電
源

復
旧

ま
で

の
原

子
炉

注
水

手
段

格
納

容
器

冷
却

・
除

熱
手

段

解
析

コ
ー

ド

項
目

解
析

コ
ー

ド

交
流

電
源

復
旧

ま
で

の
原

子
炉

注
水

手
段

格
納

容
器

冷
却

・
除

熱
手

段

113



　
　

ｃ
．

全
交

流
動

力
電

源
喪

失
（

外
部

電
源

喪
失

＋
Ｄ

Ｇ
失

敗
）

＋
直

流
電

源
喪

失

島
根

２
号

炉
柏

崎
6
/
7

東
海

第
二

理
由

Ｓ
Ａ

Ｆ
Ｅ

Ｒ
／

Ｍ
Ａ

Ａ
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｆ
Ｅ

Ｒ
／

Ｍ
Ａ

Ａ
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｆ
Ｅ

Ｒ
／

Ｍ
Ａ

Ａ
Ｐ

相
違

点
は

な
い

。

機
器

条
件

逃
が

し
安

全
弁

（
原

子
炉

圧
力

制
御

時
）

逃
が

し
弁

機
能

逃
が

し
弁

機
能

安
全

弁
機

能
逃

が
し

安
全

弁
の

逃
が

し
弁

機
能

に
て

,
原

子
炉

冷
却

材
圧

力
バ

ウ
ン

ダ
リ

の
過

度
の

圧
力

上
昇

を
抑

え
る

。

事
象

発
生

か
ら

2
4
時

間
後

事
象

発
生

か
ら

2
4
時

間
後

事
象

発
生

か
ら

2
4
時

間
後

相
違

点
は

な
い

。

高
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

及
び

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

（
可

搬
型

）
に

て
原

子
炉

注
水

を
実

施
。

高
圧

代
替

注
水

系
に

て
原

子
炉

注
水

を
実

施
。

高
圧

代
替

注
水

系
及

び
低

圧
代

替
注

水
系

（
可

搬
型

）
に

て
原

子
炉

注
水

を
実

施
。

高
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

が
機

能
維

持
で

き
る

時
間

と
し

て
，

事
象

発
生

か
ら

約
8
.
3
時

間
後

よ
り

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

（
可

搬
型

）
を

用
い

て
注

水
を

実
施

。

事
象

発
生

か
ら

2
0
時

間
後

に
格

納
容

器
ベ

ン
ト

に
よ

る
格

納
容

器
除

熱
を

実
施

。

事
象

発
生

か
ら

1
6
時

間
後

に
格

納
容

器
ベ

ン
ト

を
実

施
し

，
交

流
電

源
復

旧
後

に
残

留
熱

除
去

系
に

よ
る

格
納

容
器

除
熱

を
実

施
。

格
納

容
器

圧
力

0
.
2
7
9
M
P
a
[
g
a
g
e
]
到

達
時

に
代

替
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
冷

却
系

（
可

搬
型

）
に

よ
る

格
納

容
器

冷
却

を
実

施
し

，
交

流
電

源
復

旧
後

に
残

留
熱

除
去

系
に

よ
る

格
納

容
器

除
熱

を
実

施
。

残
留

熱
除

去
系

の
使

用
を

期
待

し
て

い
な

い
た

め
，

事
象

発
生

か
ら

2
4
時

間
後

以
降

も
格

納
容

器
ベ

ン
ト

に
よ

る
格

納
容

器
除

熱
を

実
施

。

　
　

ｄ
．

全
交

流
動

力
電

源
喪

失
（

外
部

電
源

喪
失

＋
Ｄ

Ｇ
失

敗
）

＋
Ｓ

Ｒ
Ｖ

再
閉

失
敗

＋
Ｈ

Ｐ
Ｃ

Ｓ
失

敗

島
根

２
号

炉
柏

崎
6
/
7

東
海

第
二

理
由

Ｓ
Ａ

Ｆ
Ｅ

Ｒ
／

Ｍ
Ａ

Ａ
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｆ
Ｅ

Ｒ
／

Ｍ
Ａ

Ａ
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｆ
Ｅ

Ｒ
／

Ｍ
Ａ

Ａ
Ｐ

相
違

点
は

な
い

。

機
器

条
件

逃
が

し
安

全
弁

（
原

子
炉

圧
力

制
御

時
）

逃
が

し
弁

機
能

逃
が

し
弁

機
能

安
全

弁
機

能
逃

が
し

安
全

弁
の

逃
が

し
弁

機
能

に
て

,
原

子
炉

冷
却

材
圧

力
バ

ウ
ン

ダ
リ

の
過

度
の

圧
力

上
昇

を
抑

え
る

。

事
象

発
生

か
ら

2
4
時

間
後

事
象

発
生

か
ら

2
4
時

間
後

事
象

発
生

か
ら

2
4
時

間
後

相
違

点
は

な
い

。

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
及

び
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系
（

可
搬

型
）

に
て

原
子

炉
注

水
を

実
施

。

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
及

び
低

圧
代

替
注

水
系

（
可

搬
型

）
に

て
原

子
炉

注
水

を
実

施
。

原
子

炉
隔

離
時

冷
却

系
及

び
低

圧
代

替
注

水
系

（
可

搬
型

）
に

て
原

子
炉

注
水

を
実

施
。

相
違

点
は

な
い

。

事
象

発
生

か
ら

2
2
時

間
後

に
格

納
容

器
ベ

ン
ト

に
よ

る
格

納
容

器
除

熱
を

実
施

。

代
替

格
納

容
器

ス
プ

レ
イ

冷
却

系
（

可
搬

型
）

に
よ

る
格

納
容

器
冷

却
を

実
施

。
格

納
容

器
圧

力
逃

が
し

装
置

等
に

よ
り

格
納

容
器

の
除

熱
を

実
施

。

代
替

格
納

容
器

ス
プ

レ
イ

冷
却

系
（

可
搬

型
）

に
よ

る
格

納
容

器
冷

却
を

実
施

し
，

交
流

電
源

復
旧

後
に

残
留

熱
除

去
系

に
よ

る
格

納
容

器
除

熱
を

実
施

。

残
留

熱
除

去
系

の
使

用
を

期
待

し
て

い
な

い
た

め
，

事
象

発
生

か
ら

2
4
時

間
後

以
降

も
格

納
容

器
ベ

ン
ト

に
よ

る
格

納
容

器
除

熱
を

実
施

。

交
流

電
源

復
旧

ま
で

の
原

子
炉

注
水

手
段

解
析

コ
ー

ド

交
流

電
源

復
旧

ま
で

の
原

子
炉

注
水

手
段

格
納

容
器

冷
却

・
除

熱
手

段

項
目

解
析

コ
ー

ド

補43-4

交
流

電
源

交
流

電
源

格
納

容
器

冷
却

・
除

熱
手

段

項
目

114



（
４

）
崩

壊
熱

除
去
機
能
喪
失

ａ
．

取
水

機
能
が
喪
失
し
た
場
合

島
根
２
号
炉

柏
崎
6/
7

東
海
第
二

理
由

Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ
／
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ

Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ
／
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ

Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ
／
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ

相
違
点
は
な
い
。

事
故

条
件

外
部

電
源

外
部
電
源
な
し

（
再
循
環
ポ
ン
プ
ト
リ
ッ
プ
は
原
子

炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
２
）
）

外
部
電
源
な
し

外
部
電
源
な
し

（
再
循
環
ポ
ン
プ

ト
リ
ッ
プ
は
原
子

炉
水
位
低
（
レ
ベ

ル
２
）
）

要
員
，
資
源
等
の
観
点
で
厳
し
い
外
部
電
源
な
し
を
設

定
。
な
お
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
ま
で
の
炉
心
の
冷
却
の

観
点
で
厳
し
く
な
り
，
外
部
電
源
が
あ
る
場
合
を
包
含

す
る
条
件
と
し
て
，
再
循
環
ポ
ン
プ
ト
リ
ッ
プ
は
原
子

炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
２
）
に
て
発
生
す
る
も
の
と
し
て

機
器

条
件

逃
が

し
安
全
弁

逃
が
し
弁
機
能

逃
が
し
弁
機
能

安
全
弁
機
能

逃
が
し
安
全
弁
の
逃
が
し
弁
機
能
に
て
,原

子
炉
冷
却
材

圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
過
度
の
圧
力
上
昇
を
抑
え
る
。

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
（
水
源
：
サ

プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
）
及
び
残

留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）

に
て
原
子
炉
注
水
を
実
施
。

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
（
水
源
：
復

水
貯
蔵
槽
）
，
低
圧
代
替
注
水
系

（
常
設
）
，
残
留
熱
除
去
系
（
低
圧

注
水
モ
ー
ド
）
に
て
原
子
炉
注
水
を

実
施
。

原
子
炉
隔
離
時
冷

却
系
（
水
源
：
サ

プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・

チ
ェ
ン
バ
）
，
低

圧
代
替
注
水
系
（

常
設
）
，
残
留
熱

除
去
系
（
低
圧
注

水
系
）
に
て
原
子

炉
注
水
を
実
施
。

・
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
の
水
源
は
，
重
大
事
故
等
対

処
設
備
で
あ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
と
し
て
い

る
。

・
長
期
の
注
水
手
段
確
保
の
観
点
か
ら
，
健
全
に
注
水

し
て
い
る
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
を
可
能
な
限
り
運
転

継
続
し
，
原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
を
起
動
後
，
残
留

熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
に
よ
り
原
子
炉
注
水

を
実
施
す
る
。

事
象
発
生
か
ら
８
時
間
後
に
原
子
炉

補
機
代
替
冷
却
系
を
介
し
た
残
留
熱

除
去
系
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー

ル
水
冷
却
モ
ー
ド
）
に
よ
る
原
子
炉

格
納
容
器
除
熱
を
実
施

代
替
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
冷
却
系

（
常
設
）
に
よ
る
格
納
容
器
冷
却
を

実
施
し
，
事
象
発
生
か
ら
20
時
間
後

に
代
替
原
子
炉
補
機
冷
却
系
を
介
し

た
残
留
熱
除
去
系
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
チ
ェ
ン
バ
・
プ
ー
ル
水
冷
却

モ
ー
ド
）
に
よ
る
格
納
容
器
除
熱
を

実
施

格
納
容
器
圧
力
0.

27
9M
Pa
[g
ag
e]
到

達
時
に
緊
急
用
海

水
系
を
用
い
た
残

留
熱
除
去
系
（
格

納
容
器
ス
プ
レ
イ

冷
却
系
）
及
び
残

留
熱
除
去
系
（
サ

プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・

プ
ー
ル
冷
却
系
）

に
よ
る
格
納
容
器

除
熱
を
実
施

格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
の
実
施
基
準
到
達
前
に
，
原
子
炉

補
機
代
替
冷
却
系
を
準
備
し
，
残
留
熱
除
去
系
（
サ
プ

レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
冷
却
モ
ー
ド
）
に
よ
る
格
納

容
器
除
熱
が
可
能
で
あ
る
。

補43-5

項
目

解
析

コ
ー

ド

原
子

炉
注

水
手

段

格
納

容
器

冷
却

・
除
熱
手
段
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ｂ
．

残
留

熱
除
去
系
が
故
障
し
た
場
合

島
根
２
号
炉

柏
崎
6/
7

東
海
第
二

理
由

Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ
／
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ

Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ
／
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ

Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ
／
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ

相
違
点
は
な
い
。

事
故

条
件

外
部

電
源

外
部
電
源
な
し

（
再
循
環
ポ
ン
プ
ト
リ
ッ
プ
は
原
子

炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
２
）
）

外
部
電
源
あ
り

外
部
電
源
あ
り

要
員
，
資
源
等
の
観
点
で
厳
し
い
外
部
電
源
な
し
を
設

定
。
な
お
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
ま
で
の
炉
心
の
冷
却
の

観
点
で
厳
し
く
な
り
，
外
部
電
源
が
あ
る
場
合
を
包
含

す
る
条
件
と
し
て
，
再
循
環
ポ
ン
プ
ト
リ
ッ
プ
は
原
子

炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
２
）
に
て
発
生
す
る
も
の
と
し
て

設
定
。

機
器

条
件

逃
が

し
安
全
弁

逃
が
し
弁
機
能

逃
が
し
弁
機
能

安
全
弁
機
能

逃
が
し
安
全
弁
の
逃
が
し
弁
機
能
に
て
,原

子
炉
冷
却
材

圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
過
度
の
圧
力
上
昇
を
抑
え
る
。

格
納

容
器
フ
ィ
ル
タ

ベ
ン

ト
系

第
一
弁
全
開

格
納
容
器
二
次
隔
離
弁
70
%開

度
第
二
弁
全
開

運
用
の
違
い
。

島
根
２
号
炉
に
お
い
て
は
，
格
納
容
器
ベ
ン
ト
実
施
時

に
は
格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
の
第
一
弁
を
全
開

す
る
運
用
と
し
て
い
る
。

格
納

容
器
代
替
ス
プ

レ
イ

系
に
よ
る
原
子

炉
格

納
容
器
冷
却

使
用
し
な
い

使
用
す
る
（
常
設
）

使
用
す
る
（
常
設

）

外
部
水
源
に
よ
る
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
を
実
施
す
る
場

合
，
ス
プ
レ
イ
実
施
以
降
の
炉
心
損
傷
の
発
生
を
想
定

す
る
と
，
格
納
容
器
内
の
保
有
水
量
の
観
点
か
ら
，
ス

プ
レ
イ
を
実
施
し
な
い
場
合
に
比
べ
，
格
納
容
器
ベ
ン

ト
ま
で
の
時
間
が
短
く
な
る
。
 島

根
２
号
炉
は
，
ベ
ン

ト
遅
延
効
果
を
図
る
た
め
，
残
留
熱
除
去
系
の
復
旧
が

期
待
で
き
な
い
場
合
は
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
に

よ
る
格
納
容
器
冷
却
操
作
を
実
施
し
な
い
。

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）

に
て
原
子
炉
注
水
を
実
施
。

高
圧
炉
心
注
水
系
に
て
原
子
炉
注
水

を
実
施
。

低
圧
代
替
注
水
系

（
常
設
）
に
て
原

子
炉
注
水
を
実
施

。

低
圧
で
注
水
可
能
な
系
統
と
し
て
，
高
圧
炉
心
ス
プ
レ

イ
系
，
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
又
は
Ｃ
－
残
留
熱
除
去

系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
に
期
待
す
る
こ
と
も
可
能
で

あ
る
が
，
原
子
炉
減
圧
時
の
水
位
回
復
性
能
を
確
認
す

る
観
点
で
，
注
水
流
量
の
小
さ
い
低
圧
原
子
炉
代
替
注

水
系
（
常
設
）
に
期
待
し
た
評
価
と
し
て
い
る
。

補43-5 補43-6

項
目

解
析

コ
ー

ド

原
子

炉
減

圧
後

の
原
子
炉
注
水
手

段
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（
５
）
原
子
炉

停
止

機
能

喪
失

島
根
２

号
炉

柏
崎

6/
7

東
海
第

二
理

由

Ｒ
Ｅ

Ｄ
Ｙ

／
Ｓ

Ｃ
Ａ

Ｔ
Ｒ

Ｅ
Ｄ

Ｙ
／

Ｓ
Ｃ

Ａ
Ｔ

Ｒ
Ｅ

Ｄ
Ｙ

／
Ｓ

Ｃ
Ａ

Ｔ
相

違
点

は
な

い
。

炉
心

流
量

10
0%

流
量

10
0%

流
量

85
%流

量
プ

ラ
ン

ト
設

計
の

ベ
ー

ス
と

な
る

定
格

炉
心

流
量

を
設

定
。

低
炉

心
流

量
の

影
響

は
感

度
解

析
で

確
認

。

燃
料

及
び

炉
心

９
×

９
 燃

料
（

Ａ
型

）
及

び
Ｍ

Ｏ
Ｘ

 燃
料

22
8 

体
を
装

荷
し

た
平

衡
炉

心
９

×
９

 燃
料

（
Ａ

型
）

９
×

９
 燃

料
（

Ａ
型

）
島

根
２

号
炉

は
，

Ｍ
Ｏ

Ｘ
適

用
プ

ラ
ン

ト
で

あ
り

，
圧

力
上

昇
に

よ
る

ボ
イ

ド
の

減
少

に
よ

り
印

加
さ

れ
る

正
の

反
応

度
を

厳
し

く
評

価
す

る
た

め
。

自
動

減
圧

系
の

自
動
起

動
阻

止
操

作
事

象
発

生
６

分
後

原
子

炉
水

位
低

（
レ

ベ
ル

１
）

到
達

後
30

秒
以

内
事

象
発

生
４

分
後

島
根

２
号

炉
及

び
東

海
第

二
は

手
順

に
従

い
，

原
子

炉
停

止
機

能
喪

失
を

確
認

し
た

場
合

に
Ａ

Ｄ
Ｓ

の
自

動
起

動
を

阻
止

す
る

こ
と

と
し

て
お

り
，

プ
ラ

ン
ト

状
況

判
断

に
か

か
る

想
定

時
間

が
相

違
し

て
い

る
。

ほ
う

酸
水

注
入

系
運
転

操
作

事
象

発
生

11
.6

分
後

事
象

発
生

11
分

後
事

象
発

生
６

分
後

東
海

第
二

は
Ａ

Ｄ
Ｓ

作
動

阻
止

操
作

終
了

後
，

ほ
う

酸
水

注
入

系
起

動
に

要
す

る
時

間
を

考
慮

し
て

事
象

発
生

６
分

後
と

し
て

い
る

が
，

島
根

２
号

炉
は

ス
ク

ラ
ム

失
敗

確
認

し
た

後
か

ら
運

転
余

裕
時

間
10

分
を

考
慮

し
て

設
定

し
て

い
る

。

残
留

熱
除

去
系

（
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン
・

プ
ー

ル
水

冷
却
モ

ー
ド

）
運

転
操
作

事
象

発
生

11
.6

分
後

事
象

発
生

10
.7

分
後

事
象

発
生

17
分

後

島
根

２
号

炉
及

び
柏

崎
6/

7は
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

水
温

度
49

℃
を

確
認

し
た

後
か

ら
運

転
余

裕
時

間
10

分
を

考
慮

し
て

い
る

。
島

根
２

号
炉

と
東

海
第

二
で

は
Ｌ

Ｐ
Ｃ

Ｉ
優

先
の

イ
ン

タ
ー

ロ
ッ

ク
の

継
続

時
間

が
異

な
る

た
め

，
運

転
余

裕
時

間
が

異
な

る
。

項
目

解
析

コ
ー

ド

初
期
条
件

操
作
条
件

補43-7
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（
６

）
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
時

注
水

機
能

喪
失

島
根

２
号

炉
柏

崎
6
/
7

東
海

第
二

理
由

解
析

コ
ー

ド
Ｓ

Ａ
Ｆ

Ｅ
Ｒ

／
Ｍ

Ａ
Ａ

Ｐ
Ｓ

Ａ
Ｆ

Ｅ
Ｒ

・
Ｃ

Ｈ
Ａ

Ｓ
Ｔ

Ｅ
／

Ｍ
Ａ

Ａ
Ｐ

Ｓ
Ａ

Ｆ
Ｅ

Ｒ
／

Ｍ
Ａ

Ａ
Ｐ

本
重

要
事

故
シ

ー
ケ

ン
ス

で
は

，
Ｓ

Ａ
Ｆ

Ｅ
Ｒ

コ
ー

ド
に

よ
る

燃
料

被
覆

管
温

度
の

評
価

結
果

は
，

燃
料

被
覆

管
の

破
裂

判
断

基
準

に
対

し
て

十
分

な
余

裕
が

あ
る

こ
と

か
ら

，
輻

射
に

よ
る

影
響

が
詳

細
に

考
慮

さ
れ

る
Ｃ

Ｈ
Ａ

Ｓ
Ｔ

Ｅ
コ

ー
ド

は
使

用
し

な
い

。

事
故

条
件

起
因

事
象

再
循

環
ポ

ン
プ

吸
込

み
側

配
管

の
破

断

破
断

面
積

は
約

3
.
1
c
m
2

原
子

炉
圧

力
容

器
下

部
の

ド
レ

ン
配

管
の

破
断

破
断

面
積

１
c
m
2

再
循

環
系

配
管

（
出

口
ノ

ズ
ル

）
の

破
断

破
断

面
積

3
.
7
c
m
2

中
小

破
断

Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ

に
対

す
る

条
件

を
下

記
に

基
づ

き
設

定
。

・
破

断
箇

所
は

，
冷

却
材

の
流

出
流

量
が

大
き

く
な

る
た

め
炉

心
冷

却
の

観
点

で
厳

し
い

液
相

部
配

管
と

し
，

液
相

部
配

管
は

シ
ュ

ラ
ウ

ド
内

外
で

燃
料

被
覆

管
温

度
及

び
事

象
進

展
に

有
意

な
差

が
な

い
こ

と
か

ら
，

原
子

炉
圧

力
容

器
に

接
続

さ
れ

る
配

管
の

中
で

接
続

位
置

が
低

く
最

大
口

径
と

な
る

配
管

を
選

定
（

型
式

の
相

違
に

よ
り

Ａ
Ｂ

Ｗ
Ｒ

で
あ

る
柏

﨑
6
/
7
と

は
破

断
を

想
定

す
る

箇
所

が
異

な
る

）
・

破
断

面
積

は
炉

心
損

傷
防

止
対

策
の

有
効

性
を

確
認

す
る

上
で

，
事

故
シ

ー
ケ

ン
ス

グ
ル

ー
プ

「
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
時

注
水

機
能

喪
失

」
の

事
象

進
展

の
特

徴
を

代
表

で
き

る
破

断

面
積

と
し

て
3
.
1
c
m
2
 
を

設
定

外
部

電
源

外
部

電
源

な
し

（
再

循
環

ポ
ン

プ
ト

リ
ッ

プ
は

原
子

炉
水

位
低

（
レ

ベ
ル

２
）

）

外
部

電
源

な
し

（
再

循
環

ポ
ン

プ
ト

リ
ッ

プ
は

事
象

発
生

と
同

時
）

外
部

電
源

な
し

（
再

循
環

系
ポ

ン
プ

ト
リ

ッ
プ

は
原

子
炉

水
位

異
常

低
下

（
レ

ベ
ル

２
）

）

外
部

電
源

な
し

の
場

合
は

給
復

水
系

に
よ

る
給

水
が

な
く

，
原

子
炉

水
位

の
低

下
が

早
く

な
る

こ
と

か
ら

，
外

部
電

源
な

し
を

設
定

ま
た

，
原

子
炉

ス
ク

ラ
ム

ま
で

の
炉

心
の

冷
却

の
観

点
で

厳
し

く
な

り
，

外
部

電
源

が
あ

る
場

合
を

包
含

す
る

条
件

と
し

て
，

再
循

環
ポ

ン
プ

ト
リ

ッ
プ

は
原

子
炉

水
位

低
（

レ
ベ

ル
２

）
に

て
発

生
す

る
も

の
と

し
て

設
定

機
器

条
件

逃
が

し
安

全
弁

逃
が

し
弁

機
能

逃
が

し
弁

機
能

安
全

弁
機

能
逃

が
し

安
全

弁
の

逃
が

し
弁

機
能

に
て

,
原

子
炉

冷
却

材
圧

力
バ

ウ
ン

ダ
リ

の
過

度
の

圧
力

上
昇

を
抑

え
る

。

格
納

容
器

フ
ィ

ル
タ

ベ
ン

ト
系

格
納

容
器

隔
離

弁
を

全
開

操
作

格
納

容
器

二
次

隔
離

弁
の

中
間

開
操

作
（

流
路

面
積

7
0
%
開

）
第

二
弁

全
開

運
用

の
違

い
。

島
根

２
号

炉
に

お
い

て
は

，
格

納
容

器
ベ

ン
ト

実
施

時
に

は
格

納
容

器
フ

ィ
ル

タ
ベ

ン
ト

系
の

第
一

弁
を

全
開

す
る

運
用

と
し

て
い

る
。

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ

系
に

よ
る

原
子

炉
格

納
容

器
冷

却

使
用

し
な

い
使

用
す

る
（

常
設

）
使

用
す

る
（

常
設

）

外
部

水
源

に
よ

る
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
を

実
施

す
る

場
合

，
ス

プ
レ

イ
実

施
以

降
の

炉
心

損
傷

の
発

生
を

想
定

す
る

と
，

格
納

容
器

内
の

保
有

水
量

の
観

点
か

ら
，

ス
プ

レ
イ

を
実

施
し

な
い

場
合

に
比

べ
，

格
納

容
器

ベ
ン

ト
ま

で
の

時
間

が
短

く
な

る
。

 
島

根
２

号
炉

は
，

ベ
ン

ト
遅

延
効

果
を

図
る

た
め

，
残

留
熱

除
去

系
の

復
旧

が
期

待
で

き
な

い
場

合
は

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ

系
に

よ
る

格
納

容
器

冷
却

操
作

を
実

施
し

な
い

。

操
作

条
件

逃
が

し
安

全
弁

に
よ

る
原

子
炉

急
速

減
圧

操
作

事
象

発
生

か
ら

3
0
分

後
事

象
発

生
か

ら
約

1
4
分

後
事

象
発

生
か

ら
2
5
分

後
設

定
時

間
は

異
な

る
も

の
の

，
操

作
時

間
の

積
み

上
げ

に
基

づ
き

設
定

し
て

い
る

と
い

う
点

で
は

相
違

点
は

な
い

。

項
目

補43-8
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（
７

）
格

納
容

器
バ

イ
パ

ス
（

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

イ
ス

シ
ス

テ
ム

Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ

）

島
根

２
号

炉
柏

崎
6
/
7

東
海

第
二

理
由

解
析

コ
ー

ド
Ｓ

Ａ
Ｆ

Ｅ
Ｒ

Ｓ
Ａ

Ｆ
Ｅ

Ｒ
Ｓ

Ａ
Ｆ

Ｅ
Ｒ

相
違

点
は

な
い

。

事
故

条
件

起
因

事
象

残
留

熱
除

去
系

（
低

圧
注

水
モ

ー
ド

）
の

破
断

破
断

面
積

残
留

熱
除

去
系

熱
交

換
器

フ
ラ

ン
ジ

部
：

1
6
c
m
2

残
留

熱
除

去
系

機
器

等
：

１

c
m
2

高
圧

炉
心

注
水

系
の

吸
込

配
管

の
破

断

破
断

面
積

：
1
0
c
m
2

残
留

熱
除

去
系

Ｂ
系

熱
交

換
器

フ
ラ

ン
ジ

の
破

断

破
断

面
積

：
2
1
c
m
2

構
造

健
全

性
評

価
の

結
果

に
基

づ
き

破
断

面
積

を
設

定
し

て
い

る
と

い
う

点
で

は
相

違
点

は
な

い
。

外
部

電
源

外
部

電
源

な
し

外
部

電
源

な
し

外
部

電
源

な
し

外
部

電
源

な
し

の
場

合
は

給
復

水
系

に
よ

る
給

水
が

な
く

，
原

子
炉

水
位

の
低

下
が

早
く

な
る

こ
と

か
ら

，
外

部
電

源
な

し
を

設
定

ま
た

，
原

子
炉

ス
ク

ラ
ム

ま
で

の
炉

心
の

冷
却

の
観

点
で

厳
し

く
な

り
，

外
部

電
源

が
あ

る
場

合
を

包
含

す
る

条
件

と
し

て
，

再
循

環
ポ

ン
プ

ト
リ

ッ
プ

は
原

子
炉

水
位

低
（

レ
ベ

ル
２

）
に

て
発

生
す

る
も

の
と

し
て

設
定

機
器

条
件

逃
が

し
安

全
弁

逃
が

し
弁

機
能

逃
が

し
弁

機
能

安
全

弁
機

能
逃

が
し

安
全

弁
の

逃
が

し
弁

機
能

に
て

,
原

子
炉

冷
却

材
圧

力
バ

ウ
ン

ダ
リ

の
過

度
の

圧
力

上
昇

を
抑

え
る

。

操
作

条
件

逃
が

し
安

全
弁

に
よ

る
原

子
炉

急
速

減
圧

操
作

事
象

発
生

か
ら

3
0
分

後
事

象
発

生
か

ら
約

1
5
分

後
事

象
発

生
か

ら
1
5
分

後
設

定
時

間
は

異
な

る
も

の
の

，
操

作
時

間
の

積
み

上
げ

に
基

づ
き

設
定

し
て

い
る

と
い

う
点

で
は

相
違

点
は

な
い

。

破
断

箇
所

隔
離

操
作

事
象

発
生

か
ら

1
0
時

間
後

事
象

発
生

か
ら

４
時

間
後

事
象

発
生

か
ら

５
時

間
後

設
定

時
間

は
異

な
る

も
の

の
，

作
業

環
境

（
最

大
約

4
4
℃

）
を

考
慮

し
，

現
場

移
動

及
び

操
作

に
要

す
る

時
間

を
考

慮
し

て
設

定
し

て
い

る
と

い
う

点
で

は
相

違
点

は
な

い
。

破
断

箇
所

か
ら

の
漏

え
い

水
の

温
度

抑
制

操
作

残
留

熱
除

去
系

を
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

水
冷

却
モ

ー
ド

運
転

か
ら

原
子

炉
停

止
時

冷
却

モ
ー

ド
運

転
に

切
替

え
を

実
施

実
施

し
な

い
実

施
し

な
い

破
断

箇
所

か
ら

の
漏

え
い

水
の

温
度

を
抑

制
し

，
早

期
に

現
場

の
環

境
を

改
善

す
る

た
め

の
操

作
と

し
て

実
施

。

項
目

補43-9
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２
．

燃
料

プ
ー

ル
に

お
け

る
重

大
事

故
に

至
る

お
そ

れ
が

あ
る

事
故

（
１

）
想

定
事

故
１

島
根

２
号

炉
柏

崎
6
/
7

東
海

第
二

理
由

操
作

条
件

燃
料

プ
ー

ル
ス

プ
レ

イ
系

に
よ

る
燃

料
プ

ー
ル

へ
の

注
水

事
象

発
生

か
ら

約
7
.
9
時

間
後

事
象

発
生

か
ら

1
2
時

間
後

事
象

発
生

か
ら

8
時

間
後

島
根

２
号

炉
は

，
燃

料
プ

ー
ル

ス
プ

レ
イ

系
に

よ
る

注
水

準
備

が
事

象
発

生
か

ら
２

時
間

3
0
分

後
ま

で
に

完
了

す
る

こ
と

か
ら

，
燃

料
プ

ー
ル

水
温

度
が

1
0
0
℃

に
到

達
し

，
燃

料
プ

ー
ル

水
位

が
低

下
し

始
め

る
事

象
発

生
か

ら
約

7
.
9
時

間
後

に
注

水
を

開
始

す
る

操
作

条
件

と
な

っ
て

い
る

。
こ

の
た

め
，

燃
料

プ
ー

ル
水

位
は

通
常

水
位

を
維

持
す

る
結

果
と

な
っ

て
い

る
。

な
お

，
有

効
性

評
価

で
は

燃
料

プ
ー

ル
ス

プ
レ

イ
系

（
常

設
ス

プ
レ

イ
ヘ

ッ
ダ

使
用

）
に

よ
る

注
水

を
想

定
し

て
い

る
が

，
燃

料
プ

ー
ル

ス
プ

レ
イ

系
（

可
搬

型
ス

プ
レ

イ
ノ

ズ
ル

使
用

）
の

場
合

で
も

，
燃

料
プ

ー
ル

水
温

度
が

1
0
0
℃

に
到

達
す

る
前

に
注

水
準

備
が

完
了

す
る

。
柏

崎
6
/
7
は

，
事

象
発

生
か

ら
1
2
時

間
後

の
注

水
に

対
し

プ
ー

ル
水

温
度

1
0
0
℃

到
達

が
約

7
時

間
後

と
な

り
，

東
海

第
二

は
，

事
象

発
生

か
ら

８
時

間
後

の
注

水
に

対
し

プ
ー

ル
水

温
度

1
0
0
℃

到
達

が
約

5
.
1
時

間
後

と
な

る
た

め
，

燃
料

プ
ー

ル
水

位
の

低
下

が
生

じ
る

。

（
２

）
想

定
事

故
２

島
根

２
号

炉
柏

崎
6
/
7

東
海

第
二

理
由

配
管

破
断

（
損

傷
）

の
想

定
残

留
熱

除
去

系
配

管
の

全
周

破
断

残
留

熱
除

去
系

配
管

の
配

管
内

径
の

1
/
2
の

長
さ

と
配

管
肉

厚
の

1
/
2
の

幅
を

有
す

る
貫

通
ク

ラ
ッ

ク
に

よ
る

損
傷

燃
料

プ
ー

ル
冷

却
浄

化
系

配
管

の
破

断
島

根
２

号
炉

は
，

燃
料

プ
ー

ル
水

位
（

N
W
L
）

と
破

断
箇

所
で

の
水

頭
差

及
び

配
管

圧
損

を
考

慮
し

，
事

故
発

生
時

に
お

け
る

流
出

量
を

評
価

し
た

結
果

か
ら

設
定

。

漏
え

い
に

よ
る

燃
料

プ
ー

ル
水

位
の

低
下

事
象

発
生

と
同

時
に

通
常

水
位

か
ら

約
0
.
3
5
m
下

ま
で

低
下

－
事

象
発

生
と

同
時

に
通

常
水

位
か

ら
約

0
.
2
3
m
下

ま
で

低
下

サ
イ

フ
ォ

ン
現

象
に

よ
る

漏
え

い
量

－
約

7
0
m
3 /
h

－

操
作

条
件

燃
料

プ
ー

ル
ス

プ
レ

イ
系

に
よ

る
燃

料
プ

ー
ル

へ
の

注
水

事
象

発
生

か
ら

約
7
.
6
時

間
後

事
象

発
生

か
ら

1
2
時

間
後

事
象

発
生

か
ら

8
時

間
後

島
根

２
号

炉
は

，
燃

料
プ

ー
ル

ス
プ

レ
イ

系
に

よ
る

注
水

準
備

が
事

象
発

生
か

ら
２

時
間

3
0
分

後
ま

で
に

完
了

す
る

こ
と

か
ら

，
燃

料
プ

ー
ル

水
温

度
が

1
0
0
℃

に
到

達
し

，
燃

料
プ

ー
ル

水
位

が
低

下
し

始
め

る
事

象
発

生
か

ら
約

7
.
6
時

間
後

に
注

水
を

開
始

す
る

操
作

条
件

と
な

っ
て

い
る

。
こ

の
た

め
，

燃
料

プ
ー

ル
水

位
は

通
常

水
位

か
ら

約
0
.
3
5
m
下

を
維

持
す

る
結

果
と

な
っ

て
い

る
。

な
お

，
有

効
性

評
価

で
は

燃
料

プ
ー

ル
ス

プ
レ

イ
系

（
常

設
ス

プ
レ

イ
ヘ

ッ
ダ

使
用

）
に

よ
る

注
水

を
想

定
し

て
い

る
が

，
燃

料
プ

ー
ル

ス
プ

レ
イ

系
（

可
搬

型
ス

プ
レ

イ
ノ

ズ
ル

使
用

）
の

場
合

で
も

，
燃

料
プ

ー
ル

水
温

度
が

1
0
0
℃

に
到

達
す

る
前

に
注

水
準

備
が

完
了

す
る

。
柏

崎
6
/
7
は

，
事

象
発

生
か

ら
1
2
時

間
後

の
注

水
に

対
し

プ
ー

ル
水

温
度

1
0
0
℃

到
達

が
約

7
時

間
後

と
な

り
，

東
海

第
二

は
，

事
象

発
生

か
ら

８
時

間
後

の
注

水
に

対
し

プ
ー

ル
水

温
度

1
0
0
℃

到
達

が
約

5
.
0
時

間
後

と
な

る
た

め
，

燃
料

プ
ー

ル
水

位
の

低
下

が
生

じ
る

。

島
根

２
号

炉
は

，
サ

イ
フ

ォ
ン

ブ
レ

イ
ク

配
管

に
よ

り
，

サ
イ

フ
ォ

ン
現

象
に

よ
る

燃
料

プ
ー

ル
水

の
流

出
停

止
に

期
待

し
た

評
価

と
し

て
い

る
。

補43-10

項
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目
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３
．
運
転
停
止
中
の
原
子
炉
に
お
け
る
重
大
事
故
に
至
る
お
そ
れ
が
あ
る
事
故

（
１
）
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失

島
根
２
号
炉

柏
崎
6/

7
東
海
第
二

理
由

事
故
条
件

外
部
電
源

外
部
電
源
な
し

外
部
電
源
な
し

事
象
認
知
ま
で
：
外
部

電
源

あ
り

事
象
認
知
後
：
外
部
電

源
な

し
島

根
２

号
炉

は
，

外
部

電
源

の
有

無
は

,崩
壊

熱
除

去
機

能
の

喪
失

に
伴

う
原

子
炉

水
位

の
低

下
に

影
響

し
な

い
こ

と
か

ら
，

資
源

の
観

点
で

厳
し

い
外

部
電

源
な

し
を

設
定

し
て

い
る

。

操
作
条
件

残
留
熱
除
去
系

（
原
子
炉
停
止
時

冷
却
モ
ー
ド
）
に

よ
る
原
子
炉
除
熱

操
作

原
子
炉
水
位
回
復
か

ら
約
30

分
後

原
子
炉
水
位
回
復
か
ら
約
90

分
後

原
子
炉
水
位
回
復
か
ら

約
１

時
間

45
分
後

島
根

２
号

炉
は

，
残

留
熱

除
去

系
（

原
子

炉
停

止
時

冷
却

モ
ー

ド
）

の
起

動
に

原
子

炉
保

護
系

母
線

の
復

旧
が

不
要

で
あ

る
（

東
海

第
二

は
必

要
）

。
ま

た
，

島
根

２
号

炉
は

BW
R-
5で

あ
り

，
残

留
熱

除
去

系
（

原
子

炉
停

止
時

冷
却

モ
ー

ド
）

の
戻

り
水

が
再

循
環

配
管

に
流

入
す

る
設

計
の

た
め

，
原

子
炉

圧
力

容
器

へ
の

低
温

水
流

入
に

よ
る

過
度

な
熱

衝
撃

発
生

の
防

止
を

目
的

と
し

た
配

管
の

暖
気

運
転

は
実

施
し

な
い

（
直

接
RP
Vに

流
入

す
る

設
計

で
あ

る
AB
WR
の

KK
6/
7は

実
施

す
る

）
。

（
２
）
全
交
流
動
力
電
源
喪
失

島
根
２
号
炉

柏
崎
6/

7
東
海
第
二

理
由

常
設
代
替
交
流
電

源
設
備
か
ら
の
受

電
及
び
低
圧
原
子

炉
代
替
注
水
系

（
常
設
）
に
よ
る

原
子
炉
注
水
操
作

事
象
発
生
か
ら
２
時

間
後

事
象
発
生
か
ら
14

5分
後

事
象
発
生
か
ら
約
1.

1時
間

後
島

根
２

号
炉

は
，

常
設

代
替

交
流

電
源

設
備

か
ら

の
受

電
操

作
を

考
慮

し
，

事
象

発
生

か
ら

２
時

間
後

と
し

て
い

る
。

事
象

発
生

か
ら

約
0.
9時

間
後

に
原

子
炉

水
温

が
10
0℃

に
到

達
す

る
た

め
，

原
子

炉
水

位
が

低
下

し
た

後
に

原
子

炉
注

水
を

開
始

す
る

。
東

海
第

二
で

は
原

子
炉

水
位

が
低

下
す

る
前

に
低

圧
代

替
注

水
系

（
常

設
）

の
準

備
操

作
が

完
了

し
，

原
子

炉
水

位
が

低
下

し
始

め
る

事
象

発
生

か
ら

約
1.
1時

間
後

か
ら

注
水

を
開

始
す

る
。

こ
の

た
め

，
原

子
炉

水
位

は
維

持
さ

れ
る

。

原
子
炉
補
機
代
替

冷
却
系
を
介
し
た

残
留
熱
除
去
系

（
原
子
炉
停
止
時

冷
却
モ
ー
ド
）
に

よ
る
原
子
炉
除
熱

操
作

事
象
発
生
か
ら
10
時

間
後

事
象
発
生
か
ら
20

時
間
後

事
象
発
生
か
ら
４
時
間

10
分

後
島

根
２

号
炉

は
，

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

の
準

備
完

了
後

に
残

留
熱

除
去

系
に

よ
る

原
子

炉
除

熱
を

実
施

す
る

こ
と

と
し

て
い

る
。

補43-11

項
目

項
目

操
作
条
件
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（
３
）
原
子
炉
冷
却
材
の
流
出

島
根
２
号
炉

柏
崎
6/

7
東
海
第
二

理
由

起
因
事
象

残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ

ミ
ニ
マ
ム

フ
ロ
ー
弁
の
閉
操
作

忘
れ
の
人

的
過
誤
に
よ
る
原
子

炉
冷
却
材

の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン

・
チ
ェ
ン

バ
へ
の
流
出

残
留
熱
除
去
系
ポ
ン
プ
ミ
ニ
マ

ム
フ
ロ
ー
弁
の
閉
操
作
忘
れ
の

人
的
過
誤
に
よ
る
原
子
炉
冷
却

材
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ

ン
バ
へ
の
流
出

残
留
熱
除
去
系
停
止
時

冷
却

注
入

弁
の
開
操
作
が
不
十
分

な
状

態
で

残
留
熱
除
去
系
ポ
ン
プ

を
起

動
す

る
こ
と
に
よ
り
，
残
留

熱
除

去
系

ポ
ン
プ
ミ
ニ
マ
ム
フ
ロ

ー
弁

が
イ

ン
タ
ー
ロ
ッ
ク
に
よ
り

自
動

開
と

な
り
，
開
固
着
す
る
こ

と
に

よ
る

原
子
炉
冷
却
材
の
サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・
チ
ェ
ン
バ
へ
の
流

出

島
根

２
号

炉
は

，
人

的
過

誤
に

よ
る

ミ
ニ

マ
ム

フ
ロ

ー
弁

の
閉

操
作

忘
れ

を
想

定
。

東
海

第
二

は
，

イ
ン

タ
ー

ロ
ッ

ク
に

よ
る

ミ
ニ

マ
ム

フ
ロ

ー
弁

の
自

動
開

及
び

開
固

着
を

想
定

。

外
部
電
源

外
部
電
源
な
し

外
部
電
源
な
し

外
部
電
源
あ
り

島
根

２
号

炉
は

，
外

部
電

源
の

有
無

は
，

原
子

炉
冷

却
材

の
流

出
に

伴
う

原
子

炉
水

位
の

低
下

に
影

響
し

な
い

こ
と

か
ら

，
資

源
の

観
点

で
厳

し
い

外
部

電
源

な
し

を
設

定
し

て
い

る
。

東
海

第
二

は
，

外
部

電
源

が
な

い
場

合
，

原
子

炉
保

護
系

電
源

の
喪

失
に

よ
り

残
留

熱
除

去
系

（
原

子
炉

停
止

時
冷

却
系

）
の

ポ
ン

プ
吸

込
ラ

イ
ン

の
格

納
容

器
隔

離
弁

が
閉

と
な

り
，

原
子

炉
冷

却
材

流
出

が
停

止
す

る
こ

と
か

ら
，

原
子

炉
冷

却
材

の
流

出
の

観
点

で
厳

し
い

外
部

電
源

あ
り

を
設

定
し

て
い

る
。

な
お

島
根

２
号

炉
で

は
，

外
部

電
源

の
喪

失
に

よ
る

原
子

炉
格

納
容

器
隔

離
弁

の
閉

弁
は

発
生

し
な

い
。

操
作
条
件

流
出
箇
所
の
隔
離

原
子
炉
へ
の
注
水
開
始
前

原
子
炉
へ
の
注
水
開
始
前

原
子
炉
へ
の
注
水
開
始

後
島

根
２

号
炉

は
，

漏
え

い
箇

所
の

隔
離

操
作

実
施

後
に

原
子

炉
に

注
水

す
る

手
順

と
し

て
い

る
。

補43-11 補43-12

項
目

事
故
条
件
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（
４
）
反
応
度
の
誤
投
入

島
根
２
号
炉

柏
崎
6/

7
東
海
第
二

理
由

AP
EX
/
SC
A
T（

RI
A用

）
AP

E
X

AP
EX

/S
CA

T（
RI

A用
）

島
根

２
号

炉
，

東
海

第
二

は
投

入
さ

れ
る

反
応

度
が

１
ド

ル
を

超
え

る
た

め
，

SC
AT
（

RI
A用

）
を

用
い

て
燃

料
エ

ン
タ

ル
ピ

の
評

価
を

実
施

。

解
析
条
件

制
御
棒
引
抜
阻
止

期
待
し
な
い

原
子
炉
周
期
短
信
号
（
原
子
炉

周
期
2
0秒

）
期
待
し
な
い

島
根

２
号

炉
は

，
中

間
領

域
計

装
の

中
性

子
束

高
信

号
（

各
レ

ン
ジ

フ
ル

ス
ケ

ー
ル

の
90
%）

に
よ

る
制

御
棒

引
抜

阻
止

に
は

保
守

的
に

期
待

し
て

い
な

い
。

な
お

，
制

御
棒

引
抜

阻
止

に
期

待
し

た
場

合
，

中
性

子
束

高
信

号
（

各
レ

ン
ジ

フ
ル

ス
ケ

ー
ル

の
90
%）

が
発

信
す

る
と

制
御

棒
引

抜
が

停
止

す
る

。
た

だ
し

，
本

評
価

で
は

制
御

棒
の

誤
引

抜
に

よ
り

反
応

度
が

急
激

に
投

入
さ

れ
る

た
め

，
中

性
子

束
高

信
号

（
各

レ
ン

ジ
フ

ル
ス

ケ
ー

ル
の

90
%）

と
中

性
子

束
高

信
号

（
各

レ
ン

ジ
フ

ル
ス

ケ
ー

ル
の

95
%）

に
よ

る
ス

ク
ラ

ム
信

号
が

ほ
ぼ

同
時

に
発

信
す

る
た

め
，

制
御

棒
引

抜
阻

止
に

期
待

し
た

場
合

で
も

評
価

項
目

に
与

え
る

影
響

は
ほ

と
ん

ど
な

い
。

機
器
条
件

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム

信
号

中
間
領
域
計
装
の
中

性
子
束
高

（
各
レ
ン
ジ
フ
ル
ス

ケ
ー
ル
の

95
%
)

起
動
領
域
計
装
の
原
子
炉
出
力

ペ
リ
オ
ド
短
（
10

秒
）

起
動
領
域
モ
ニ
タ
の
原

子
炉

周
期

短
（
原
子
炉
周
期
10

秒
）

島
根

２
号

炉
は

，
原

子
炉

周
期

短
に

よ
る

原
子

炉
ス

ク
ラ

ム
信

号
の

イ
ン

タ
ー

ロ
ッ

ク
が

な
い

（
警

報
の

み
）

た
め

，
中

間
領

域
計

装
の

中
性

子
束

高
信

号
（

各
レ

ン
ジ

フ
ル

ス
ケ

ー
ル

の
95
%）

で
ス

ク
ラ

ム
す

る
。

補43-13

項
目

解
析
コ
ー
ド

補43-12
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補 44-1 

44. ベント実施までの格納容器スプレイの運用について

（１）格納容器スプレイの運用

残留熱除去系による格納容器スプレイが実施できない場合に，外部水源を

用いた格納容器代替スプレイ系による格納容器スプレイを実施する。 

炉心損傷なしの場合と炉心損傷ありの場合で，格納容器スプレイの起動・

停止基準は異なる運用としている。炉心損傷なしの場合は，格納容器内に放

射性物質の放出がないことから，格納容器最高使用温度・圧力の範囲内で実

施する。一方，炉心損傷ありの場合は，格納容器内に大量の放射性物質の放

出が想定されることから，環境への放射性物質の放出を極力遅らせるため，

格納容器限界温度・圧力の範囲内で実施する。 

第１表に格納容器スプレイの起動・停止判断基準を示す。 

第１表 格納容器代替スプレイ系による格納容器スプレイ起動・停止判断基準 

炉心損傷前 炉心損傷後 

起

動 

・格納容器圧力 384kPa 以上及び残留熱

除去系又は残留熱代替除去系の早期復

旧見込みがある場合

（最高使用圧力の 0.9 倍） 

（334kPa～384kPa の範囲で制御） 

・ドライウェル温度 171℃接近及び残留

熱除去系又は残留熱代替除去系の早期

復旧見込みがある場合

(150℃～171℃の範囲で制御)

・格納容器圧力 640kPa 以上

（最高使用圧力の 1.5 倍）

（588kPa～640kPa の範囲で制御）

・ドライウェル温度 190℃接近

(171℃～190℃の範囲で制御)

停

止 

・サプレッション・プール水位 4.9m 到達 

（真空破壊弁位置） 

・外部水源からの総注水量 4,000m3到達

（ベント管-1m）

（２）炉心損傷前の格納容器スプレイ

炉心損傷前に外部水源による格納容器スプレイを行った以降，炉心損傷が

発生した場合には，格納容器スプレイの実施による格納容器ベントの遅延時

間が短くなることが考えられる。このため，炉心損傷前の格納容器スプレイ

の実施は極力控え，炉心損傷に備えて，外部水源からの格納容器への注水量

を抑えることを基本とする。 

なお，残留熱除去系又は残留熱代替除去系（以下，「残留熱除去系等」と

いう。）の早期復旧が見込まれる場合は，格納容器スプレイにより格納容器

ベントの遅延を図り，残留熱除去系等復旧後，格納容器の除熱を行うことで

格納容器ベントを回避する。 

以下に，第１表における炉心損傷前の格納容器スプレイの実施判断基準の
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補 44-2 

うち，残留熱除去系等の早期復旧見込みの判断の考え方を示す。 

残留熱除去系等の早期復旧見込み有無の判断の一例を示すため，「高圧・

低圧注水機能喪失」において，残留熱除去系等の早期復旧見込みがあると判

断し，格納容器スプレイを行った場合の解析を実施した。格納容器圧力の推

移を第１図に示す。 

第１図に示すとおり，格納容器代替スプレイ系の実施基準である格納容器

圧力 384kPa 到達は事象発生から約 22 時間となり，この時点から格納容器ス

プレイを実施した場合に，停止基準となるサプレッション・プール水位 4.9m

到達は約 30 時間後となる。 

この場合，事象発生から約 22 時間後の時点において，残留熱除去系等の

早期復旧見込み有無の判断を行う必要がある。約 22 時間後の残留熱除去系

等の復旧作業の状況を確認し，事象発生から 30 時間までに復旧が見込める

場合は，早期復旧見込みありと判断して，格納容器スプレイを実施する。ま

た，残留熱除去系等の早期復旧見込み有無の判断を行う際には，第２表に示

す残留熱除去系の復旧手順の項目毎の復旧時間を参考とする。なお，復旧に

ついては，復旧可能な要員の確保が出来次第実施することとしている。 

仮に，約 22 時間の時点において，残留熱除去系等の早期復旧見込みがあ

ると判断して，その後約 30 時間までに復旧できなかったとしても，第１図

に示すとおり，格納容器圧力が 427kPa[gage]到達時に，格納容器フィルタ

ベント系による原子炉格納容器除熱が実施可能であることから，早期復旧見

込み有無の判断が評価項目に与える影響はない。 

第１図 格納容器スプレイを実施した場合の格納容器圧力の推移 

（高圧・低圧注水機能喪失） 

0

200

400

600

800

1000

0 10 20 30 40 50 60

事故後の時間(時)

PRB(2)

PRB(4)

MA47BNS2TQUVGJ7U000

格
納
容
器
圧
力

(kPa[gage])

格納容器圧力 427kPa[gage]到達にて

格納容器ベントを実施（約 31 時間） 

格納容器圧力 384kPa[gage]到達にて格

納容器代替スプレイを実施（約 22 時間） 

S/P 水位 4.9ｍ到達にて格納容器 

代替スプレイを停止（約 30 時間） 

ドライウェル 

サプレッション・チェンバ 

427kPa[gage] 
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補 44-3 

第２表 残留熱除去系復旧手順一覧 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

126



補 44-4 

(b) 残留熱除去系復旧手順

本手順では，機器の故障個所，復旧に要する時間等に応じて「恒久対策」，

「応急対策」，または「代替対策」のいずれかを選択する。 

具体的には，故障個所の特定と対策の選択を行い，故障個所に応じた復

旧手順にて復旧を行うものであり，手順書の記載例を第２図～第４図に示

す。 
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補 44-5 

第２図 残留熱除去系復旧手順（応急対策）（１／３） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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補 44-6 

第２図 残留熱除去系復旧手順（応急対策）（２／３） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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補 44-7 

第２図 残留熱除去系復旧手順（応急対策）（３／３） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第３図 残留熱除去系復旧手順（恒久対策）（１／３） 

  本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第３図 残留熱除去系復旧手順（恒久対策）（２／３） 

 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第３図 残留熱除去系復旧手順（恒久対策）（３／３） 

 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第４図 残留熱除去系復旧手順（代替対策）（１／２） 

 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第４図 残留熱除去系復旧手順（代替対策）（２／２） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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45．原子炉満水操作の概要について 

１． 不測事態「水位不明（Ｃ３）」からの満水操作 

水位不明又は水位不明判断曲線にて水位不明領域に入った場合は，原子炉

を急速減圧した後に満水操作を行う。 

原子炉水位をできるだけ高く維持するために，12個設置されている逃がし

安全弁のうち４個を開又は開確認し，給復水系，ＨＰＣＳ，ＬＰＣＳ，ＬＰ

ＣＩにて原子炉へ注水する。その後，原子炉圧力とサプレッション・チェン

バ圧力の差圧を  MPa以上とし，原子炉満水を確認する。これにより原子

炉水位が燃料棒有効長頂部以上であることを確認する。 

原子炉圧力とサプレッション・チェンバ圧力の差圧を  MPa以上に維持

できない場合は逃がし安全弁の開個数を減らし（最小１弁）差圧を  MPa

以上に維持する。  MPa以上に維持できない場合は他の代替手段で満水を

確認する。 

本満水操作は，原子炉を急速減圧した後，低圧状態で原子炉への注水を行

う操作であり，逃がし安全弁１個以上を開保持し，満水確認に必要な差圧を

確保する手順としている。また，満水確認に際しては，ＬＰＣＳやＬＰＣＩ

といった低圧注水系統を使用し，逃がし安全弁の開個数と注水系統数，注水

流量を調整することにより，必要な差圧を確保したうえで，出来るかぎり低

い原子炉圧力に維持する手順としているため，原子炉を過圧するおそれはな

い。 

なお，低圧注水系統にて満水確認ができない場合には，高圧注水系統を用

いるが，この場合も低圧注水系統と同様な手順としているため，原子炉を過

圧するおそれはない。高圧注水系統を用いた満水操作時においても逃がし安

全弁１個以上を開保持するが，万一，原子炉が加圧された場合，残りの逃が

し安全弁の開設定圧力に到達した時点で自動開することから，原子炉を過圧

するおそれはない。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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【水位不明確認項目】 

(1)原子炉水位計の電源が喪失した場合

(2)原子炉水位計の指示に「バラツキ」があり燃料棒有効長頂部以上が判定で

きない場合

(3)ドライウェル空間部温度が、原子炉圧力容器飽和温度制限値に達した場合

（不測事態「水位不明（Ｃ３）」の中で規定する水位不明判断曲線で水位

不明領域に入る場合）

(4)凝縮槽液相部温度と気相部温度がほぼ一致し，有意な差が認められない場

合

不測事態「水位不明（Ｃ３）」水位不明判断曲線 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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２．満水操作フロー概要 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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【原子炉満水確認方法】 

原子炉満水判断の概略図 

LOCA時及び代替注水設備を使用しての注水時等，原子炉とサプレッショ

ン・チェンバ間の差圧を  MPa以上に確保できない場合の原子炉満水状態

の確認方法としては，以下により行うこと。 

① 開放逃がし安全弁排気管に設置されている温度計の指示値を，温度

記録計にて確認する。

この開放逃がし安全弁排気管温度が原子炉本体の水温とほぼ同一で

あり，かつ，他の逃がし安全弁排気管温度と有意な差があることを確

認する。

これにより，原子炉へ注入された流体は開放逃がし安全弁及び排気管

を経由して，サプレッション・チェンバへ移送されていることが確認

でき，また，原子炉水位は主蒸気管ノズルレベル以上に確保されてい

る。

② ポンプ追加起動により炉圧が上昇すれば原子炉は満水状態であり，原

子炉圧力が変化しなければ満水していないと予想される。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

Ｐ 

原子炉 

圧力計 

主蒸気隔離弁 

サプレッション・ 

チェンバへ流出 

逃がし安全弁 

原子炉圧力で原子炉水位が燃料棒有効長

頂部以上であることを把握。 

原子炉満水圧力  MPa以上 

主蒸気管 
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３. ＰＣＶ圧力制御（ＰＣ／Ｐ）からの満水操作

格納容器圧力が384kPa[gage]を超えた場合には原子炉を満水にすることによ

り直接，格納容器空間部へ熱が放出されることを防ぐ。更に，冷却水の注入に

よる破断口からの冷却水流出により格納容器内の蒸気が凝縮し，格納容器減圧

を促進する効果も期待する。 

原子炉水位をできるだけ高く維持するために逃がし安全弁１弁以上開または

開確認をして，高圧／低圧注水系または代替注水系にて注水を実施する。 

なお，１．に示した原子炉水位が不明となった場合の満水操作と同様に，原

子炉を過圧するおそれはない。 

４．満水操作フロー概要 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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46. ９×９燃料で評価することの代表性について

1． 燃料被覆管温度評価への影響の観点での９×９燃料で評価することの代表性

について

(1)９×９燃料とＭＯＸ燃料の崩壊熱の比較について

U-235及び Pu-239の崩壊熱の比較を図１に示す。短期的には，U-235の崩壊熱

の方が Pu-239の崩壊熱より大きい。炉心損傷防止対策の有効性評価では，燃料

被覆管最高温度は事象発生後１時間以内に発生していることから，有効性評価の

範囲においてはＭＯＸ燃料の評価はウラン燃料の評価に包絡されると考える。 

図１ 崩壊熱の比較 
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(2) 燃料形状・物性について

ＭＯＸ燃料と９×９燃料（A 型）の形状等の比較を表１に示す。ＭＯＸ燃料

は，９×９燃料（A 型）に比べて燃料棒が太径であるため，燃料被覆管の熱容

量が大きくなり，また，燃料棒線出力密度が同じである場合，燃料棒周長が長

いことから相対的に熱流束は小さくなる。一方，ＭＯＸ燃料は９×９燃料（A

型）に比べて燃料ペレット熱伝導率及び燃料ギャップ熱伝達係数が低いため，

初期保有熱量が大きくなる。 

原子炉注水機能が喪失し，炉心が露出することにより燃料被覆管温度が上昇

する事象では，事象が進展し，原子炉水位が低下し炉心が露出した際等の温度

上昇率は，燃料被覆管熱容量の違いによりＭＯＸ燃料の方が相対的に小さくな

る。更に，熱伝達係数が９×９燃料（A 型）とＭＯＸ燃料でほぼ同等であるこ

とから，燃料棒周長が長いＭＯＸ燃料の除熱量の方が大きくなる。すなわち，

崩壊熱の事象発生後の減衰を考えると，ＭＯＸ燃料の方が事象発生後早期に除

熱量が崩壊熱を上回るため温度低下が始まることとなる。一方，燃料の露出は

事象発生後 30分程度で発生しており，炉心は比較的長期間にわたり冠水状態で

冷却されるため，初期保有熱量の相違は結果にほとんど影響を及ぼさないと考

えられる。したがって，９×９燃料（A 型）とＭＯＸ燃料の初期線出力密度が

同じとして評価した場合，ＭＯＸ燃料の燃料被覆管温度評価は９×９燃料（A

型）の評価に包絡されると考える。 

 また，原子炉停止機能喪失時のような炉出力が高い状態で沸騰遷移により燃

料被覆管温度が上昇する事象では，初期線出力密度が同じである場合，熱流束

が小さく，燃料ギャップ熱伝達係数が小さいために冷却材への伝熱遅れが大き

いＭＯＸ燃料の方が相対的に燃料被覆管温度上昇率は小さくなる傾向となる。 

表１ ＭＯＸ燃料と９×９燃料（A型）の形状等の比較 

ＭＯＸ燃料 ９×９燃料(A型) 

燃料被覆管外径 約 12.3mm 約 11.2mm 

燃料被覆管厚さ 約 0.86mm 約 0.71mm 

(3) まとめ

上述より，９×９燃料（A型）の方がＭＯＸ燃料よりも崩壊熱が大きく，燃

料の冷却性や温度上昇の観点で厳しいことから，有効性評価においてはＭＯＸ

燃料の評価は９×９燃料（A型）の評価に包絡されるため，９×９燃料（A型）

の評価結果で代表しても問題はないと考える。 

142



補 46-3 

２．ＭＯＸ燃料を採用した場合の被ばく評価について 

「実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の有効

性評価に関する審査ガイド」に基づき実施した有効性評価において，被ばく評価

を実施しているが，その事象は，新たな燃料の破損を伴わない事象と新たな燃料

の破損を伴う事象に分類される。両事象において，ＭＯＸ燃料を採用した場合，

９×９燃料を採用した被ばく評価結果を上回らないことを確認した。従って，島

根２号炉における被ばく評価においては，希ガス及びよう素の大気中への放出量

及び被ばく線量を保守的に見積もる９×９燃料で代表して評価することとする。 

以下に，具体的な考え方を示す。(1)(2)(3) 
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(1) 新たな燃料の破損を伴わない事象 

本事象としては，事故シーケンスグループとして「高圧・低圧注水機能喪失」，

「全交流動力電源喪失」，「崩壊熱除去機能喪失」，「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」

及び「格納容器バイパス」が該当するが，これらの事象については，原子炉冷

却材中の核分裂生成物及び事故後の減圧に伴う燃料からの追加放出を仮定し

て被ばく評価を行っている。 

大気中に放出される核分裂生成物（希ガス及びよう素）の量は，運転上許容

される I-131の最大濃度及び追加放出量を設定し，これらを基に I-131以外の

核種について核分裂収率及び崩壊定数により算定する。 

ＭＯＸ燃料装荷時においても，運転上許容される I-131の最大濃度及び追加

放出量は９×９燃料装荷時と同等に設定し，ＭＯＸ燃料装荷率や燃料の燃焼状

態によらず，一定の値で制限することとしている。 

表２に示すとおり，９×９燃料の代表的核分裂性核種である U-235の核分裂

の場合の方が，ＭＯＸ燃料の代表的核分裂性核種である Pu-239の核分裂の場

合よりも I-131の核分裂収率に対する他の希ガス及びよう素の核分裂収率が相

対的に大きくなっている。 

従って，９×９燃料の方が，燃料から漏えいしたよう素の冷却材中濃度と燃

料からの希ガス及びよう素の追加放出量をより保守的に設定することになり，

大気中への放出量の評価として保守的となる。 

なお，島根２号炉は 1/3ＭＯＸ燃料装荷炉心であり，「発電用軽水型原子炉

施設に用いられる混合酸化物燃料について」（平成７年６月 19日 原子力安全

委員会了承）で示されたように，ＭＯＸ燃料の装荷率が 1/3程度であれば９×

９ウラン燃料装荷炉心と特性が大きく異なることはないとされている。 

また，「改良型沸騰水型原子炉における混合酸化物燃料の全炉心装荷につい

て」（平成 11年６月 28日 原子力安全委員会了承 一部改訂 平成 13年３月 29

日 原子力安全委員会）によると，ウランやプルトニウム等の核分裂寄与割合

は図２のとおり炉心毎に異なる。フルＭＯＸ－ＡＢＷＲにおいてはＭＯＸ燃料

の炉心装荷率を初装荷炉心で 1/3程度まで，取換炉心で全炉心までとしており，

ウラン燃料装荷炉心から全ＭＯＸ装荷炉心までの状態が存在することから，全

ＭＯＸ燃料装荷炉心では評価対象となる事象及び核種（希ガス，よう素）毎に，

U-235の核分裂収率を用いる場合とPu-239の核分裂収率を用いる場合とを比較

して判断基準に対してより保守的な結果を与える方の核分裂収率をそれぞれ

選択して用いることとしている。 
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表２ U-235及び Pu-239の核分裂収率 

核分裂生成物 

核分裂収率 

U-235

（％） 

I-131 の

値で規格化 

Pu-239 

（％） 

I-131 の

値で規格化 

I-131 2.84 1.0 3.74 1.0 

I-132 4.21 1.48 5.27 1.41 

I-133 6.77 2.38 6.93 1.85 

I-134 7.61 2.68 7.29 1.95 

I-135 6.41 2.26 6.31 1.69 

Kr-83m 0.53 0.19 0.29 0.08 

Kr-85m 1.31 0.46 0.55 0.15 

Kr-85 0.29 0.10 0.13 0.03 

Kr-87 2.54 0.89 0.95 0.25 

Kr-88 3.58 1.26 1.32 0.35 

Xe-131m 0.040 0.01 0.052 0.01 

Xe-133m 0.19 0.07 0.23 0.06 

Xe-133 6.77 2.38 6.97 1.86 

Xe-135m 1.06 0.37 1.56 0.42 

Xe-135 6.63 2.33 7.47 2.0 

Xe-138 6.28 2.21 4.89 1.31 

図２ ＡＢＷＲ平衡炉心における核分裂寄与割合例 

（出典「改良型沸騰水型原子炉における混合酸化物燃料の全炉心装荷について」） 
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(2) 燃料の破損を伴う事象

本事象としては，事故シーケンスグループとして「格納容器過圧・過温破損」

が該当するが，この事象については，炉心内の核分裂生成物の蓄積量を用い，

それが放出されるとして被ばく評価を行っている。炉内内蔵量は，ＯＲＩＧＥ

Ｎ２コードにより，運転履歴等を考慮した単位熱出力あたりの炉内内蔵量を計

算し，この結果に熱出力を乗じることにより求めている。ＯＲＩＧＥＮ２コー

ドによる炉内内蔵量計算条件を表３に，ＭＯＸ燃料及び９×９燃料の核種のう

ち被ばく評価上主要な核種である希ガス，よう素及び Csの単位熱出力あたり

の炉内内蔵量を表４に示す。 

希ガス，よう素及び Csについて９×９燃料炉心のほうが炉内内蔵量は多く

なる結果となる。ＭＯＸ燃料の代表的核分裂性核種である Pu-239と９×９燃

料の代表的核分裂性核種である U-235では，核分裂収率が若干異なり，希ガス

について Pu-239の核分裂生成物の核分裂収率の方がおおむね低くなり，よう

素及び Csについては Pu-239の核分裂収率の方がおおむね高くなる傾向がある

が，運転履歴を考慮した場合，９×９燃料炉心の方が運転期間が長いことから

よう素及び Csについても炉内内蔵量は多くなる結果となる。 

また，ＭＯＸ燃料を装荷した場合における被ばく評価においては，対象核種，

放出経路，想定事象，評価条件等の基本条件は９×９燃料を装荷した場合と変

わらず，環境へ放出された後の拡散手法もプラント構成によって変わるもので

はない。 

従って，現状の９×９燃料を採用した被ばく評価結果の方が，大気中への放

出量をより保守側に算定することとなり，ＭＯＸ燃料を採用した場合の被ばく

線量が，現状の被ばく線量を上回ることはない。 

表３ 炉内内蔵量計算条件 

９×９燃料 ＭＯＸ燃料 

原子炉熱出力 2,436MW 2,436MW 

原子炉運転時間 2,083日 1,667日 

サイクル数 ５ ４ 

計算コード ＯＲＩＧＥＮ２コード ＯＲＩＧＥＮ２コード 
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表４ ＭＯＸ燃料及び９×９燃料の単位熱出力あたりの炉内内蔵量 

[単位：Bq（Gross値）/MWt] 

希ガス よう素 Cs 

９×９燃料 約 6.6×1015 約 8.6×1015 約 3.4×1014 

ＭＯＸ燃料 約 6.0×1015 約 8.2×1015 約 2.2×1014 

９×９燃料／ＭＯＸ燃料 1.10 1.05 1.53 

参考文献 

(1) 沸騰水型原子力発電所 事故時の被ばく評価手法について 平成 16年１月 株式会社 日立

製作所

(2) 発電用軽水型原子炉施設に用いられる混合酸化物燃料について 平成７年６月 19日 原子

力安全委員会了承

(3) 改良型沸騰水型原子炉における混合酸化物燃料の全炉心装荷について 平成 11年６月 28

日 原子力安全委員会了承 一部改訂 平成 13年３月 29日 原子力安全委員会
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47.自動減圧機能及び代替自動減圧機能の論理回路について

（１）自動減圧機能の論理回路について

自動減圧機能は，設計基準事象（中小破断ＬＯＣＡ）の際に，自動的に原子

炉を減圧し，低圧炉心注水を促進させることを目的とした設備であり，事象条

件としては中小破断ＬＯＣＡ＋外部電源喪失＋高圧炉心スプレイ系の単一故障

を想定し,ドライウェル圧力高と原子炉水位低（レベル１，３）のＡＮＤ条件及

び残留熱除去ポンプ又は低圧炉心スプレイポンプ運転の場合に，自動減圧させ

ることができる設計としている。 

また，上記想定では，高圧炉心スプレイ系以外の非常用炉心冷却系（低圧Ｅ

ＣＣＳ）は作動するが，低圧ＥＣＣＳが全て作動しなかった場合は，減圧して

も冷却水が注入されずインベントリが急減する恐れがあることから，低圧ＥＣ

ＣＳポンプ１台以上が運転中であれば作動する回路とし，自動減圧までに１２

０秒の時間遅れをもたせ，自動減圧機能の阻止スイッチを設置することで，低

圧ＥＣＣＳが全て作動していない場合には，自動減圧を阻止する手順としてい

る。 

  逃がし安全弁用電磁弁の作動信号について，図１の逃がし安全弁Ｂの場合，

自動減圧機能の作動信号はＳＶ‐６Ｂ，７Ｂ弁に，手動減圧機能の作動信号は

ＳＶ‐５Ｂ弁に入力しており，電磁弁を共用しない設計とすることで自動減圧

機能は手動減圧機能に悪影響を及ぼさない設計としている。 

（２）代替自動減圧機能の論理回路について

代替自動減圧機能は，低圧ＥＣＣＳの多重故障も想定し，低圧ＥＣＣＳポン

プが全台故障している場合には減圧しないよう原子炉水位低（レベル１）及び

残留熱除去ポンプ又は低圧炉心スプレイポンプ運転の場合に，自動減圧させる

ことができる設計としている。 

逃がし安全弁用電磁弁の作動信号について，図１の逃がし安全弁Ｂの場合，

代替自動減圧機能の作動信号はＳＶ‐５Ｂ弁に，自動減圧機能の作動信号はＳ

Ｖ‐６Ｂ，７Ｂ弁に入力しており，電磁弁を共用しない設計とすることで代替

自動減圧機能は自動減圧機能に悪影響を及ぼさない設計としている。 

なお，ＴＱＵＸにおけるＳＲＶ手動開放失敗の想定については，手動操作の

不確実性を考慮しており，ＳＶ‐５Ｂ弁は健全性を有している想定としている。 

（３）低圧ＥＣＣＳポンプ運転信号の検出方法について

低圧ＥＣＣＳポンプ運転状態は，ポンプ遮断器「閉」信号又はポンプ吐出圧

力高信号で検出可能である。島根２号炉では，図２のとおりポンプの吐出圧力

計をポンプ下流の逆止弁後段にのみ設置しており，ポンプ起動後に異常停止し

ても残圧により，ポンプ運転状態を正確に判別することができない可能性があ

ることから，ポンプが起動していることを正常に検出可能な遮断器「閉」信号
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を採用している。 

電動機の制御回路には機械的な異常を検知する過電流継電器が設置されてお

り，軸固着等の機械的な異常時でも遮断器が開放され，ポンプ不動作を検知可

能である。他の過電流を生じない何らかの機械的な異常によりポンプが正常に

運転できていない可能性はあるが，低圧ＥＣＣＳポンプ４台全てが同様の故障

状態(電気的に正常かつ機械的に異常)となる可能性は極めて低い。低圧ＥＣＣ

Ｓポンプ４台全てが同様の故障状態の場合でも，中央制御室のポンプ吐出圧力

計等の確認により運転員がポンプの異常を判断し，従来から整備している低圧

ＥＣＣＳポンプ全台故障時の自動減圧を手動で阻止する手順により対処可能で

ある。 

図１ 自動減圧系及び代替自動減圧機能の論理回路図 
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図２ 低圧炉心スプレイ系 系統概要図 

※残留熱除去系についても，ポンプ，逆止弁，圧力計は

同様な配置構成
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48．ＴＢＰ対策の概要について 

（１）はじめに

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）

＋ＳＲＶ再閉失敗＋ＨＰＣＳ失敗」（以下「ＴＢＰ」という。）では，全交流

動力電源喪失と同時に逃がし安全弁１個が開状態のまま固着する。このため，

原子炉圧力の低下が継続し蒸気駆動の注水系が動作できない範囲に原子炉圧

力が低下するため，事象発生２時間 20分までに大量送水車による注水準備を

完了させることとしている。 

本作業は，事象発生後短時間での準備完了が必要な作業であり，その成立

性については以下のとおり確認している。 

（２）作業の成立性

大量送水車によるホース敷設ルート図を第１図に，ＴＢＰにおける対応概

要（タイムチャート）を第２図に示す。大量送水車準備は，事象発生約 10分

後から開始し，訓練実績を踏まえ，事象発生約１時間 43分後に完了する見込

みを得ている。解析上の注水開始時間（事象発生約 2時間 20分）に対して約

37分の時間余裕を含んでいる。 
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第１図 ホース敷設ルート図（大量送水車） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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49．全希ガス漏えい率及びＩ－１３１の追加放出量の設定について 

柏崎３，４号炉（昭和 62年設置変更許可）以降の新増設プラントでは，全希ガ

ス漏えい率（ｆ値）を 3.7×10９Bq/s（100mCi/s）としている。また，追加放出量

はｆ値に依存するものとして整理し直され（第１図），ｆ値が 3.7×10９Bq/s

（100mCi/s）のプラントでは，設計基準事故時のＩ－１３１追加放出量は実測値

の平均値に相当する値の約 1.4×1012Bq（約 37Ci）（第２図）に適切な余裕を見た

値として，3.7×1013Bq (1,000Ci)としている。

島根２号炉のｆ値の設定及び重大事故に至るおそれがある事故時の線量評価に

用いるＩ－１３１追加放出量の設定について以下に示す。 

１．島根２号炉のｆ値の設定について（別紙１，別紙３参照） 

島根２号炉のｆ値は，増設時（昭和 56 年設置変更許可）において，先行炉

と同様 1.11×1010Bq/s（300mCi/s）に設定した。 

その後，燃料の健全性の向上や原子炉冷却材の水質改善により，冷却材に移

行する希ガスの漏えい率が減少したことを受け，柏崎３，４号炉（昭和 62 年

設置変更許可）以降の新増設プラントでは，ｆ値を 3.7×10９Bq/s（100mCi/s）

としている。また，新増設プラント以外にも，敦賀１号炉の放射性廃棄物廃棄

施設内の一部設備の撤去に関する設置変更許可申請において，ｆ値を 3.7× 

10９Bq/s（100mCi/s）に見直している。（平成８年設置変更許可） 

島根２号炉においても，島根３号炉増設に合わせて，ｆ値を 3.7×10９Bq/s

（100mCi/s）に見直している。（平成 17年設置変更許可） 

２．Ｉ―１３１の追加放出量の設定について（別紙２，別紙３参照） 

島根２号炉のＩ―１３１の追加放出量は，増設時（昭和 56年設置変更許可）

において，先行炉と同様に出力依存とし，８００ＭＷ級プラントの 1.67×

1014Bq (4,500Ci)に設定した。 

その後，柏崎３，４号炉（昭和 62 年設置変更許可）以降の新増設プラント

では，Ｉ―１３１の追加放出量はｆ値に依存するものとして整理し直されてい

る（第１図）。ＢＷＲプラントの全希ガス漏えい率は，平常運転時の放出管理

目標値のベースである 3.7×10９Bq/s(100mCi/s)に比べて十分に小さいが，線

量評価に用いる追加放出量設定に当たっては，ｆ値を 3.7×10 ９

Bq/s(100mCi/s)として平均値に相当する値を求めている。第１表によれば，ｆ

値が 3.7×10９Bq/s(100mCi/s)の場合，Ｉ－１３１追加放出量の平均値に相当

する値は約 1.4×1012Bq（約 37Ci）となり，適切な余裕を見た値として，

3.7×1013Bq (1,000Ci)としている。 

島根２号炉においても，島根３号炉増設にあわせて，設計基準事故時の線量

評価に用いるＩ－１３１追加放出量を 3.7×1013Bq (1,000Ci)に見直している。

（平成 17年設置変更許可） 
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島根２号炉の重大事故に至るおそれがある事故時の線量評価に用いるＩ―

１３１の追加放出量についても，設計基準事故時と同様，3.7×1013Bq 

(1,000Ci)としている。 

第１表 単位全希ガス漏えい率あたりのＩ－１３１追加放出量 

Bq／ (Bq/s) 

（ Ci／ (mCi/s)）

平均値μ
370 

（ 0.37）

155



補 49-3 

第１図 追加放出量とｆ値の関係 
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第２図 単位全希ガス漏えい率当たりのＩ－１３１追加放出量 

370Bq／(Bq/s) 

=
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別紙１（１／４） 

島根３号炉増設に係る安全審査（一次審査） 資料抜粋 
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別紙１（２／４） 

159



補 49-7 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

別紙１（３／４） 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

別紙１（４／４） 
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別紙２（１／７） 

島根３号炉増設に係る安全審査（一次審査） 資料抜粋 
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別紙２（２／７） 
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別紙２（３／７） 
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別紙２（４／７） 
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別紙２（５／７） 
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別紙２（６／７） 
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別紙２（７／７） 
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別紙３（１／２） 

島根３号炉増設に係る安全審査（一次審査） 資料抜粋 
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別紙３（２／２） 
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50．原子炉隔離時冷却系の水源の違いによる解析結果への影響について 

（１）原子炉隔離時冷却系の水源を復水貯蔵タンクとした場合の評価

島根２号炉の有効性評価において，原子炉隔離時冷却系による原子炉注水を

実施する場合は，重大事故等対処設備であるサプレッション・チェンバを水源

としている。  

ここでは，水源として重大事故等対処設備としていない復水貯蔵タンクを使

用した場合の格納容器ベント時間に与える影響を確認するため，長期ＴＢ（「全

交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＨＰＣＳ失敗」）を代表とし

て評価を実施した。 

長期ＴＢ（ベースケース）から変更した解析条件を表１に，解析結果を表２

に示す。また，格納容器圧力，サプレッション・プール水位，サプレッション・

プール水温度及びサプレッション・プール水のサブクール度の推移を図１から

図４に示す。 

復水貯蔵タンクを使用した場合には，サブクール度の大きな冷却水の注水が

可能であり，また，サプレッション・プール水温度が 100℃を超えた場合でも

原子炉隔離時冷却系の運転継続が可能であるため，早期に原子炉急速減圧に至

ることはない。このため，逃がし安全弁からサプレッション・チェンバへ排出

される蒸気は抑制され，図１に示すとおり格納容器圧力の上昇は緩慢となり，

サプレッション・チェンバを水源とした場合よりもベント開始時間が遅くなる

ことを確認した。なお，復水貯蔵タンクを使用することで，図２に示すとおり

サプレッション・プール水位が上昇する傾向となるが，格納容器ベントまでの

サプレッション・プール水位の上昇は僅かであり，その水位は外部注水量制限

に到達していない。 

（２）原子炉隔離時冷却系の水源について

  原子炉隔離時冷却系の水源については，第一水源をＤＢ水源である復水貯蔵

タンクからＤＢ兼ＳＡ水源であるサプレッション・チェンバへ変更するため，

重大事故等時において水源切替操作をすることなく，サプレッション・プール

水を原子炉へ注水することとなる。 
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表１ 長期ＴＢ（ベースケース）から変更した解析条件 

項目 解析条件 備考 

原子炉隔離時冷却系 

の水源 
復水貯蔵タンク 

ベースケースでは，サプレッシ

ョン・チェンバを水源としてい

る 

復水貯蔵タンク水温度 50℃ 
復水貯蔵タンク水温度として，

実測値を踏まえて保守的に設定 

原子炉急速減圧 なし 

サプレッション・プール水温度

の上昇が原子炉隔離時冷却系の

運転を阻害することがないこと

から，低圧原子炉代替注水系（可

搬型）への切り替えは行わない

こととした

表２ 解析結果 

項目 感度解析結果 ベースケース結果 

格納容器ベント時間 

（格納容器圧力 1Pd到達時間） 

事象発生 

約 26時間後 

事象発生 

約 20時間後 

図１ 格納容器圧力の推移 
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図２ サプレッション・プール水位の推移 

図３ サプレッション・プール水温度の推移 
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図４ サプレッション・プール水のサブクール度の推移 
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51．逃がし安全弁吹出量の影響について 

1．はじめに

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋

ＳＲＶ再閉失敗＋ＨＰＣＳ失敗」では，全交流動力電源喪失時に原子炉隔離時冷

却系により一旦は炉心冷却が維持されるものの，逃がし安全弁１個の開固着の故

障が発生することにより原子炉圧力が低下するため，原子炉圧力 0.74MPa[gage]

にて原子炉隔離時冷却系が停止し，その後，低圧原子炉代替注水系（可搬型）に

より原子炉注水を実施することを想定している。このように蒸気駆動の原子炉隔

離時冷却系のみにより原子炉注水が確保される状況において，逃がし安全弁吹出

量の不確かさは小さいと考えているが，逃がし安全弁の開固着の故障を想定する

場合には，原子炉隔離時冷却系の運転継続時間に対して逃がし安全弁吹出量の与

える影響が大きいと考えられることから，吹出量が大きくなった場合を考慮し，

評価項目及び低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水操作の操作時間

余裕に与える影響を感度解析により確認した。 

2．感度解析 

「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＳＲＶ再閉失敗＋ＨＰＣ

Ｓ失敗」において，逃がし安全弁吹出量を５％大きくした以外はベースケースと

同じ条件としている。表１に示すとおり，吹出量が５％大きくなった場合には，

燃料被覆管最高温度が約 486℃となるが，評価項目を満足する。また，自動減圧機

能付き逃がし安全弁の手動による原子炉減圧操作（低圧原子炉代替注水系（可搬

型） による原子炉注水操作）の操作時間余裕については，30分確保でき，この場

合の燃料被覆管最高温度は約 780℃となることを確認した。 

表１ 評価結果の比較 

項目 
ベースケース 

（設計値） 

感度解析 

（設計値＋５％） 
備考 

逃がし安全弁 
（逃がし弁機能） 

7.58MPa[gage]～ 

7.79MPa[gage] 

367t/h～377t/h 

7.58MPa[gage]～ 

7.79MPa[gage] 

385.35t/h～395.85t/h 

燃料被覆管 

最高温度 
約 309℃ 

（燃料被覆管の破裂なし） 

約 486℃ 
（燃料被覆管の破裂なし） 

1,200℃以下 

原子炉減圧操作

の操作時間余裕 
45分 30分 
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図１ 原子炉圧力の推移（吹出量：設計値＋５％） 

図２ 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

（吹出量：設計値＋５％）
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図３ 燃料被覆管温度の推移（吹出量：設計値＋５％） 
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図４ 燃料被覆管に破裂が発生する時点の燃料被覆管と 

燃料被覆管の円周方向の応力の関係 

（吹出量：設計値＋５％）
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52. 島根２号炉の原子炉中性子計装系の設備概要について

島根２号炉が採用している原子炉中性子計装系の概要及び他プラントが採用し

ている起動領域計装（以下，ＳＲＮＭ）との特徴の比較を以下の通り示す。 

（１）概要について

島根２号炉の原子炉中性子計装系は，中性子源領域計装（以下，ＳＲＭ），中

間領域計装（以下，ＩＲＭ）及び平均出力領域計装（以下，ＡＰＲＭ）を採用し

ており，原子炉出力を中性子源領域から出力領域までの中性子束をオーバーラッ

プしながら連続して監視する設備である。 

（２）ＳＲＮＭとの特徴の比較について

以下の通り，特徴の比較を示す。 

ａ．運転操作性 

  ＳＲＭ及びＩＲＭは，検出器が運転時引き抜きであり，運転員が中性子束

レベルを監視しながら手動によりレンジ切り替えを行う。ＳＲＮＭは，検出

器が炉内固定であり，レンジ切り替えが自動化されているため，炉起動及び

停止時の運転操作性が異なる。 

ｂ．設備構成 

  ＳＲＭ及びＩＲＭは，島根２号炉の場合，ＳＲＭが４チャンネル，ＩＲＭ

が８チャンネルの合計１２チャンネルあり，炉内に挿入するため検出器駆動

機構を備えている。ＳＲＮＭはＳＲＭ及びＩＲＭが集約されるため，チャン

ネル数が少なくなると共に，検出器が炉内固定のため，設備構成が異なる。

ｃ．異常反応度投入の検知方法 

島根２号炉は，原子炉起動時の制御棒過引抜等に伴う異常反応度投入によ

る燃料破損を防止するため，制御棒過引抜により燃料が熱的限界を超えない

値として，ＩＲＭの各レンジのフルスケールの95％をスクラムの設定値とし，

異常反応度投入を中性子束高により確実に検知する設計としている。 

他プラントで採用実績のあるＳＲＮＭは，運転操作性の確保のため，レン

ジの自動切替を採用しており，中性子束高を設定できないことから，ペリオ

ドの監視によるスクラム方式を採用している。ペリオド短の設定値（10秒）

はＩＲＭの中性子束高と同様，制御棒過引抜により燃料が熱的限界を超えな

い値として，ＩＲＭの中性子束高によるスクラムが起こるまでの出力上昇と

ほぼ同等となるよう設定されている。 

運転停止中の反応度の誤投入における解析の結果では，中性子束高による

スクラム信号の検出時刻が10.3秒であるのに対して，仮にＳＲＮＭによるペ

リオド短をスクラム信号とした場合の検出時刻を簡易評価したところ10.2秒
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であることを確認しており，原子炉スクラム作動条件の違いによる検知性及

び有効性評価結果への影響はない。 

（３）未臨界の確認及び制御棒全挿入確認について

島根２号炉における未臨界の確認は中性子源領域計装(ＳＲＭ)により確認を行

い，制御棒全挿入確認は，制御棒手動操作・監視系により確認する。 

全交流動力電源喪失を伴うＴＢシナリオにおいては，平均出力領域計装(ＡＰＲ

Ｍ)の定格出力０％によるスクラム確認後，ＳＲＭは運転時に引き抜きを行ってい

るため，挿入に必要な交流電源が復旧後にＳＲＭを挿入することにより，未臨界

の確認を行う。また，全交流動力電源喪失時以外においては，ＡＰＲＭの定格出

力０％によりスクラムを確認後，ＳＲＭ挿入手順に基づき，ＳＲＭを挿入し，未

臨界確認を行う。 

なお，制御棒手動操作・監視系は常用系であるものの，電源が無停電交流電源

であることから，制御棒全挿入確認することでＡＰＲＭの定格出力０％によるス

クラム確認の補助的役割として寄与することが可能である。
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53．事故シーケンスグループの分類及び重要事故シーケンスの選定に係る考え方  

の整理について 

１．事故シーケンスグループの分類 

事故シーケンスグループの分類においては，事故シーケンスの特徴及び対策

の類似性を考慮している。「崩壊熱除去機能喪失」の事故シーケンスグループ内

では，起因事象や機能を維持した設計基準事故対処設備の種類が異なることが

あるが，以下に示す「格納容器フィルタベント系」又は「原子炉補機代替冷却

系」のどちらかを代替の除熱手段としており，各事故シーケンスの対策は同じ

である。 

(1)「崩壊熱除去機能喪失」における具体的な対策

「崩壊熱除去機能喪失」の事故シーケンスグループは，設計基準事故対処設

備による原子炉への注水に成功しているが崩壊熱の除去に失敗した事故シーケ

ンスであり，「残留熱除去系が故障した場合」又は「取水機能が喪失した場合」

を想定して対策を整備している。いずれの場合も，原子炉への注水を行いつつ，

代替の除熱手段を確保することが対策の基本的な考え方となる。 

「残留熱除去系が故障した場合」の対策は，機能を維持した設計基準事故対

処設備による原子炉への初期注水後，長期的な注水を「低圧原子炉代替注水系

（常設）」により確保した上で「格納容器フィルタベント系」による除熱を行う。 

「残留熱除去系が故障した場合」の原子炉への注水における格納容器除熱の対

策を図１に示す。また，「取水機能が喪失した場合」の対策は，機能を維持した

設計基準事故対処設備による原子炉への初期注水後，長期的な注水を「残留熱

除去系（低圧注水モード）」により確保した上で「原子炉補機代替冷却系」によ

る除熱を行う。 

〔LOCA時において取水機能が喪失した場合の整理〕 

除熱機能を有する残留熱除去系による低圧非常用炉心注水機能を含め，非常

用炉心冷却系の作動にはそれぞれ当該区分の取水機能が機能維持しているこ

とが必要となる。したがって，取水機能の全喪失を想定した場合は，海水をヒ

ートシンクとした原子炉の除熱機能のみでなく，非常用炉心冷却系による原子

炉注水機能も喪失することとなる。 

LOCA 時には一般に原子炉注水は非常用炉心冷却系にて行うが，LOCA 時に取

水機能喪失を想定すると非常用炉心冷却系による原子炉注水機能も喪失する

こととなり，よって，初期原子炉注水にも失敗することとなる。これらの LOCA

を起因として初期原子炉注水に失敗した事故シーケンスは，「崩壊熱除去機能

喪失」には分類されず，図２に示すイベントツリーにより原子炉注水に失敗し

た事故シーケンスグループ（「LOCA 時注水機能喪失」等）に分類される。この

ため，「崩壊熱除去機能喪失」に属する LOCA起因の事故シーケンスは残留熱除
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去系のポンプや弁など，フロント系が故障したものとなる※。 

LOCA 以外の事象についても非常用炉心冷却系による原子炉への注水が必要

な事故シーケンスについては同じように考えることができる。「崩壊熱除去機

能喪失」における各事故シーケンスにおいて考慮している「残留熱除去系が故

障した場合」又は「取水機能が喪失した場合」について表１に示す。 

※ なお，LOCAを起因とする事故シーケンスのうち，小 LOCAを起因とする事故シーケンスは，

原子炉隔離時冷却系によって注水に成功するケースも含まれるため，「格納容器フィルタ

ベント系」又は「原子炉補機代替冷却系」の両方が対策となる。
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Ｖ
再
閉
）
失
敗
＋
高
圧
炉
心
冷
却
（
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
）
失
敗
＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

○
 

(高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失

) 

－
 ⑤

手
動
停
止
＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

○
 

○
 

－
 ⑥

手
動
停
止
＋
高
圧
炉
心
冷
却
失
敗
＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

○
 

(高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失

) 

－
 ⑦

手
動
停
止
＋
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
健
全
性
（
Ｓ
Ｒ
Ｖ
再
閉
）
失
敗
＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

○
 

(高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失

) 

－
 ⑧

手
動
停
止
＋
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
健
全
性
（
Ｓ
Ｒ
Ｖ
再
閉
）
失
敗
＋
高
圧
炉
心
冷
却
（
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
）
失
敗
＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

○
 

(高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失

) 

－
 ⑨

サ
ポ
ー
ト
系
喪
失
＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗

 
○
 

○
 

－
 ⑩

サ
ポ
ー
ト
系
喪
失
＋
高
圧
炉
心
冷
却
失
敗
＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

○
 

(高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失

) 

－
 ⑪

サ
ポ
ー
ト
系
喪
失
＋
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
健
全
性
（
Ｓ
Ｒ
Ｖ
再
閉
）
失
敗
＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

○
 

(高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失

) 

－
 ⑫

サ
ポ
ー
ト
系
喪
失
＋
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
健
全
性
（
Ｓ
Ｒ
Ｖ
再
閉
）
失
敗
＋
高
圧
炉
心
冷
却
（
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
）
失
敗
＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

○
 

(高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失

) 

－
 ⑬

冷
却
材
喪
失
（
小
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）
＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

○
 

○
 

－
 ⑭

冷
却
材
喪
失
（
小
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）
＋
高
圧
炉
心
冷
却
失
敗
＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

○
 

(
LO
CA

時
注
水
機
能
喪
失

) 

－
 ⑮

冷
却
材
喪
失
（
中
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）
＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

○
 

(
LO
CA

時
注
水
機
能
喪
失

) 

－
 ⑯

冷
却
材
喪
失
（
中
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）
＋
高
圧
炉
心
冷
却
失
敗
＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

○
 

(
LO
CA

時
注
水
機
能
喪
失

) 

－
 ⑰

冷
却
材
喪
失
（
大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）
＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

○
 

(格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損

) 

－
 ⑱

冷
却
材
喪
失
（
大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）
＋
高
圧
炉
心
冷
却
失
敗
＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

○
 

(格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損

) 

－
 ⑲

外
部
電
源
喪
失
＋
交
流
電
源
（
Ｄ
Ｇ
－
Ａ
，
Ｂ
）
失
敗
 

○
 

(全
交
流
動
力
電
源
喪
失

) 

－
 ⑳

外
部
電
源
喪
失
＋
交
流
電
源
（
Ｄ
Ｇ
－
Ａ
，
Ｂ
）
失
敗
＋
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
健
全
性
（
Ｓ
Ｒ
Ｖ
再
閉
）
失
敗
 

○
 

(全
交
流
動
力
電
源
喪
失

) 

－
 ㉑

外
部
電
源
喪
失
＋
直
流
電
源
（
区
分
１
，
２
）
失
敗
 

○
 

(全
交
流
動
力
電
源
喪
失

) 

○
 
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
に
分
類
さ
れ
る
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
。
 

※
 
非
常
用
炉
心
冷
却
系
の
作
動
に
は
取
水
機
能
が
機
能
維
持
し
て
い
る
こ
と
が
必
要
と
な
る
。
こ
の
た
め
，
非
常
用
炉
心
冷
却
系
に
よ
る
原
子
炉
へ
の
注
水
が
必
要
な
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
取
水
機
能
が
喪
失
し
た
場
合

は
原
子
炉
へ
の
初
期
注
水
に
も
失
敗
す
る
こ
と
と
な
る
た
め
，
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
に
は
分
類
さ
れ
ず
，
()
内
に
記
載
し
て
い
る
他
の
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
グ
ル
ー
プ
等
に
分
類
さ
れ
る
。
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補 53-4 

図
１
 
「
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
」
の
原
子
炉
注
水
及
び
格
納
容
器
除
熱
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補 53-5 

図
２
 
イ
ベ
ン
ト
ツ
リ
ー
（
冷
却
材
喪
失
（
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）
の
例
）
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補 53-6 

２．重要事故シーケンスの選定に係る考え方 

重要事故シーケンスの選定においては，事故シーケンスの特徴及び対策の類

似性を考慮し主として着眼点「b：余裕時間」，「c：設備容量」によって選定す

るが，「崩壊熱除去機能喪失」においては，以下に示す理由により「d：代表性」

を考慮し，「過渡事象＋崩壊熱除去失敗」を選定した。「崩壊熱除去機能喪失」

に分類される事故シーケンスを表２に示す。 

(1) 「崩壊熱除去機能喪失」における重要事故シーケンスの選定理由

「崩壊熱除去機能喪失」は，全炉心損傷頻度に対する寄与割合が大きい事故

シーケンスグループであり，その中でも「過渡事象＋崩壊熱除去失敗」の寄与

割合は最も大きい。 

また，「崩壊熱除去機能喪失」における LOCAを起因とする事故シーケンスは，

サプレッション・チェンバでの蒸気凝縮の観点を考慮して「c：設備容量」を「高」

としているが，設備容量を含めた崩壊熱除去機能の代替性については，次項に

示すとおり「LOCA時注水機能喪失」においてもそれぞれ確認することができる。 

(2) 「崩壊熱除去機能喪失」における LOCAを起因とした事故シーケンスでの除熱

の代替性の確認

「崩壊熱除去機能喪失」と「LOCA 時注水機能喪失」の対策について図３に示

す。図３に示す通り，「LOCA 時注水機能喪失」における格納容器除熱の対策は，

「崩壊熱除去機能喪失」の「残留熱除去系が故障した場合」と同様に，「格納容

器フィルタベント系」で有効性を評価している。そのため，「崩壊熱除去機能喪

失」における LOCAを起因とする事故シーケンスの「格納容器フィルタベント系」

を用いた崩壊熱除去機能の有効性については，「LOCA時注水機能喪失」において

確認することができる。原子炉注水を含めた対策の一覧を下表に示す。 

原子炉注水 格納容器除熱 

崩壊熱除去機能喪失 
（初期注水）原子炉隔離時冷却系，非常用炉心冷却系 

（長期的な注水）低圧原子炉代替注水系（常設） 
格納容器フィルタベント系 

LOCA時注水機能喪失 低圧原子炉代替注水系（常設） 格納容器フィルタベント系 
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補 53-7 

表
２
 
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
に
分
類
さ
れ
る
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス

 

※
１
 
◎
は
選
定
し
た
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
を
示
す
。

※
２
 
地
震
レ
ベ
ル
１
Ｐ
Ｒ
Ａ
で
は
多
重
化
さ
れ
た
機
器
を
完
全
従
属
と
し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多
重
化
さ
れ
た
機
器
の
損
傷
が
生
じ
る
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト
で
は
共
通
原
因
故
障
が
生
じ
る
も
の
と
し
た
。
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補 53-8 

図
３
 
「
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
」
と
「

LO
CA

時
注
水
機
能
喪
失
」
の
対
策
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補 55-1 

55．ＴＲＡＣＧコードのＡＴＷＳ解析への適用例 

有効性評価シナリオ「原子炉停止機能喪失」では，給水加熱喪失時に高出力で

低炉心流量状態となった場合，核熱水力不安定による中性子束振動が生じ，評価

指標である燃料被覆管温度に影響を与える可能性があるが，ＲＥＤＹコードは一

点近似動特性モデルであり，中性子束振動現象を模擬することが困難であるため，

参考解析として三次元過渡核熱水力解析コードであるＴＲＡＣＧコードを用いた

ＡＴＷＳ解析結果を示す。 

ＴＲＡＣＧコードでは，対象とする質量，運動量及びエネルギーに関わる物理

量の輸送量を決定する際に，二相流二流体場の６個の方程式を解くことにより，

非平衡，非均質な二相流を直接扱うことができる。また，三次元の時間依存中性

子拡散方程式を解き，時間の経過に伴う減速材密度，燃料温度，ほう素濃度及び

制御棒の変化に応じて，あらゆる三次元ノードで中性子束及び遅発中性子先行核

濃度を求めることが可能である。ボイド反応度計算では，炉心内の三次元ボイド

率分布を考慮し，ドップラ反応度計算では，燃料棒ごとの温度変化を考慮してい

る。これよりＴＲＡＣＧコードでは核熱水力不安定による中性子束振動の評価が

可能である。 

表１にＡＴＷＳ解析におけるＲＥＤＹ/ＳＣＡＴ解析及びＴＲＡＣＧ解析の解

析条件比較，表２にコードの比較，図１から図５に島根２号炉の平衡炉心におい

て主蒸気隔離弁の誤閉止を想定した場合のＲＥＤＹ／ＳＣＡＴ解析結果及びＴＲ

ＡＣＧ解析結果を示す。表１に示すように，ＴＲＡＣＧ解析では，初期ＭＣＰＲ

や初期ＭＬＨＧＲなど一部の初期条件についてはＲＥＤＹ／ＳＣＡＴと同様に保

守的な条件設定をしているが，燃料形状，燃料物性データ，反応度係数や軸方向

出力分布などの初期条件はノミナル条件を設定し現実的な平衡炉心を模擬してい

る。今回のＴＲＡＣＧ解析は，ＲＥＤＹコードでは模擬できない中性子束振動の

影響を確認する目的で実施しており，より現実的な炉心条件での評価例である。

中性子束振動の影響については，図１に示す通り，100～240秒の間において核熱

水力不安定による中性子束振動の発生に伴い燃料被覆管温度が上昇するが，この

出力振動（２次ピーク）による燃料被覆管の最高温度は約 421℃となり，１次ピー

クの約 576℃を下回る結果となる。また，ＲＥＤＹ／ＳＣＡＴ解析とＴＲＡＣＧ解

析で１次ピークと２次ピークのノード位置が異なる理由は以下の通りである。 

・ＳＣＡＴの軸方向出力分布は中央ピークで固定であり，給水加熱喪失時に入口

サブクール度が増加するので，１次ピークよりも上部のノードで２次ピークが

発生する。 

・ＴＲＡＣＧの軸方向出力分は事象進展に応じて変化するため，給水加熱喪失時

に入口サブクール度の増加に伴って軸方向出力分布が事象初期よりも下部ピー

クとなる。そのため，１次ピークよりも下部のノードで２次ピークが発生する。
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表
１
 
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｙ
／
Ｓ
Ｃ
Ａ
Ｔ
解
析
及
び
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｃ
Ｇ
解
析
の
解
析
条
件
比
較
（
１
／
２
）

 

項
目
 

Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｙ
／
Ｓ
Ｃ
Ａ
Ｔ
 

Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｃ
Ｇ
 

設
定
の
考
え
方
 

模
擬
燃
料
集
合
体
体
数
 

―
 

1
/4

炉
心
 

【
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｃ
Ｇ
】
炉
心
不
安
定
が
発
生
し
た
場
合
に
は
炉
心
全
体
が
同
位
相
で
振
動
す
る
た
め

1/
4
炉
心
で
評
価
 

炉
心
 

【
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｙ
】
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
及
び

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
混
在
炉
心
（
サ
イ
ク
ル
末
期
）
 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
及
び
Ｍ
Ｏ
Ｘ

燃
料
混
在
炉
心
（
サ
イ
ク
ル
末
期
）
 

【
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｙ
】
減
速
材
ボ
イ
ド
係
数
の
絶
対
値
が
大
き
く
な
る
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
装
荷
炉
心
の
平
衡
サ
イ
ク
ル
末
期
の
特
性
を

設
定
 

【
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｃ
Ｇ
】
同
上
 

初
期
Ｍ
Ｃ
Ｐ
Ｒ
 

【
Ｓ
Ｃ
Ａ
Ｔ
】
１
．
２
５
 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
の
Ｏ
Ｌ
Ｍ
Ｃ
Ｐ
Ｒ

 

【
ホ
ッ
ト
バ
ン
ド
ル
】
 

１
．
２
５
：
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
 

１
．
２
６
：
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
 

そ
れ
ぞ
れ
の
Ｏ
Ｌ
Ｍ
Ｃ
Ｐ
Ｒ
 

【
Ｓ
Ｃ
Ａ
Ｔ
】
解
析
結
果
が
厳
し
く
な
る
サ
イ
ク
ル
早
期
の
運
転
制
限
値
を
設
定

 

【
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｃ
Ｇ
】
初
期
の

3
次
元
出
力
分
布
及
び
核
定
数
に
関
す
る
炉
心
計
算
用
の
デ
ー
タ
と
し
て
，
三
次
元
沸
騰
水
型

原
子
炉
模
擬
計
算
コ
ー
ド
（
Ａ
Ｅ
Ｔ
Ｎ
Ａ
）
の
出
力
結
果
を
設
定
し
て
お
り
，
対
象
と
す
る
Ｍ
Ｏ
Ｘ
混
在
炉
心
の
平
衡
サ

イ
ク
ル
末
期
の
炉
心
に
お
い
て
，
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
及
び
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の

初
期
Ｍ
Ｃ
Ｐ
Ｒ
が
サ
イ
ク
ル
早
期
の
運
転
制
限

最
高
出
力
バ
ン
ド
ル

と
し
て
設
定
し
て
い
る
。
 

初
期
Ｍ
Ｌ
Ｈ
Ｇ
Ｒ
 

【
Ｓ
Ｃ
Ａ
Ｔ
】
４
４
ｋ
Ｗ
／
ｍ
 

【
ホ
ッ
ト
バ
ン
ド
ル
】
 

４
４
ｋ
Ｗ
／
ｍ
 

【
Ｓ
Ｃ
Ａ
Ｔ
】
解
析
結
果
が
厳
し
く
な
る
運
転
制
限
値
を
設
定
 

【
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｃ
Ｇ
】
初
期
Ｍ
Ｃ
Ｐ
Ｒ
と
同
様
に
三
次
元
沸
騰
水
型
原
子
炉
模
擬
計
算
コ
ー
ド
（
Ａ
Ｅ
Ｔ
Ｎ
Ａ
）
の
出
力
結
果

を
設
定
し
て
お
り
，
対
象
と
す
る
Ｍ
Ｏ
Ｘ
混
在
炉
心
の
平
衡
サ
イ
ク
ル
末
期
の
炉
心
に
お
い
て
，
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）

及
び
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料

初
期
Ｍ
Ｌ
Ｈ
Ｇ
Ｒ
が
サ
イ
ク
ル
早
期
の
運

転
制
限

最
高
出
力
バ
ン
ド
ル
と
し
て
設
定
し
て
い
る
。
 

・
燃
料
形
状

・
燃
料
物
性
デ
ー
タ

【
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｙ
】
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
設
計
値
 

【
Ｓ
Ｃ
Ａ
Ｔ
】
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
の
設

計
値
 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃

料
の
設
計
値
を
燃
料
タ
イ
プ
毎
に

設
定
 

【
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｙ
】
伝
熱
遅
れ
が
大
き
く
，
出
力
挙
動
が
厳
し
く
な
る
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
設
計
値
を
設
定
 

【
Ｓ
Ｃ
Ａ
Ｔ
】
炉
出
力
が
高
い
状
態
で
沸
騰
遷
移
に
よ
り
燃
料
被
覆
管
温
度
が
上
昇
す
る
Ｔ
Ｃ
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
初
期

線
出
力
密
度
が
同
じ
で
あ
る
場
合
，
熱
流
束
が
小
さ
く
，
燃
料
ギ
ャ
ッ
プ
熱
伝
達
係
数
が
小
さ
い
た
め
に
冷
却
材
へ
の
伝

熱
遅
れ
が
大
き
い
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
方
が
相
対
的
に
燃
料
被
覆
管
温
度
上
昇
率
は
小
さ
く
な
る
傾
向
に
あ
る
た
め
，
９
×
９

燃
料
（
Ａ
型
）
の
評
価
で
代
表
。
 

【
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｃ
Ｇ
】
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
設
計
値
を
設
定
 

補説 55-2 

本
資
料
の
う
ち
，
枠
囲
み
の
内
容
は
機
密
に
係
る
事
項
の
た
め
公
開
で
き
ま
せ
ん
。
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表
１
 
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｙ
／
Ｓ
Ｃ
Ａ
Ｔ
解
析
及
び
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｃ
Ｇ
解
析
の
解
析
条
件
比
較
（
２
／
２
）

 

項
目
 

Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｙ
／
Ｓ
Ｃ
Ａ
Ｔ
 

Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｃ
Ｇ
 

設
定
の
考
え
方
 

減
速
材
ボ
イ
ド
係
数
 

【
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｙ
】
保
守
係
数
を

考
慮
し
た
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
装
荷

炉
心
の
平
衡
サ
イ
ク
ル
末
期

の
特
性
 

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
装
荷
炉
心
の
平
衡

サ
イ
ク
ル
末
期
の
特
性

【
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｙ
】
減
速
材
ボ
イ
ド
係
数
の
絶
対
値
が
大
き
く
な
る
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
装
荷
炉
心
の
平
衡
サ
イ
ク
ル
末
期
の
特
性
と
し
て
単
位
燃
料
集
合
体

核
特
性
計
算
コ
ー
ド
で
評
価
し
た
ボ
イ
ド
係
数
を
設
定
。
保
守
係
数
と
し
て

1.
2
5倍

，
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
の
組
成
変
動
と
し
て

1.
0
2倍

を
考
慮
 

【
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｃ
Ｇ
】
減
速
材
ボ
イ
ド
係
数
の
絶
対
値
が
大
き
く
な
る
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
装
荷
炉
心
の
平
衡
サ
イ
ク
ル
末
期
の
特
性

(ノ
ミ
ナ
ル

)を
選
定
し
，

核
定
数
に
関
す
る
炉
心
計
算
用
の
デ
ー
タ
を
三
次
元
沸
騰
水
型
原
子
炉
模
擬
計
算
コ
ー
ド
（
Ａ
Ｅ
Ｔ
Ｎ
Ａ
）
の
出
力
フ
ァ
イ
ル
よ
り
設
定
。
 

ド
ッ
プ
ラ
係
数
 

【
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｙ
】
保
守
係
数
を

考
慮
し
た
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
装
荷

炉
心
の
平
衡
サ
イ
ク
ル
末
期

の
特
性
 

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
装
荷
炉
心
の
平
衡

サ
イ
ク
ル
末
期
の
特
性

【
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｙ
】
ボ
イ
ド
反
応
度
が
支
配
的
で
あ
る
た
め
，
減
速
材
ボ
イ
ド
係
数
と
同
様
に
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
装
荷
炉
心
の
平
衡
サ
イ
ク
ル
末
期
の
特
性

と
し
て
単
位
燃
料
集
合
体
核
特
性
計
算
コ
ー
ド
で
評
価
し
た
ド
ッ
プ
ラ
係
数
を
設
定
。
保
守
係
数
と
し
て

0.
9倍

，
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
の
組
成
変
動
と

し
て

0.
9
9倍

を
考
慮
 

【
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｃ
Ｇ
】
減
速
材
ボ
イ
ド
係
数
の
絶
対
値
が
大
き
く
な
る

MO
X燃

料
装
荷
炉
心
の
平
衡
サ
イ
ク
ル
末
期
の
特
性
(ノ

ミ
ナ
ル

)を
選
定
し
，
核

定
数
に
関
す
る
炉
心
計
算
用
の
デ
ー
タ
を
三
次
元
沸
騰
水
型
原
子
炉
模
擬
計
算
コ
ー
ド
（
Ａ
Ｅ
Ｔ
Ｎ
Ａ
）
の
出
力
フ
ァ
イ
ル
よ
り
設
定
。
 

軸
方
向
出
力
分
布
 

固
定
の
出
力
分
布
を
イ
ン
プ

ッ
ト
 

【
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｙ
】
軸
方
向
下
方

ピ
ー
ク
の
出
力
分
布
 

【
Ｓ
Ｃ
Ａ
Ｔ
】
軸
方
向
中
央

ピ
ー
ク
の
出
力
分
布
 

Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｃ
Ｇ
で
は
事
象
中
の
軸

方
向
出
力
分
布
の
変
化
を
模
擬
 

初
期
分
布
：
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
装
荷

炉
心
の
平
衡
サ
イ
ク
ル
末
期
の

特
性
 

【
Ｒ
Ｅ
Ｄ
Ｙ
】
初
期
の
炉
心
平
均
ボ
イ
ド
率
が
大
き
く
な
り
，
ボ
イ
ド
潰
れ
に
よ
る
正
の
反
応
度
投
入
が
厳
し
く
な
る
よ
う
に
軸
方
向
下
方
ピ
ー

ク
を
設
定

【
Ｓ
Ｃ
Ａ
Ｔ
】
主
蒸
気
流
量
の
遮
断
に
伴
う
給
水
加
熱
喪
失
に
よ
り
，
出
力
分
布
は
下
方
に
変
化
す
る
が
，
沸
騰
遷
移
が
発
生
す
る
燃
料
集
合
体

上
部
に
お
い
て
燃
料
被
覆
管
温
度
を
高
め
に
評
価
す
る
軸
方
向
中
央
ピ
ー
ク
を
設
定
 

【
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｃ
Ｇ
】
初
期
分
布
は
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
装
荷
炉
心
の
平
衡
サ
イ
ク
ル
末
期
の
特
性
と
し
，
事
象
中
の
軸
方
向
出
力
分
布
の
変
化
を
模
擬
 

本
資
料
の
う
ち
，
枠
囲
み
の
内
容
は
機
密
に
係
る
事
項
の
た
め
公
開
で
き
ま
せ
ん
。
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補 55-4 

表２ コードの比較 

ＲＥＤＹ／ＳＣＡＴ ＴＲＡＣＧ 

核特性モデル 【ＲＥＤＹ】 

一点近似動特性モデル 

三次元動特性モデル 

• エネルギー三群の時間依存拡散方程式

• ６群の遅発中性子先行核濃度の動特性方程式

反応度フィード

バック 

炉心一点で計算されたボイド率あるいは燃料温

度によりボイド及びドップラによるフィードバ

ック反応度を計算 

• 燃料タイプ，燃焼度，制御/非制御状態を考慮

• ボイド反応度

炉心内の三次元ボイド率分布を考慮 

• ドップラ反応度

燃料棒グループごとの温度変化を考慮 

熱水力モデル 

（保存則） 

【ＲＥＤＹ】 

均質平衡モデル 

• 気液各相の質量保存式

• 気液混合のエネルギー保存式

（二保存３方程式） 

【ＳＣＡＴ】 

熱水力的に非均質，非平衡をモデル化（ノード

単位で過熱蒸気を考慮） 

ドリフトフラックスモデル（気液二相流の気液

流速の違いを相対速度により考慮） 

• 気液混合，液相又は蒸気相の質量保存式

• 気液混合，蒸気相のエネルギー保存式

• 気液混合の運動量保存式

（二保存４方程式） 

熱水力的に非均質，非平衡をモデル化（ノード

単位で気相，液相の流れ及び温度を個別に取り

扱い，過熱蒸気を考慮） 

二流体モデル 

• 気液各相の質量保存式

• 気液各相のエネルギー保存式

• 気液各相の運動量保存式

（質量，エネルギー及び運動量の三保存６方程

式） 
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補 55-5 

（ＴＲＡＣＧ） 

（ＲＥＤＹ） 

図１ 中性子束，炉心流量の時間変化 
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補 55-6 

（ＴＲＡＣＧ） 

（ＲＥＤＹ） 

図２ 原子炉蒸気流量，給水流量の時間変化 
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補 55-7 

（ＴＲＡＣＧ） 

（ＲＥＤＹ） 

図３ 原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド外水位），逃がし安全弁蒸気流量の時

間変化 
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補 55-8 

（ＴＲＡＣＧ） 

（ＲＥＤＹ） 

図４ 原子炉隔離時冷却系流量，高圧炉心スプレイ系流量の時間変化 
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補 55-9 

（ＴＲＡＣＧ） 

（ＳＣＡＴ） 

図５ 燃料被覆管温度の時間変化 

スペーサ位置とノードの関係
（●がＳＣＡＴコードにおける
各ノードを示す）

スペーサ位置とノードの関係 
（●がＳＣＡＴコードにおける 
各ノードを示す） 

リング１
※

 最高出力バンドル（ﾌｧｰｽﾄﾋﾟｰｸ：16 ﾉｰﾄﾞ相当）

リング１
※

 最高出力バンドル（ｾｶﾝﾄﾞﾋﾟｰｸ：14 ノード相当）

※燃料被覆管温度が最高値となるバンドル

スペーサ位置とノードの関係
（●がＳＣＡＴコードにおける
各ノードを示す）

SCAT → 
（ﾌｧｰｽﾄﾋﾟｰｸ） 

SCAT → 
（ｾｶﾝﾄﾞﾋﾟｰｸ） 
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補 55-10 

また，燃料被覆管温度ピークが発生する燃料について以下に記す。図６及び図

７に示すように炉心領域を径方向に３分割（炉心中央領域２領域（リング１，２），

炉心最外周１領域（リング３））し，中央領域の２領域に９×９燃料（Ａ型）及び

ＭＯＸ燃料の最高出力バンドルをそれぞれ設定している。 

図６ ＴＲＡＣＧコードによるＢＷＲ５のモデル例 

リング１

リング３

リング２
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補 55-11 

図７ ＴＲＡＣＧコードにおける最高出力バンドルの配置 

図８に示すように，リング１とリング２の最高出力バンドルにおける燃料被覆

管温度の時間変化はほぼ同等であるが，事象初期のＭＳＩＶ閉（１次ピーク）に

よる燃料被覆管温度の最大値は，リング１に設定した９×９燃料（Ａ型）の最高

出力バンドルで発生しており，100～240 秒の給水加熱喪失（２次ピーク）の時間

領域では，リング２に設定した９×９燃料（Ａ型）の最高出力バンドルで燃料被

覆管温度の最大値が生じている。表３に，最高出力バンドルのピーク温度を示す。

また，図９に各リングにおける最高出力バンドルの各ピーク発生ノードでの燃料

被覆管温度時間変化を示す。 

ＴＲＡＣＧ解析では，事象初期と100～240秒の時間領域での燃料被覆管温度の

最大値が発生する燃料が異なる結果となるが，いずれも最高出力バンドルとして

設定した９×９燃料（Ａ型）である。このため，ＳＣＡＴ解析において最高出力

バンドルを想定した条件で燃料被覆管温度を評価することは妥当である。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図８ ＴＲＡＣＧにおけるリング１，２の最高出力バンドルの 

燃料被覆管温度の時間変化 

表３ 最高出力バンドルのピーク温度 

炉心領域 １次ピーク ２次ピーク 

リング１ 約 576℃  約 415℃ 

リング２ 約 576℃  約 421℃ 

 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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補 55-13 

（リング１） 

（リング２） 

図９ 各リングにおける最高出力バンドルの各ピーク発生ノードの燃料被覆管温度推移 
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補 56-1 

56. ＳＣＡＴコードの保守性について

ＴＣシーケンスではＳＣＡＴコードにより燃料被覆管温度を評価しているが，

評価モデルの保守性は解析コード（ＳＣＡＴコード）[１] にて確認されている。

以下に概要を示す。 

（１）修正 Dougall-Rohsenow式

沸騰遷移後の燃料被覆管表面熱伝達モデルとして使用している修正

Dougall-Rohsenow式は，700～800℃程度の範囲において試験との比較結果か

ら燃料被覆管温度を保守的に評価することが確認されている。 

（２）日本原子力学会標準「ＢＷＲにおける過渡的な沸騰遷移後の燃料健全性評

価基準：2003」の相関式２

ＳＣＡＴコードのリウェットモデルの適用性については解析コード（ＳＣ

ＡＴコード）[１] 及び「沸騰遷移後燃料健全性評価分科会報告書[２]」にて確認

されているが，沸騰遷移後のリウェット時刻の予測方法について，日本原子力

学会標準「ＢＷＲにおける過渡的な沸騰遷移後の燃料健全性評価基準：2003」

の相関式１と相関式２のリウェット相関式のいずれかを使用することが妥当

であると考えられており，相関式２は，相関式１よりもドライアウト持続時間

を長く評価する傾向があるため，燃料被覆管温度を高めに評価する。そのため，

相関式２がリウェット時刻の予測方法に適用されている。 

相関式２は，試験結果から燃料被覆管温度 500℃程度までリウェット時刻を

遅めに予測することが確認されている（図１参照）。相関式２は燃料被覆管温

度に依存しリウェット時刻を予測するため，500℃よりも高温となる場合にお

いても（１）に示すとおり燃料被覆管温度を高めに評価することから，リウェ

ット時刻を遅く予測する傾向となり，保守性は維持されると考えられる。よっ

て有効性評価シナリオ「原子炉停止機能喪失」のように燃料被覆管温度が高温

となる場合においても，保守性は維持されるので相関式２を使用することは妥

当である。 

また，燃料被覆管温度が高温の範囲でも相関式２の保守性は維持されると

考えられるが，相関式２によるリウェット時刻の予測が及ぼす影響を確認する

ことは重要であるため，解析コード（ＳＣＡＴコード）[１]では主蒸気隔離弁

の誤閉止＋原子炉停止機能喪失の事象における燃料被覆管温度の時間変化に

ついて感度解析を行っており，相関式２を用いた解析例を図２に，リウェット

時刻を遅らせた解析例を図３に示す。沸騰遷移発生直後，熱伝達係数が低下し

て燃料被覆管温度が急激に上昇する。その後，原子炉出力の低下に合わせて燃

料被覆管温度の上昇は徐々に緩やかになり，さらに原子炉出力が低下すると穏

やかな上昇から減少に転じる。このように，燃料被覆管温度がいずれ減少に転

じることから，燃料被覆管温度が緩やかな上昇を示した以降の状態において，
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相関式２によるリウェット時刻の予測精度が燃料被覆管温度へ及ぼす影響は

大きくないことを確認できる。 

図１ 相関式２の保守性 

図２ 燃料被覆管温度の変化例 
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図３ リウェット時刻を遅らせた場合の燃料被覆管温度の変化例 

[１]「沸騰水型原子力発電所 重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアク

シデント解析コード（ＳＣＡＴ）について」，日立ＧＥニュークリア・エナ

ジー株式会社，HLR-122，東芝エネルギーシステムズ株式会社，TLR-093，

平成 30年５月 

[２]「沸騰遷移後燃料健全性評価分科会報告書」（平成 18年６月 29日原子力安

全委員会了承） 
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57．外圧支配事象における燃料被覆管の健全性について 

事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」のような外圧支配事象におい

て高温高圧状態が継続する場合の燃料被覆管の健全性について説明する。 

1. 有効性評価結果

原子炉停止機能喪失により燃料被覆管表面で沸騰遷移（ドライアウト）が発生

し，燃料被覆管温度及び燃料被覆管にかかる圧力が上昇しリウェットする場合，

燃料被覆管表面最高温度約 818℃，燃料被覆管外圧約 8.9MPa（内外圧差：約 7.1MPa）

の状態が４秒程度継続する解析評価結果を得ている。 

2. 高温高圧時の燃料被覆管の健全性について

(1) 出力－冷却不整合時の燃料健全性について

出力－冷却不整合（以下「ＰＣＭ」（Power Cooling Mismatch）という。）時の

燃料のふるまいについて以下のとおり整理した。 

ＰＣＭにより膜沸騰を開始した燃料被覆管は，燃料被覆管温度の上昇により

900℃以上になると，ジルコニウム－水反応が進行し，燃料被覆管表面に酸化膜が

生成され，酸化の進行に伴い燃料被覆管の脆化が進行することが知られている。

また，燃料被覆管温度の上昇により燃料被覆管の強度が低下し，外圧支配である

ことから燃料被覆管内側へのつぶれ変形が発生する可能性がある[１]。 

ＰＣＭ時の燃料破損は，沸騰遷移が生じ燃料被覆管が高温となり酸化脆化する

ことが主な原因であり，沸騰遷移により高温を持続した場合の燃料健全性につい

て以下に示す。 

一時的に沸騰遷移が発生しても速やかに原子炉出力が低下してリウェットする事

象発生時の燃料健全性に関する炉内試験結果を第１図に示す[２]。 

第１図より，本解析評価結果（燃料被覆管表面最高温度約 818℃，持続時間４秒）

において，燃料被覆管は健全であると考えられる。このことは，後述の(3)のハル

デン炉を用いた沸騰遷移試験からもわかる。 

なお，文献[２]，[３]において，第 1 図の結果等を元に沸騰遷移時の燃料健全

性に関する整理及び適用の妥当性の検討が行われている。 
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※日本原子力学会標準「ＢＷＲにおける過渡的な沸騰遷移後の燃料健全性評価基

準：2003」，炉内試験結果 に加筆

第 1 図 沸騰遷移発生後の燃料健全性に関する炉内試験結果[２]

(2) 化学量論的酸化量（以下「ＥＣＲ」という。）について

ＰＣＭの破損モードである酸化脆化に関し，本解析評価におけるＥＣＲを評価

した。原子炉停止機能喪失による燃料被覆管表面での沸騰遷移の発生により燃料

被覆管が高温維持された場合の９×９燃料（Ａ型）被覆管の酸化割合について，

Ｂａｋｅｒ-Ｊｕｓｔの式[４]に基づき評価した結果を，第２図に示す。参考にＣａ

ｔｈｃａｒｔの式[５]に基づく評価結果も示す。 

燃料被覆管表面最高温度約 818℃，持続時間４秒であれば，ＥＣＲは 0.1％以下

であり，沸騰遷移期間中に燃料被覆管母材に取り込まれる酸素の量は少なく，燃

料被覆管の酸化による脆化が問題になることはない。また，この温度及び持続時

間では，ＥＣＲがＬＯＣＡ時の燃料被覆管脆化破損の判断基準である 15％に達す

るまでに十分な余裕があるため，つぶれ変形が生じたとしても，燃料被覆管の健

全性は維持されると考えられる。 
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第２図 高温持続時間と燃料被覆管表面酸化量の関係 

(3) ハルデン炉を用いた沸騰遷移試験によるつぶれ変形について

本解析評価に近い条件に基づく沸騰遷移試験における燃料の変化について参考

に示す。 

ＢＷＲ燃料の未照射燃料棒及び照射燃料棒（燃料棒燃焼度は 22GWd／t～40GWd

／t）を用い，高温，外圧支配時の沸騰遷移試験を行った[６]。 

〔照射条件〕 

ａ．燃料被覆管表面最高温度：900℃以上（試験後の prior-β 相形成より推定） 

ｂ．沸騰遷移積算時間：約 49 秒※１ 

※1 熱電対での燃料被覆管表面温度が断続的に 600℃を記録した時間の合計。た

だし，熱電対先端と溶接位置の関係から，燃料被覆管表面温度の過小評価が

考えられる。 

照射条件のａ．及びｂ．を経験した試験燃料棒の燃料被覆管外観写真と直径

測定結果を第３図に示す。 

この試験燃料棒のドライアウト領域（燃料棒上部）（燃料被覆管外圧：約７

MPa，内外圧差：約 6.4MPa）では，燃料ペレット間の局所的なつぶれ変形（燃

料ペレット間（ペレット上下端チャンファ）位置に沿った，燃料被覆管内側方

向への約 20μm～約 50μm の食い込み）があり，燃料被覆管表面酸化膜厚さ及

び水素吸収量の僅かな増加，燃料被覆管の脆化による引張強度・延性の僅かな
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低下，燃料被覆管の酸化膜の剥離が見られたものの，リウェット時の熱衝撃に

よっても燃料棒は非破損であったとの結果が得られている。 

第３図 試験燃料棒の燃料被覆管外観写真と直径測定結果 

上記の試験に本解析評価条件は同等と考えられ，また，現在使用している燃

料棒（９×９燃料）は，より高密度のペレット採用により焼きしまりが小さく

なっており，軸方向の燃料ペレット間の大きな間隙が発生し難くなっているた

め，燃料被覆管のつぶれ変形によって貫通破損が生じる可能性は小さいと考え

られる。 

3. ペレット－被覆管相互作用（ＰＣＩ）について

第４図に原子炉停止機能喪失の評価における燃料被覆管温度の 1 次ピーク発生

位置での燃料棒温度の時間変化を示す。第４図に示すように，事象初期にペレッ

ト平均温度は約 520℃上昇している。

第５図に UO2ペレットの熱膨張ひずみの温度依存性を示す。事象初期のペレット

平均温度の上昇約 520℃に対するペレットの熱膨張ひずみの増加は，約 0.7％に相

当する。したがって，ペレットの熱膨張の増加による被覆管のひずみの増加は，

ペレット－被覆管機械的相互作用（ＰＣＭＩ）による破損に対する判断基準であ

る被覆管１％塑性ひずみより小さいと考えられる。 

また，ペレット－被覆管化学的相互作用（ＰＣＣＩ）を考慮しても、出力が上

昇している期間が 15秒程度と短く，被覆管の応力腐食割れ（ＳＣＣ）の進展によ

る破損も生じないと考えられる。 

事象初期の出力上昇が収束した後は，ペレット平均温度は事象発生前の温度よ

り低いため，ＰＣＩが生じることはないと考えられる。 
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第４図 燃料棒温度の時間変化（1次ピーク発生位置） 

第５図 UO2ペレットの熱膨張ひずみ[７] 
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4.軸方向のサーマルショックについて

燃料の事故時健全性確認を目的に実施された，リウェット時の軸方向拘束条件

下での急冷破断試験[８] [９] [10] [11]の知見をもとに，島根２号炉ＴＣシーケンスにお

ける軸方向のサーマルショックによる燃料破損の可能性を検討した。以下に急冷

破断試験の概要を示す。 

＜急冷破断試験の概要＞ 

（１）ＰＷＲ[８]

・未照射で，ＥＣＲが約 10～40%のＰＷＲ燃料棒が用いられた。

・急冷破断試験では，試験装置(図６参照)により燃料棒の軸方向変位を完全に

拘束し急冷(図７参照)により軸方向に大きな荷重を伴うサーマルショックが

与えられた。

（２）ＢＷＲ[９] [10] [11]

・スイス・ライプシュタット炉において高燃焼度まで照射し，ECRが 10～20%

のＢＷＲ燃料棒（ＬＺＲＴ１～ＬＺＲＴ４）が用いられた。

・急冷破断試験では，試験装置（図６参照）により燃料棒の軸方向変位を拘束

し急冷（図８参照）により軸方向に大きな荷重を伴うサーマルショックが与

えられた。

第６図 試験装置 
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第７図 ＰＷＲ燃料の温度履歴の例 

第８図 ＢＷＲ燃料の温度履歴の例 

＜急冷破断試験結果＞ 

（１）ＰＷＲ

急冷破断試験の結果を図９に示す。ＥＣＲが 10%以下の被覆管は，完全拘束条

件下で約 600℃の急冷によるサーマルショックを受けても健全であった。 

図９ ＰＷＲ燃料棒の軸方向完全拘束条件下での急冷破断試験結果 

211



補 57-8 

（２）ＢＷＲ 

急冷破断試験の結果を図 10に示す。 530Ｎの軸方向拘束力条件下でＥＣＲを約 10%～20%

としても，被覆管の破断はなくサーマルショックを受けても燃料は健全であった。 

第10図 ＢＷＲ/ＰＷＲ燃料棒の軸方向拘束条件下での 

急冷破断試験結果試験装置 

ＢＷＲでは燃料棒の軸方向移動がスペーサなどで妨げられないため，軸方向の

大きな荷重（拘束力）が発生する可能性は小さいが，島根２号炉のＴＣシーケン

スにおいて，軸方向完全拘束条件を想定し仮にサーマルショックを受けたとして

も，ＥＣＲは 0.1%以下（図２参照）であり，急冷による温度差はＰＷＲ急冷破断

試験よりも低い約 510℃（図４参照）であるため，燃料は健全であると考えられる。 

5. まとめ

外圧支配条件の下，燃料被覆管表面最高温度約 818℃を４秒程度継続しても，燃

料は健全であると考えられる。 
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58．原子炉停止機能喪失における起因事象について 

原子炉停止機能喪失では，原子炉スクラムに失敗した場合の重大事故等対策の

有効性を確認している。本事象では，ほう酸水注入系等による反応度抑制が有効

な対策と考えられ，ほう酸水注入系等にて反応度を抑制する場合の対策の有効性

を確認している。 

ほう酸水注入系等による対策の有効性を確認する上で，原子炉隔離による原子

炉圧力の上昇によって反応度が印加される観点で厳しい事象として考えられるた

め，原子炉停止機能喪失の重要事故シーケンスの評価においては起因となる過渡

事象として隔離事象である「主蒸気隔離弁の誤閉止」を選定している。 

島根２号炉は，タービン・バイパス弁フルバイパスプラントであるため，負荷

遮断が発生し蒸気加減弁が閉止する隔離事象時は，同時に選択制御棒挿入を行い，

原子炉出力を下げて所内単独運転に移行する。仮に，選択制御棒の挿入に失敗し

た場合においても，蒸気加減弁閉時には，タービン・バイパス弁が作動し，原子

炉圧力の制御が可能であることから，選択制御棒の挿入失敗が評価項目（燃料被

覆管温度等）に与える影響は小さい。また，選択制御棒の挿入が失敗した場合に

は，復水器の真空度低下が速くなるが，復水器真空度の低下に伴い主蒸気隔離弁

は閉止することから，以降の事象進展は「主蒸気隔離弁の誤閉止」を起因事象と

しているベースケースと同様となる。 
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59．崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）における解析上の除熱条件

の設定について 

  解析上の除熱条件及び移動式熱交換設備設計条件の関係を図１に示す。 

移動式代替熱交換設備熱交換器は，海水入口温度 30℃，淡水出口温度 35℃の

条件において，原子炉停止８時間経過後の崩壊熱等を十分に除去できる容量

（23MW）を設計熱交換量としている。 

一方，残留熱除去系熱交換器の設計熱交換量は，移動式代替熱交換設備熱交

換器の設計熱交換量を上回ることから，崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失

した場合）の原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（サプレッション・

プール水冷却モード）の解析上の除熱条件は，移動式代替熱交換設備熱交換器

が受け持つ残留熱除去系熱交換器以外の負荷（図１に示す「その他負荷」）の冷

却を除いた除熱量を設定している。 

具体的には，燃料プールの冷却を必要としない事象発生８時間後から 24時間

後については，残留熱除去系熱交換器の除熱量を 19MWとし，燃料プールの冷却

が必要となる事象発生 24時間以降については，残留熱除去系熱交換器の除熱量

を 13MWと設定している。 

なお，解析上の残留熱除去系熱交換器の必要伝熱面積は，設計基準対象施設

として使用する場合の設計伝熱面積に対して最大で約 40％であるため，設計基

準対象施設の容量に包絡される。 
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（事象発生８時間後から 24時間後） 

 

 

 

 

（事象発生 24時間以降） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 解析上の除熱条件及び移動式代替熱交換設備設計条件の関係 

下線部は，「島根原子力発電所２号炉 重大事故等対策の有効性評価」に記載の数値 

※１ 解析から得られるサプレッション・プール水温度の最大値は約 114℃であり，代表的に本温度を設定

※２ 燃料プール冷却の負荷を追加

下線部は，「島根原子力発電所２号炉 重大事故等対策の有効性評価」に記載の数値 
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60．原子炉隔離時冷却系による注水時の原子炉圧力挙動について 

 原子炉隔離時冷却系により原子炉注水する場合の解析では，原子炉隔離時冷却

系による注水開始から原子炉が減圧されるまでに時間遅れが生じ，その後大きな

圧力低下を示す結果となっている。本挙動については，解析コード（ＳＡＦＥＲ）
［１］にて確認されているが，ここでは原子炉圧力の低下挙動について説明する。 

 図１に崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）の原子炉圧力の推移を，

図２にシュラウド外水位の推移を，図３にＳＡＦＥＲコードにおける炉内ノード

分割と原子炉隔離時冷却系注入水の流れの関係を示す。 

 図１の事象発生約１時間後の原子炉圧力低下挙動説明の「原子炉隔離時冷却系

の注水に伴う炉心の蒸気凝縮による圧力低下（Ｂ）」については，解析コードで

は，炉心シュラウド外領域の水面と蒸気ドーム領域の蒸気は断熱としているため，

原子炉隔離時冷却系により注入されたサブクール水の影響が炉心，炉心上部プレ

ナムを経て蒸気ドーム部に流入した時点で蒸気を凝縮し，原子炉圧力の大きな低

下となって現れるものである。（図３参照）また，その後の原子炉圧力低下に伴

う減圧沸騰による一時的な圧力上昇については，事象進展とともに発生位置が異

なるが，これは崩壊熱の減衰に伴い，炉内に発生する蒸気が減少傾向となること

で変化が生じているものである。 

なお，図２に示すとおり，給水ノズルが水没していない期間があるが，原子炉

隔離時冷却系注水時の蒸気凝縮効果が顕著に現れることはなく，原子炉圧力に有

意な変化はない。 

[１]「沸騰水型原子力発電所 重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアク

シデント解析コード（ＳＡＦＥＲ）について」，日立ＧＥニュークリア・

エナジー株式会社，HLR-119，東芝エネルギーシステムズ株式会社，TLR-090，

平成 30年５月 
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補 60-2 

図１ 原子炉圧力の推移 

（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）） 

図２ シュラウド外水位の推移 

（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）） 
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4.1-17 

原子炉隔離時冷却系の停止によ

る圧力上昇（Ｄ） 

自動減圧機能付き逃がし安全弁６個 

による手動減圧（８時間後） 
（Ａ）～（Ｄ）の繰返し 

（最大値：約 7.59MPa[gage]，約１分） 

主蒸気隔離弁閉止に

よる圧力上昇 

原子炉圧力低下に伴う

減圧沸騰による一時的

な圧力の回復（Ｃ） 

逃がし安全弁による 

圧力制御（Ａ） 

原子炉隔離時冷却系の注水に伴う炉心の蒸

気凝縮による圧力低下（Ｂ） 

※ 

※原子炉隔離時冷却系からの注水は，給

水ノズルを通じて炉心シュラウド外領

域に注水され，給水ノズルが水中に水

没している場合には，未飽和の注入水

は炉心シュラウド外領域の冷却水と混

合し、炉心シュラウド外領域の冷却水

の未飽和度が増加する。しかしながら，

解析コードでは，炉心シュラウド外領

域の水面と蒸気ドーム領域の蒸気は断

熱としているため，原子炉隔離時冷却

系により注入されたサブクール水の影

響が炉心，炉心上部プレナムを経て蒸

気ドーム部に流入した時点で蒸気凝縮

となり，原子炉圧力の大きな低下とな

って現れる。（以降の原子炉圧力低下タ

イミングも同様）

L8 

L3 

給水ノズル位置 

L2 

L1H 

L1 
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補 60-3 

　主蒸気,ＳＲＶ
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図３ ＳＡＦＥＲコードにおける炉内ノード分割と原子炉隔離時冷却系 

注入水の流れの関係

原子炉隔離時冷

却系による注水 

原子炉隔離時冷却系によ

る注入水が未飽和水と混

合する 

未飽和水が炉心に流入し

蒸気発生を抑制し、最終的

にはボイド率が０となる 

炉心の蒸気発生量の減少

に伴い、ボイド率が０とな

り未飽和となる 

上部プレナムのボイドがなくなる

と蒸気ドームとの熱交換により蒸

気が凝縮され、圧力が低下する 

上部プレナムからあふれ

た未飽和水はシュラウド

外に流出する 

未飽和水が下部プレナムを

経由して炉心に流入する 
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補 61-1 

61．原子炉隔離時冷却系による原子炉水位維持における運用と解析条件について 

 原子炉隔離時冷却系による原子炉注水については，運用上，運転員が原子炉隔

離時冷却系の注水量を調整し，原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レ

ベル８）の範囲内で原子炉水位を維持することとしている。 

 有効性評価における原子炉隔離時冷却系による原子炉注水は，解析上，原子炉

隔離時冷却系の注水流量を設計値とし，原子炉水位低（レベル２）から原子炉水

位高（レベル８）の自動起動／停止で原子炉水位を維持するものとしている。 

解析条件での設定は，燃料が露出しないよう原子炉水位維持を行っているとい

う点で運用と同等であり，さらに運転員が介在しない条件を加えているものであ

る。 

220



補 62-1 

62．中小破断ＬＯＣＡにおける対策の有効性について 

気相部配管，シュラウド内の液相部配管及びシュラウド外の液相部配管に対し

て，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水により燃料被覆管の破裂を

回避できる破断面積は以下のとおり。 

・主蒸気配管(気相部配管):約 120cm2以下

・再循環配管（出口ノズル）(シュラウド外の液相部配管):約 4.2cm2以下※

・底部ドレン配管(シュラウド内の液相部配管):約 4.0cm2以下

※ ベースケースでは，原子炉減圧の操作余裕時間５分を考慮して再循環配管

（出口ノズル）の破断面積を約 3.1cm2 と設定しているが，ここでは操作余

裕時間を考慮せずに，燃料被覆管の破裂発生防止が可能な最大の破断面積を

示す。

確率論的リスク評価では，ＮＵＲＥＧ－1150 の定義と同様に表１のとおり分類

しており，主蒸気配管における破断面積は大破断ＬＯＣＡ相当となる。一方，液

相部配管破断は炉心損傷防止対策が有効に実施可能な破断面積は小さいが，原子

炉冷却材の流出が長期的に継続すること及び原子炉の高圧状態が維持されるため

原子炉減圧が必要となることから，事象進展の厳しさとして中破断ＬＯＣＡ相当

となる。 

以上より，破断面積は小さいものの事象進展の厳しさを踏まえて，再循環配管

（出口ノズル）における約 4.2cm2の破断を“中破断ＬＯＣＡ”相当と定義し，低

圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水により燃料被覆管の破裂を回避で

きることを確認している。また，気相部配管の主蒸気配管の破断を想定した感度

解析により，大破断ＬＯＣＡ相当となる破断規模に対しても有効性があることを

確認している。 

なお，実際にＬＯＣＡが発生した場合，破断面積を確認することはできないた

め，破断面積により対応手順を選択するわけではなく，ＬＯＣＡ発生の確認（ド

ライウェル圧力が 13.7kPa[gage]に到達）後に炉心損傷の有無によってその後の対

応手順を選択することとしている。 

低圧原子炉代替注水系（常設）を用いる場合において，再循環配管（出口ノズ

ル）の破断面積が約 4.3cm2以上では，炉心損傷の判断基準到達後，格納容器破損

を防止することとなるが，原子炉格納容器の過圧・過温の観点から事象進展がよ

り厳しい「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」にお

いて再循環配管（出口ノズル）の両端破断を想定し，低圧原子炉代替注水系（常

設）による原子炉注水により，格納容器破損防止に対する有効性を確認している。

したがって，約 4.3cm2～両端破断までの破断においても，低圧原子炉代替注水系

（常設）による対策は有効である。
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補 62-2 

表１ ＬＯＣＡ関連事象の分類定義 

事象分類 状態定義 
等価 

破断径 
流出流量 

漏えい 
常用系（ＣＲＤポンプ等）

で補給可能な範囲 

小ＬＯＣＡ ＲＣＩＣで注水可能な範囲 

中ＬＯＣＡ 
小ＬＯＣＡと大ＬＯＣＡの

中間範囲 

大ＬＯＣＡ 
事象発生により原子炉が減

圧状態になる範囲 

ＤＢＡ超過ＬＯＣＡ 
設計基準事象でのＬＯＣＡ

を超える範囲 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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補 63-1 

63．外部電源有無による評価結果への影響について 

外部電源の有無が，評価項目に与える影響に加えて，対策の成立性並びに必要

な要員及び資源の評価結果に与える影響について，一例として高圧・低圧注水機

能喪失時における評価結果比較を第１表に示す。 

第１表に示すとおり，“評価項目”に対しては，外部電源ありの場合の方が厳

しい条件設定となるが，“対策の成立性”並びに“要員及び資源”に対しては，

外部電源なしの方が厳しい条件設定となる。 

ここで，“評価項目”に対する外部電源有無によるプラント挙動の違いは，再

循環ポンプトリップ時間のみであり，その他の違いはない。外部電源なしの場合

は，再循環ポンプが事象発生と同時にトリップする。再循環ポンプがトリップす

ると炉心流量が減少し，炉内のボイドが増加するため原子炉出力が減少する。こ

れに対し，外部電源ありの場合は，再循環ポンプは原子炉水位低（レベル２）信

号によりトリップするため，原子炉水位低（レベル３）信号による原子炉スクラ

ムまでの原子炉出力は外部電源なしより大きくなる。このため，燃料被覆管の最

高温度は外部電源ありの方が外部電源なしより高くなる。 

上記を踏まえて，事象の想定としては「外部電源なし」とするが，再循環ポン

プトリップに対する解析条件の設定は，「外部電源あり」を包含する条件として

原子炉水位低（レベル２）信号にて発生するものとする。 

＜慣性定数の設定について＞ 

外部電源なしの場合は外部電源喪失により，また外部電源ありの場合は原子炉水

位低（レベル２）により，再循環ポンプＭＧセットがトリップすることから，慣

性定数は再循環ポンプ，同駆動電動機及び再循環ポンプＭＧセットの設計値であ

る９秒を設定している。 

 外部電源ありの場合，実際の挙動では，原子炉水位低（レベル２）により再循

環ポンプトリップ（慣性定数：4.5 秒）のインターロックが作動するが，解析上

は，炉心流量低下が緩やかとなり，出力変化の条件として厳しめになる再循環ポ

ンプＭＧセットトリップ（慣性定数：９秒）の条件を設定している。
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補 63-2 
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補 64-1 

64．ＬＯＣＡ時注水機能喪失における急速減圧時の弁数による影響について 

運転手順において，手動操作により急速減圧を実施する際の逃がし安全弁の弁

数は，６弁と定めている。 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失の有効性評価では，運転手順に基づき自動減圧機能付

き逃がし安全弁６弁を用いて急速減圧を実施しているが，急速減圧の弁数による

影響を確認するため，２弁により急速減圧した場合の感度解析を実施した。 

解析結果を表１及び図１～４に示す。図３のとおり，２弁減圧の場合は低圧原

子炉代替注水系（常設）による原子炉注水開始が遅くなるため，原子炉再冠水ま

での時間も遅くなる。その結果，燃料被覆管最高温度が発生するノードの露出時

間が長くなるため，図４に示すとおり燃料被覆管温度は６弁減圧の場合よりも高

くなる。また，表１に示すとおり，２弁減圧では，燃料被覆管最高温度が約 1140℃

となり，燃料被覆管が破裂する結果となる。 

長期ＴＢ等の事象初期からＲＣＩＣ等で炉注水し冠水を維持しているシナリオ

においては急速減圧として２弁を想定し解析を行っているが，事象初期より高

圧・低圧注水の機能が喪失し，炉注水が出来ていないシナリオにおいては６弁減

圧をする手順が有効であることを確認した。 

表１ ＬＯＣＡ時注水機能喪失（２弁減圧）解析結果 

評価項目 評価結果 

２弁減圧（感度ケース） ６弁減圧（ベースケース） 

燃料被覆管の最高温度 約 1140℃ 

（高出力燃料集合体） 

約 779℃ 

（平均出力燃料集合体） 

燃料破裂の有無 有 無 
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補 64-2 

図１ 原子炉圧力の推移（ＬＯＣＡ時注水機能喪失 ２弁及び６弁減圧） 

図２ 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

（ＬＯＣＡ時注水機能喪失 ２弁及び６弁減圧） 
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補 64-3 

図３ 注水流量の推移（ＬＯＣＡ時注水機能喪失 ２弁及び６弁減圧） 

図４ 燃料被覆管温度の推移（ＬＯＣＡ時注水機能喪失 ２弁及び６弁減圧） 
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65．ＬＯＣＡ時注水機能喪失における燃料被覆管温度ノード間比較 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失における燃料被覆管温度のノード毎の推移を図１に，

原子炉水位の推移を図２に，熱伝達係数の推移を図３に示す。 

それぞれのノードにおける燃料被覆管最高温度は，ノード９が約 731℃，ノー

ド７が約 779℃，ノード５が約 707℃である。 

ノード 5，７，９を比較した場合，軸方向の出力はノード５が最も高く設定さ

れているため，燃料被覆管温度は高くなる傾向となる。 

一方で，露出時間はノード９が最も長いため，燃料被覆管温度は高くなる傾向

となる。また，露出している期間の蒸気温度は，燃料集合体下部方向からの蒸気

流動によって，燃料集合体軸方向上方のノードが高くなり，熱伝達係数は小さく

なるため，ノード９の燃料被覆管温度は高くなる傾向となる。 

表１ 燃料被覆管温度に関係する主な要因 

ノード５ ノード７ ノード９

軸方向出力 高  低 

露出時間 短  長 

蒸気温度 低  高 

○：燃料被覆管温度が高くなる傾向

以上の関係により，「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」については，ノード７の燃料

被覆管最高温度が最も大きくなる。 
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図１ 燃料被覆管温度（平均出力燃料集合体）の推移 軸方向ノード間比較 

（ＬＯＣＡ時注水機能喪失） 

図２ 原子炉水位（シュラウド内水位）の推移（ＬＯＣＡ時注水機能喪失） 

0

200

400

600

800

1000

1200

0 10 20 30 40 50 60

事故後の時間（分）

SA3NS2SBA99AJ93E005

燃

料

被

覆

管

温

度

（℃）

0

5

10

15

20

0 10 20 30 40 50 60

事故後の時間（分）

SA3NS2SBA99AJ93E005

原
子
炉
水
位
（
シ
ュ
ラ
ウ
ド
内
水
位
）

（ｍ）

：ノード 9 

：ノード 7 

：ノード 5 

 
←ノード 9 中心位置 
←ノード 7 中心位置 
←ノード 5 中心位置 

 

燃料棒有効長頂部 
 
 
 

燃料棒有効長底部 

炉心下部プレナム 

平均出力燃料集合体 

炉心上部プレナム 

原子炉水位が上昇し，燃料集合体内蒸気発

生量が増加するため，蒸気冷却が促進され，

温度上昇率が小さくなる 

229



補 65-3 

図３ 熱伝達係数の推移 軸方向ノード間比較 

（ＬＯＣＡ時注水機能喪失） 
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66． 有効性評価における解析の条件設定について 

有効性評価における解析の条件設定については，下記の仮定を考慮するととも

に，事象進展の不確かさを考慮して，設計値等の現実的な条件を基本としつつ，

原則，有効性を確認するための評価項目となるパラメータに対して余裕が小さく

なるような設定とする。また，解析コードや解析条件の不確かさが大きい場合に

は，影響評価において感度解析等を行うことを前提に設定する。 

なお，ＬＯＣＡ時注水機能喪失における事故条件の設定については，燃料被覆

管の破裂発生を防止可能な範囲で事象進展の特徴を代表できる破断箇所及び破断

面積を設定する。 

(1) 安全機能の喪失に対する仮定

グループ化した事故シーケンスごとに，ＰＲＡの結果を踏まえ，起因事象の発

生に加えて想定する多重故障，共通原因故障又は系統間の機能依存性を考慮した

従属故障等の安全機能の喪失を考慮する。 

また，機能喪失の要因として故障又は待機除外を想定した設備の復旧には期待

しない。 

(2) 外部電源に対する仮定

外部電源有無の双方について考慮するが，基本的には常用系機器の機能喪失，

工学的安全施設の作動遅れ及び運転員等操作，対策の成立性，燃料評価等の観点

を考慮して外部電源がない場合を想定する。ただし，外部電源を考慮した方が有

効性を確認するための評価項目に対して評価結果の余裕が小さくなるような場

合は，外部電源がある場合を包含する条件を設定する。 

(3) 単一故障に対する仮定

重大事故等は，設計基準事故対処設備が多重の機能喪失を起こすことを想定し

ており，さらに，重大事故等対処設備は，設計基準事故対処設備に対して多様性

を考慮して設置していることから，重大事故等対処設備の単一故障は仮定しない。 
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67．ＳＡＦＥＲにおける燃料集合体の出力分布の設定について 

ＳＡＦＥＲでは，燃料集合体を平均出力燃料集合体と高出力燃料集合体に分け，

それぞれに対して平均出力燃料棒と高出力燃料棒の２種類の燃料棒を考慮してい

る。 

有効性評価では，軸方向出力分布については，高出力燃料集合体の燃料棒の軸

方向最高出力位置を運転上の制限値である 44.0kW/mとし中央ピーク 1.4を仮定し

ている。また，局所出力分布を考慮しないことで高出力燃料集合体の初期出力を

高めに設定している。 

＜燃料集合体の初期出力＞ 

・高出力燃料集合体  ：約 8.74MW 

・平均出力燃料集合体 ：約 4.35MW
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68．ＩＳＬＯＣＡ時における屋外への蒸気排出条件について 

１．はじめに 

  ＩＳＬＯＣＡが発生した場合，原子炉冷却材が原子炉棟内へ流出することに

より，原子炉棟内の温度及び圧力が上昇し，原子炉建物燃料取替階ブローアウ

トパネル（以下「ＢＯＰ」という。）が開放する。ＢＯＰが開放することにより，

原子炉棟内の蒸気を屋外へ排出するとともに屋外の空気を原子炉棟内へ取り込

むことにより原子炉棟内の環境が緩和され，現場での漏えい箇所の隔離操作が

可能となる。 

本資料では，屋外へ通じる原子炉棟の開口面積等について説明する。 

２．開口面積について 

（１）ＢＯＰ閉止装置の設置

設置許可基準規則第五十九条（運転員が原子炉制御室にとどまるための設

備）の解釈に「原子炉制御室の居住性を確保するために原子炉建屋に設置さ

れたブローアウトパネルを閉止する必要がある場合は、容易かつ確実に閉止

操作ができること。また、ブローアウトパネルは、現場において人力による

操作が可能なものとすること。」が要求されている。 

島根原子力発電所２号炉においては，本要求に従いＢＯＰ閉止装置を設置

することとしており，ＢＯＰ閉止装置の概要図を図１に示す。なお，ＢＯＰ

閉止装置は欧州加圧水型炉（ＥＰＲ）に設置されている気密ダンパをベース

に詳細設計中である。 

図１ ＢＯＰ閉止装置概要図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

（注）詳細設計中であり，変更の可能性有り 
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（２）解析条件

原子炉建物燃料取替階にＢＯＰを３個（北側２個，西側１個）設置している。

西側のＢＯＰについては，ＢＯＰの要求機能（主蒸気管破断時等における開

放機能と弾性設計用地震動Ｓｄでの閉維持機能の両立）を担保できない可能性

があることから期待しない評価としている。これにより，ＩＳＬＯＣＡ発生時

は北側のＢＯＰ２個が開放し，屋外へ通じる原子炉棟の開口面積の解析条件は

約  m2（ＢＯＰ1.5個分）とする。 

３．ＢＯＰ開放後の対応について 

  ＩＳＬＯＣＡ発生時のＢＯＰ開放後の対応として，漏えい個所の隔離が完了

し原子炉棟内の温度が低下している場合には，ＢＯＰ閉止装置を閉止し，二次

格納施設のバウンダリ機能を確保する。 

以上 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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70．ＩＳＬＯＣＡ時の冷却材から気相への放射性物質の放出割合について 

ＩＳＬＯＣＡ時に冷却材から気相へと放出される放射性物質として，元々原子

冷却材中に存在している放射性物質と，原子炉減圧に伴い，燃料棒内ギャップ部

から原子炉冷却材中へ放出される放射性物質を考慮している。 

これらの放射性物質が破断口から原子炉建物内に漏えいし，大気中へ放出され

る割合について以下の方法により求めている。 

(1) 冷却材中ＦＰの気相への放出の割合

冷却材中ＦＰの気相への放出の割合は，破断口から漏えいする原子炉冷却材

が原子炉棟内に放出されることに伴う減圧沸騰によって気体となる量（フラッ

シング量）を積算し，運転時の原子炉冷却材量で除することで求めた。

𝑅𝑐 =
∑𝑄𝐹
𝑀

ここで， 

Rc: 冷却材中ＦＰの気相への放出割合 

QF:フラッシング量（t） 

Ｍ：原子炉冷却材(t) 

(2)追加放出ＦＰの気相への放出の割合

追加放出ＦＰの気相への放出の割合は，事象発生以降の原子炉のピーク圧力

に対する圧力の低下割合から追加放出割合を算出し，追加放出割合と破断口か

ら漏えいする原子炉冷却材が原子炉棟内に放出されることに伴う減圧沸騰に

よって気体となる量（フラッシング量）の積を求めて積算し，運転時の原子炉

冷却材量で除することで，全追加放出ＦＰのうち，気相へ移行する割合を算定

した。 

𝑄𝐴 = (1 −
𝑃 − 𝑃𝑎

𝑃𝑀𝑎𝑥 − 𝑃𝑎
) × 𝑄𝐹 

𝑅𝐴 =
∑𝑄𝐴
𝑀

ここで， 

QA:追加放出ＦＰのフラッシング量(t) 

QF:フラッシング量（t） 

P：原子炉圧力(MPa[abs])  

PMax:原子炉ピーク圧力（MPa[abs]） 

Pa:大気圧（MPa[abs]） 

RA:追加放出ＦＰの気相への放出の割合 

235



補 70-2 

ただし，追加放出割合の計算に用いる原子炉圧力は，図１に示すように，メ

ッシュごとに区画した期間中でピーク圧力からの減少幅が最大となる原子炉

圧力を用いている。 

図１ 原子炉圧力変化 

(1)及び(2)に示す方法により求めた，冷却材中 FPによるフラッシング量及び追

加放出 FPによるフラッシング量の積算値は 46.2ｔ及び 23.0ｔとなる。 

以上より，隔離完了（事象発生後 10時間）までの冷却材中 FP及び追加放出 FP

の気相への移行割合は以下のとおりとなる。 

・冷却材中ＦＰの気相への移行割合：46.2(t)／200(t)＝0.231≒24%

・追加放出ＦＰの気相への移行割合：23.0(t)／200(t)＝0.115≒12%
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71．島根２号炉におけるプレコンディショニングの実施状況と非常用ディーゼル

発電機の故障率について 

島根２号炉の適合性審査のＰＲＡにおける機器故障率データは，広く議論さ

れ認知されたものである「故障件数の不確実さを考慮した国内一般機器故障率

の推定（平成 21 年５月公表）」（以下，国内故障率データという）を使用してい

る。非常用ディーゼル発電機（以下，非常用Ｄ／Ｇという）の故障率に係る次

の項目について分析し，その結果を踏まえて感度解析を実施し，その影響を確

認した。 

・非常用Ｄ／Ｇ機器故障率データについて

・プレコンディショニング実施状況について

１．非常用Ｄ／Ｇ機器故障率データについて 

機器故障率データについて，近年の非常用Ｄ／Ｇトラブル状況の影響および

国内故障率データと米国故障率データとの差異について以下のとおり確認した。 

(1) 近年の非常用Ｄ／Ｇトラブル状況の影響について

2018 年 7 月に設立された「原子力エネルギー協議会」（Atomic Energy

Association英語略号：ＡＴＥＮＡ）から発行された技術レポート[1]には，非

常用Ｄ／Ｇに係るトラブル等情報の調査分析，課題の検討及び改善策が取り

まとめられている。この非常用Ｄ／Ｇ不具合事象の傾向分析にて，2003 年４

月から 2019年２月までの傾向を分析しており，非常用Ｄ／Ｇ関連の事象発生

件数の傾向は福島第一原子力発電所事故の影響で国内原子力発電所が順次長

期停止に入った 2011 年度以降において法令報告事象は数件程度で推移し，

2016 年度以降は事故前と同水準の件数で推移しており，結果として，法令報

告事象全体の件数から見た非常用Ｄ／Ｇ関連の法令報告事象の件数の割合が

高くなっているとしている（図１）。 

非常用Ｄ／Ｇ故障の年度毎の発生件数は，2007 年度にはピークが見られ前

後の年度で発生した事象の件数と比較して多くなっているといった，若干の

ばらつきがあるが，概ね回帰直線の上にのっているため，故障率の観点では

各年度で概ね同様の傾向を示しているとされている（図２及び図３）。 

(2) 米国故障率データ

米国では，原子力発電運転協会（ＩＮＰＯ）が管理する保守規則，ＭＳＰ

Ｉ及びＲＯＰ等をサポートするデータベースを基に，ＮＲＣが米国故障率デ

ータを公表している。 

国内故障率データと米国故障率データにおける非常用Ｄ／Ｇ故障率（起動

失敗）は表１のとおりであり，定期試験等の際に機器が供用中と同じ状態で

あることが推奨されている米国[2][3]の非常用Ｄ／Ｇ故障率は，国内故障率デー

タに対して約２倍となっている。なお，継続運転失敗については，米国故障

率データが起動に失敗したデータと起動成功後に故障したデータを区別して
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計算しているのに対し，国内故障率データではこれらを区別せずに計算して

おり，同等の比較対象とならないと考えられる。 

２．プレコンディショニング実施状況について 

(1) 島根２号炉における非常用Ｄ／Ｇに係るプレコンディショニングの実施状

況

島根２号炉では，非常用Ｄ／Ｇの定期試験および定期事業者検査において，

起動前のプレコンディショニングを実施している。 

(2) プレコンディショニング中に発生した故障の扱い

プレコンディショニング中に発生した故障事象は，故障の判定基準上，故

障として扱われる仕組みになっており，実際，島根２号炉においてもプレコ

ンディショニング中に生じた不具合事象が故障として収集され，原子力発電

所信頼性データシステムに登録されている。具体的な事例を表２に示す。 

なお，定期検査時の分解点検において故障を発見した時でも供用中に発生

していた場合は，故障が発見された時点に起動または作動要求があったもの

として故障事象として収集している。 

(3) 島根２号炉における非常用Ｄ／Ｇのプレコンディショニングと故障率につ

いて

上記のとおり島根２号炉では非常用Ｄ／Ｇの起動前にプレコンディショニ

ングを実施しているが，国内故障率データにおいてはプレコンディショニン

グ中の故障件数も計上されるようになっている。また，島根２号炉の非常用

Ｄ／Ｇ故障実績について，国内故障率データによる非常用Ｄ／Ｇの国内一般

機器故障率 1.5E-03（回／デマンド）を島根２号炉の故障実績でベイズ更新し

た場合，故障率は 1.8E-03（回／デマンド）となり約 1.2倍の値となる。 

３．内部事象レベル１ＰＲＡに対する非常用Ｄ／Ｇ故障率の影響について 

「１．非常用Ｄ／Ｇ機器故障率データについて」に示すように，米国故障率

データは国内故障率データに対して約２倍となっている。そこで，島根２号炉

の内部事象レベル１ＰＲＡについて非常用Ｄ／Ｇ故障率を２倍にした場合の影

響を確認するとともに，重要事故シーケンス選定への影響を確認した。非常用

Ｄ／Ｇ故障率を２倍とした場合の事故シーケンス別の炉心損傷頻度を表３およ

び図４に示す。 

(1) 内部事象レベル１ＰＲＡの炉心損傷頻度への影響について

・内部事象レベルｌＰＲＡの炉心損傷頻度(6.2E-6(／炉年））は，非常用Ｄ／

Ｇ故障率を２倍にしても約 11％の増加（約 6.9E-6(／炉年））にとどまった。

・非常用Ｄ／Ｇ故障率に対して，事故シーケンスグループ別では，全交流動

力電源喪失の増加割合が最も大きく，炉心損傷頻度が約４倍となった。そ

の他の事故シーケンスグループにおいても炉心損傷頻度が若干増加する結

果となった。事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に対する非
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常用Ｄ／Ｇ故障率の影響について以下に示す。 

事故シーケンス「外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋高圧炉

心冷却（ＨＰＣＳ）失敗」，「外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗

＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失

敗」及び「外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋高圧炉心冷却失

敗」の炉心損傷頻度が約４倍となった。これらの事故シーケンスについて，

全交流動力電源喪失に至る主な要因は「非常用Ｄ／Ｇ（Ａ）,（Ｂ）の共通原

因故障」及びＨＰＣＳ失敗要因としての「非常用Ｄ／Ｇ（Ｈ）の故障」であ

り，非常用Ｄ／Ｇの故障率をそれぞれ２倍としたことで，これらの主要な要

因の発生確率が高くなり，炉心損傷頻度が増加した。 

次に，事故シーケンス「外部電源喪失＋直流電源（区分１，２）喪失＋高

圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗」の炉心損傷頻度が約２倍となった。本事故シ

ーケンスでは，直流電源喪失（蓄電池（Ａ）・（Ｂ）の機能喪失）により非常

用Ｄ／Ｇ（Ａ）,（Ｂ）が起動不可能となるため，非常用Ｄ／Ｇ（Ａ）,（Ｂ）

の故障は本事故シーケンスの炉心損傷頻度に影響しない。ＨＰＣＳについて，

外部電源喪失状態でのＨＰＣＳ失敗の主な要因は「非常用Ｄ／Ｇ（Ｈ）の故

障」である。非常用Ｄ／Ｇの故障率を２倍とした影響が「非常用Ｄ／Ｇ（Ｈ）

の故障」に対してのみ影響したため，炉心損傷頻度の増分は全交流動力電源

喪失の他の事故シーケンスとは異なり約２倍にとどまる結果となった。 

(2) 重要事故シーケンスの選定への影響について

表３に示す通り，非常用Ｄ／Ｇ故障率に対して，大きな感度を有する事故

シーケンスグループは全交流動力電源喪失であり，それ以外の事故シーケン

スグループについては感度が小さいことを確認した。以上を踏まえ，これら

の感度を有する事故シーケンスグループについて，重要事故シーケンス選定

に対する影響を整理した。 

【全交流動力電源喪失】 

本事故シーケンスグループでは，機能喪失の状況が異なる４つの事故シー

ケンスすべてを重要事故シーケンスとして選定していることから，重要事故

シーケンス選定上の影響はない。

【その他の事故シーケンスグループ】 

その他の事故シーケンスグループでは，余裕時間，設備容量，代表性の観

点で重要事故シーケンスを選定しているが，各事故シーケンスにおける炉心

損傷頻度の増加は小さく，また，相対的な大小関係は変わらないため，重要

事故シーケンス選定上の影響はない。 

４．まとめ 

近年の非常用Ｄ／Ｇのトラブル状況についてはＡＴＥＮＡの技術レポートに

より，故障率の観点では各年度で概ね同様の傾向を示しており，近年を対象と

して算出された故障率は米国で公開されている同故障率と概ね同等であること
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を確認した。島根２号炉では非常用Ｄ／Ｇのプレコンディショニングを実施し

ているが，国内故障率データにおいてはプレコンディショニング中の故障件数

も計上されるようになっていることを確認し，また国内故障率に島根２号炉の

非常用Ｄ／Ｇ故障実績１件を反映した場合の故障率への影響についても確認し

た。また，島根２号炉の内部事象レベル１ＰＲＡ及び重要事故シーケンス選定

について，国内故障率データと米国故障率データにおける非常用Ｄ／Ｇ故障率

の差異が約２倍であることを踏まえ，非常用Ｄ／Ｇ故障率を２倍にした感度解

析を実施し，影響がないことを確認した。 

参考文献 

[１] 「ATENA 19－ME01（Rev.1）国内原子力発電所における非常用ディーゼル発

電機不具合の傾向と改善策について」原子力エネルギー協議会 2019年 11月

[２] NRC Information Notice 97-16, Preconditioning of Plant Structures,

Systems, and Components before ASME Code Inservice Testing or Technical

Specification Surveillance Testing , April 4, 1997.

[３] NRC Inspection Manual, PART 9900: Technical Guidance, Maintenance -

Preconditioning of Structures, Systems, and Components before

Determining Operability.

[４] 「故障件数の不確実さを考慮した国内一般機器故障率の推定」有限責任中

間法人 日本原子力技術協会 2009 年 5月

[５] NRC, “Component Reliability Data Sheets 2015 Update”

以上 
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表１ 非常用Ｄ／Ｇ故障率の比較 

機器故障率データ 
国内故障率データ 

（一般機器故障率）[4] 

Component Reliability 

Data Sheet 2015[5] 

非常用Ｄ／Ｇ故障率 

（回／デマンド） 
1.5E-03 2.9E-03 

表２ プレコンディショニング中の故障の取り扱い事例 

NUCIA通番「8876」 

プラント 島根２号炉 

件名 ２号機Ａ－ディーゼル機関Ｌ－１シリンダからの漏水 

事象概要 定格電気出力運転中の5月11日定期試験であるＡ－ＤＥＧ発電機手動駆動試験準備でタ

ーニングを実施した際，Ｌ－１シリンダより漏水を確認したため試験を中止し，Ａ－Ｄ

ＥＧ機関を一旦待機除外にして，翌日，点検を行った。その後，手動起動試験を実施し，

漏水がないことを確認した。数日後，ターニング，エアーランニングを実施した際に，

再度霧状の漏水が認められたため，再度，待機除外にしてＬ－１シリンダ給気弁のパッ

キンを修理した。

NUCIA通番「10689」 

プラント 志賀２号炉 

件名 志賀原子力発電所２号機の手動停止について 

事象概要 志賀原子力発電所２号機は，第２回定期検査中の定格電気出力 1206MWe で調整運転中の

ところ，平成 21年 11月 12日，非常用ディーゼル発電設備Ａ号機の定例試験としてター

ニングを開始したところ，16時 03分にディーゼル機関のＢ列Ｎｏ.３シリンダのインジ

ケータ弁から潤滑油約 100cc が漏れ出したため，試験を中止することとし，同日 16 時

43 分に志賀原子力発電所原子炉施設保安規定に定める運転上の制限を満足していない

と判断した。 

表３ 非常用Ｄ/Ｇ故障率を２倍とした場合の炉心損傷頻度 

事故シーケンスグループ 

炉心損傷頻度 

①ベースケース
②感度解析

(D/G故障率 2倍） 
②／①

1 高圧・低圧注水機能喪失 3.3E-09 3.5E-09 1.1 

2 高圧注水・減圧機能喪失 5.1E-09 5.3E-09 1.0 

3 全交流動力電源喪失 2.7E-09 1.1E-08 4.0 

4 崩壊熱除去機能喪失 6.2E-06 6.8E-06 1.1 

5 原子炉停止機能喪失 6.4E-10 6.4E-10 1.0 

6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 4.3E-13 4.5E-13 1.0 

7 
格納容器バイパス 

（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）
3.3E-09 3.3E-09 1.0 

合計 6.2E-06 6.8E-06 1.1 
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表４ 非常用Ｄ/Ｇ故障率を２倍とした場合の炉心損傷頻度 

（事故シーケンス別） 

事故シーケンス 

グループ 
事故シーケンス 

炉心損傷頻度 

①ベース

ケース

②感度解析

(D/G故障率 2倍） 
②／①

1 

高圧・低圧 

注水機能 

喪失 

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 3.0E-09 3.3E-09 1.1 

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉

心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋低圧炉心冷却失敗 
3.4E-11 3.6E-11 1.0 

手動停止＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 4.7E-13 4.9E-13 1.0 

手動停止＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉

心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋低圧炉心冷却失敗 
1.5E-13 4.7E-13 3.2 

サポート系喪失＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 2.3E-10 2.3E-10 1.0 

サポート系喪失＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋

高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋低圧炉心冷却失敗
4.0E-12 4.0E-12 1.0 

2 

高圧注水・ 

減圧機能 

喪失 

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 4.0E-09 4.2E-09 1.1 

手動停止＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 5.7E-13 5.8E-13 1.0 

サポート系喪失＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 1.1E-09 1.1E-09 1.0 

3 
全交流動力 

電源喪失 

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋高圧炉心冷却

（ＨＰＣＳ）失敗 
2.7E-09 1.1E-08 4.0 

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋圧力バウンダ

リ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗
8.2E-12 3.2E-11 3.9 

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋高圧炉心冷却

失敗 
1.2E-11 4.5E-11 3.8 

外部電源喪失＋直流電源（区分１，２）失敗＋高圧炉心冷却（Ｈ

ＰＣＳ）失敗 
3.8E-12 6.8E-12 1.8 

4 
崩壊熱除去 

機能喪失 

過渡事象＋崩壊熱除去失敗 4.5E-06 4.6E-06 1.0 

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 1.7E-11 1.9E-11 1.1 

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋崩壊熱

除去失敗 
3.3E-08 3.3E-08 1.0 

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉

心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋崩壊熱除去失敗 
3.6E-11 3.8E-11 1.0 

手動停止＋崩壊熱除去失敗 1.2E-08 1.7E-08 1.5 

手動停止＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 1.1E-14 1.1E-14 1.0 

手動停止＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋崩壊熱

除去失敗 
3.1E-11 4.5E-11 1.5 

手動停止＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉

心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋崩壊熱除去失敗 
1.7E-14 1.9E-14 1.1 

サポート系喪失＋崩壊熱除去失敗 1.2E-06 1.2E-06 1.0 

サポート系喪失＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 1.4E-10 1.4E-10 1.0 

サポート系喪失＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋

崩壊熱除去失敗
3.8E-09 3.8E-09 1.0 

サポート系喪失＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋

高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋崩壊熱除去失敗
3.7E-12 3.7E-12 1.0 

冷却材喪失（小破断ＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去失敗 5.4E-09 5.4E-09 1.0 

冷却材喪失（小破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除

去失敗 
3.1E-14 3.1E-14 1.0 

冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去失敗 3.6E-09 3.6E-09 1.0 

冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除

去失敗 
3.8E-12 3.8E-12 1.0 

冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去失敗 3.6E-10 3.6E-10 1.0 

冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除

去失敗 
3.7E-13 3.7E-13 1.0 

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗 4.4E-07 1.0E-06 2.3 

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋圧力バウンダ

リ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗
1.3E-09 3.0E-09 2.3 

外部電源喪失＋直流電源（区分１，２）失敗 6.3E-10 6.3E-10 1.0 

5 
原子炉停止 

機能喪失 

過渡事象＋原子炉停止失敗 6.4E-10 6.4E-10 1.0 

冷却材喪失（小破断ＬＯＣＡ）＋原子炉停止失敗 8.7E-13 8.7E-13 1.0 

冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋原子炉停止失敗 5.8E-13 5.8E-13 1.0 

冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋原子炉停止失敗 5.8E-14 5.8E-14 1.0 

6 

ＬＯＣＡ時 

注水機能 

喪失 

冷却材喪失（小破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心

冷却失敗 
2.8E-15 2.8E-15 1.0 

冷却材喪失（小破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減

圧失敗 
5.7E-15 5.7E-15 1.0 

冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心

冷却失敗 
3.5E-13 3.6E-13 1.0 

冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減

圧失敗 
3.9E-14 3.9E-14 1.0 

冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心

冷却失敗 
3.4E-14 3.5E-14 1.0 

7 

格納容器バイパス 

（インターフェイス

システムＬＯＣＡ）

格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 3.3E-09 3.3E-09 1.0 

合計 6.2E-06 6.8E-06 1.1 
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図１ 法令報告事象の発生推移[1] 

図２ 事象発生年度別推移（１台あたり）[1] 

図３ 累積起動デマンド数に対する累積故障件数の傾向[1] 
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図４ 非常用Ｄ／Ｇ故障率を２倍とした場合の炉心損傷頻度 
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72．高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系の水源について 

（１）水源切替手段の再検討について

ＲＣＩＣ水源切替の自動化について，既許可での切替手段に新規制への対応を

踏まえ有効な回路構成を検討したが，ＣＳＴを第一水源とした場合にＲＣＩＣ／

ＨＰＣＳの信頼性を損わずに対処することが困難なため，既許可の先行炉と同様

に第一水源をＳ／Ｃとすることとした。 

＜既許可＞ 

高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系の第一水源はＣＳＴとなっており，

ＣＳＴ水位の低下もしくはＳ／Ｃの水位が上昇した場合に，Ｓ／Ｃへ自動または

手動にて切り替える方法をとっている。 

・現状のＣＳＴ水位による水源切替方法

 ＨＰＣＳ

水位低信号による自動切替え

 ＲＣＩＣ

水位低信号による警報確認後，運転員による手動切替え

＜新規制への対応について＞ 

新規制基準に照らして，既設回路を再確認したところ以下の事項への対処が必

要となった。 

(1)耐震Ｓクラス未満であるＣＳＴ付近に設置される水位計による切替判断

ではなく，健全性の確保された検出器による切替判断

(2)ＣＳＴを含む同エリアのタンク全３基（ＣＳＴ，補助ＣＳＴ，トーラス水

受入タンク）破損による溢水を想定し，ＣＳＴ水が水位低設定値まで低下

しない状況＊１においても検出可能な方法

＊１：ＣＳＴエリアのＢクラス設備が破損した場合の溢水想定では，遮蔽壁内およびダクトス

ペース等に漏えい水が貯留するため，ＣＳＴ内の水位が低下しない可能性がある。 

＜再検討内容＞ 

(1)検出手段への対処（水位による切替方式）（図１）

ＣＳＴ破損時でもＣＳＴ水位を検知するため，溢水影響を受けない範囲

かつ耐震Ｓクラスの範囲でＣＳＴ水位を検出する方法について検討した。 

ＣＳＴ水位の変動は，ＲＣＩＣポンプ入口でも圧力変動としてとらえる

ことが出来るため，ＲＣＩＣポンプ入口配管に圧力伝送器（Ｓクラス）を

設置することにより，水頭圧でのＣＳＴ水位検知できることから対処可能

である。 
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(2) -1 溢水への対処（水位による切替方式）（図１）

ＣＳＴを含む同エリアのタンク全基破損による溢水を想定し，ＣＳＴ内

外の水位が平衡した状態*２での水源切替方法について検討した。

本検討における溢水量は，ＣＳＴ内外の平衡水位を可能な限り低減する

ため，ＣＳＴエリアに設置されているタンク（ＣＳＴ，補助ＣＳＴ，トー

ラス水受入タンク）に運用上保有されている必要水量として評価した。

必要水量に限定した溢水評価でも，ＣＳＴ内外の平衡水位は，現状の水

源切替水位よりも高いレベルであるため，設定値を平衡水位以上に引き上

げなければ，ＣＳＴが破損していても水源が切り替わらない可能性がある。

ただし，設定値を平衡水位以上に引き上げた場合は，事故時に使用できる

最低水量が 800m3 から 360m3 となる。よって，溢水を想定した場合に水位

による水源切替では，使用可能な水量が大幅に減少しＣＳＴを第一水源と

して有効利用できない。 

*２：ＣＳＴ破損により，ＣＳＴ外への漏えいが発生するとＣＳＴ水位が低下するが，ＣＳＴエリ

アに貯留した漏えい水がＣＳＴ水位と同じ高さになった時点で水位低下は停止する(平衡し

た状態)。漏えいによるＣＳＴ水位低下が停止した水位を平衡水位としている。

(2)-2 溢水への対処（水位によらない切替方式） 

溢水の要因および結果により，溢水が生じていることを検知するため，

以下の検知手段を検討した。 

(a)地震大検知（図２）

Bクラス設備の地震による破損可能性がある場合に，ＣＳＴエリアの

溢水有無に関わらず切り替える検知方法である。この場合，地震時には

保守的に切替えが行われるが，地震以外の何らかの要因でＣＳＴエリア

の溢水が生じた場合に対する有効な手段とはなっていないため，溢水検

知手段としては不十分である。 

(b)漏えい検知（図３）

タンク等の破損によりＣＳＴエリアに溢水が生じたことをもって切

り替える検知方法である。この場合，溢水時に切替えを行うことが出来

るが，ＣＳＴエリアは屋外と同等の環境下となるため小動物や結露など

による漏えい検知器の誤動作により，溢水が生じていなくとも水源が切

替わる可能性がある。安全保護回路の関連回路(MS-2)としての信頼性を

満足できないため，安全重要度に応じた要求事項を満足できない。 

(3)水源切替失敗時の安全機能への影響

溢水時に水源切替に失敗した場合は，一度タンク外へ漏えいした水に含

まれる異物がＣＳＴ内へ流入することによりＲＣＩＣ／ＨＰＣＳポンプ

の健全性が確保できない可能性がある。 

確実に水源切替が出来ない限り，ＣＳＴを第一水源とすることによる安

全機能への影響は無視できない。 
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図１ 水位による切替方式 概要図 

図２ 水位によらない切替方式（地震大検知）概要図 

図３ 水位によらない切替方式（漏えい検知）概要図 
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（２）ＣＳＴの設計基準対象施設としての位置付け

高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系の第一水源について，ＣＳＴか

らサプレッション・チェンバに変更することに伴い，設計基準対象施設として

の位置付けについて，以下に示す。 

ａ．安全機能の重要度分類 

高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系の水源であるＣＳＴは，当該

系の機能遂行のうえで不可欠な水源ではないものの，通常運転時に第一水源

として運用していることを踏まえ，直接関連系と位置付けていたが，サプレ

ッション・チェンバへの第一水源の変更に伴い，ＣＳＴは当該系に課せられ

た設計条件を担保するうえで必要な設備と位置付けられなくなることから，

ＣＳＴの安全重要度は，間接関連系のMS-3と整理する。 

なお，ＣＳＴ出口切替弁，ポンプのＣＳＴからの入口配管・弁も同様に変

更となる。 

表１ ＣＳＴの安全機能の重要度の変更前後の比較 

安全機能 当該系 
重要度（ＣＳＴ） 

変更前 変更後 

①原子炉停止後の

除熱機能

高圧炉心スプレイ系 MS-1（直接関連系） MS-3（間接関連系） 

原子炉隔離時冷却系 MS-1（直接関連系） MS-3（間接関連系） 

②炉心冷却機能 高圧炉心スプレイ系 MS-1（直接関連系） MS-3（間接関連系） 

③放射性物質の

貯蔵機能

復水輸送系 PS-3（当該系） 変更なし 

④プラント運転

補助機能

復水輸送系 PS-3（直接関連系） 変更なし 

⑤原子炉冷却材の

補給機能

制御棒駆動水圧系 MS-3（当該系） 変更なし 

原子炉隔離時冷却系 MS-3（当該系） MS-3（間接関連系） 

ｂ．安全施設としての適合性 

ＣＳＴの安全機能の重要度の変更に伴い，重要安全施設ではない安全施設

となるため，設置許可基準規則第12条に対して，以下の設計方針とする。な

お，ＣＳＴは重要安全施設ではなくなることから，第12条第２項及び第６項

は対象外となる。 

 ＣＳＴが有する安全機能を確保し，かつ，維持し得る設計とする。【第１

項】 

 通常運転時，運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に想定される

圧力，温度，湿度，放射線等の環境条件下において，期待されている安全

機能を発揮できる設計とする。【第３項】 

 健全性及び能力を確認するため，安全機能の重要度に応じ，必要性及びプ

ラントに与える影響を考慮して，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験
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又は検査ができる設計とする。【第４項】 

 蒸気タービン等の損壊に伴う飛散物により安全性を損なうことのない設

計とする。【第５項】 

 共用・相互接続しない設計とする。【第７項】 

設置許可基準規則第12条以外の条文に対しても，上記に示すＣＳＴの安全

施設としての扱いを反映する。 

ｃ．既設置許可への影響 

高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系の第一水源変更に伴う既設

置許可への影響を以下のとおり確認した。 

（ａ）本文，添付書類八 

高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系の水源として，ＣＳＴ，

サプレッション・チェンバともに記載しており，影響はない。なお，サ

プレッション・チェンバが第一水源となることを考慮した記載へ見直す。 

（ｂ）添付書類十 

運転時の異常な過渡変化及び事故解析において，ＣＳＴを水源として

期待していないため，影響はない。 

図４ 高圧炉心スプレイ系系統概要図 

高圧炉心スプレイポンプ 

AO 
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図５ 原子炉隔離時冷却系系統概要図 
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73．インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の検知手段について 

１．インターフェイスシステムＬＯＣＡと原子炉格納容器内でのＬＯＣＡの判別

並びに判断について 

第１表にインターフェイスシステムＬＯＣＡ及び原子炉格納容器内でのＬＯ

ＣＡ発生時のパラメータ比較を示す。 

インターフェイスシステムＬＯＣＡと原子炉格納容器内でのＬＯＣＡは，どち

らも原子炉冷却材の漏えい事象であるが，漏えい箇所が原子炉格納容器の内側か

外側かという点で異なる。 

このため，原子炉圧力，原子炉水位といった原子炉冷却材一次バウンダリ内の

パラメータは同様の挙動を示すが，エリア放射線モニタや格納容器圧力といった

原子炉格納容器内外のパラメータ変化に相違が表れるので，容易にインターフェ

イスシステムＬＯＣＡと判別することができる。

また，第１表に示すパラメータの変化や警報が発報することと，運転中の弁

の開閉試験時に発生するため，早期にインターフェイスシステムＬＯＣＡが発

生したことが判断できる。 

第１表 インターフェイスシステムＬＯＣＡと原子炉格納容器内での 

ＬＯＣＡのパラメータ比較について 

各パラメータ・警報 

徴  候 

インターフェイスシ

ステムＬＯＣＡ

原子炉格納容器内

でのＬＯＣＡ 

インターフェイスシステム

ＬＯＣＡ発生を確認する 

パラメータ 

原子炉圧力 低下※２ 低下※２ 

原子炉水位 低下※２ 低下※２ 

格納容器圧力 変化なし 上昇 

格納容器温度 変化なし 上昇 

残留熱除去又は低圧炉心ス

プレイポンプ出口圧力※１ 
上昇 変化なし 

インターフェイスシステム

ＬＯＣＡ発生場所（エリア） 

を特定可能なパラメータ 

火災感知器 警報発報 警報発報なし 

監視カメラ 現場状況確認 － 

漏えい検知器 警報発報 警報発報なし 

温度検知器 警報発報 警報発報なし 

エリアモニタ 上昇 変化なし 

※１ インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生系統

※２ 漏えい量により変動しない場合がある。

２．インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生場所（エリア）の特定方法について 

Ａ－残留熱除去系の機器・配管等が設置されているポンプ室，熱交換器室，Ｐ

ＣＶペネトレーション室，トーラス室は第１図に示すとおり，分離されたエリア

に火災感知器，監視カメラ，漏えい検知器，温度検知器やエリアモニタを設置し

ており，インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時は警報・指示値等によりイン

ターフェイスシステムＬＯＣＡ発生場所（エリア）の特定が可能である。
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また，有効性評価においては，Ａ－残留熱除去系のインターフェイスシステム

ＬＯＣＡ事象を想定しているが，Ｂ，Ｃ－残留熱除去系及び低圧炉心スプレイ系

についても，第２図～第４図に示すとおり，Ａ－残留熱除去系と同様の対応をと

ることによりインターフェイスシステムＬＯＣＡ発生場所（エリア）の特定が可

能である。 

なお，評価上，インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生が想定される場所（エ

リア）には第２表に示すとおり，火災感知器，監視カメラ及び漏えい検知器を設

置しており，一次系パラメータ及びポンプ出口圧力と合わせ総合的に判断するこ

とでインターフェイスシステムＬＯＣＡの検知・発生場所の特定が可能である。 

第２表 インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生が想定される場所（エリ

ア）の漏えい確認設備について

確認設備 

想定場所 

火災 

感知器 

監視 

カメラ

漏えい 

検知器 

温度 

検知器 

エリア

モニタ

Ａ－残留熱除去系 
熱交換器 ○ ○ ○ ○ 

ポンプ ○ ○ ○ ○ ○ 

Ｂ－残留熱除去系 
熱交換器 ○ ○ ○ ○ 

ポンプ ○ ○ ○ ○ ○ 

Ｃ－残留熱除去系 ポンプ ○ ○ ○ 

低圧炉心スプレイ系 ポンプ ○ ○ ○ 

252



補 73-3 

第１図 Ａ－残留熱除去系漏えい確認設備概要図 

第２図 Ｂ－残留熱除去系漏えい確認設備概要図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第３図 Ｃ－残留熱除去系漏えい確認設備概要図 

第４図 低圧炉心スプレイ系漏えい確認設備概要図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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74．炉心損傷前に格納容器代替スプレイを実施した場合の影響について 

１．炉心損傷前に格納容器代替スプレイを実施した場合の作業成立性について 

島根２号炉では，炉心損傷前における外部水源を用いる格納容器スプレイ（格

納容器代替スプレイ）の実施基準を以下のとおり設定しているが，「運転中の原

子炉における重大事故に至るおそれがある事故」における有効性評価では，残留

熱除去系又は残留熱代替除去系（以下，「残留熱除去系等」という。）の早期復

旧見込みがないと仮定し，格納容器圧力が 384kPa到達後に，格納容器代替スプ

レイによる格納容器除熱を実施しない評価としている。

【炉心損傷前の格納容器代替スプレイ実施基準】 

・格納容器圧力が 384kPa[gage]に到達及び残留熱除去系又は残留熱代替除去

系の早期復旧見込みがある場合

残留熱除去系等の早期復旧見込みがある場合は，格納容器代替スプレイを実施

することから，実施した場合の作業の成立性への影響を確認した。 

(1) 確認結果

炉心損傷前に格納容器ベントを実施するシナリオである「高圧・低圧注水機

能喪失」を一例として格納容器代替スプレイを実施した場合の作業成立性を確

認し，図１のとおり，その他作業に影響のないことを確認した。 
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，

低
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

系
　

機
能

回
復

解
析

上
考

慮
せ

ず

対
応

可
能

な
要

員
に

よ
り

対
応

す
る

常
設

代
替

交
流

電
源

設
備

起
動

操

作

（
1
人

）

A
―

・
常

設
代

替
交

流
電

源
設

備
起

動
，

受
電

操
作

原
子

炉
急

速
減

圧
操

作
（

1
人

）

A
―

・
自

動
減

圧
機

能
付

き
逃

が
し

安
全

弁
　

６
個

　
手

動
開

放
操

作

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

（
常

設
）

起
動

操
作

（
1
人

）

A
―

・
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系
（

常
設

）
起

動
/
運

転
確

認
/
系

統
構

成

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

（
常

設
）

注
水

操
作

（
1
人

）

A
―

・
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系
（

常
設

）
注

水
弁

操
作

―
・

放
射

線
防

護
具

準
備

―
・

 
大

量
送

水
車

に
よ

る
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

槽
へ

の
補

給
準

備

（
大

量
送

水
車

配
置

，
ホ

ー
ス

展
張

・
接

続
）

―
（

2
人

）

a
,
b

・
大

量
送

水
車

に
よ

る
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

槽
へ

の
補

給

原
子

炉
満

水
操

作
（

1
人

）

A
―

・
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系
（

常
設

）
に

よ
る

原
子

炉
へ

の
注

水
流

量
の

増
加

解
析

上
考

慮
せ

ず

（
1
人

）

A
―

・
格

納
容

器
ベ

ン
ト

準
備

（
Ｎ

Ｇ
Ｃ

非
常

用
ガ

ス
処

理
入

口
隔

離
弁

操
作

）

―
―

・
放

射
線

防
護

具
準

備

―
―

・
格

納
容

器
ベ

ン
ト

準
備

（
Ｎ

Ｇ
Ｃ

非
常

用
ガ

ス
処

理
入

口
隔

離
弁

操
作

）

―
・

放
射

線
防

護
具

準
備

1
0
分

―
・

水
素

濃
度

測
定

装
置

準
備

―
（

2
人

）

c
,
d

・
可

搬
式

窒
素

供
給

装
置

準
備

解
析

上
考

慮
せ

ず

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ

系

（
可

搬
型

）
ス

プ
レ

イ
操

作

（
1
人

）

A

（
2
人

）

e
,
f

・
格

納
容

器
代

替
ス

プ
レ

イ
系

（
可

搬
型

）
ス

プ
レ

イ
弁

操
作

―
・

放
射

線
防

護
具

準
備

―
・

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

発
電

機
用

軽
油

タ
ン

ク
か

ら
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
へ

の
補

給
タ

ン
ク

ロ
ー

リ
残

量
に

応
じ

て
適

宜
軽

油

タ
ン

ク
か

ら
補

給

燃
料

補
給

作
業

―
・

大
量

送
水

車
へ

の
補

給

燃
料

プ
ー

ル
冷

却
　

再
開

（
1
人

）

A
―

・
燃

料
プ

ー
ル

冷
却

系
再

起
動

解
析

上
考

慮
せ

ず

燃
料

プ
ー

ル
水

温
6
6
℃

以
下

維
持

必
要

人
員

数
　

合
計

１
人 A

1
8
人

a
～

r

適
宜

実
施

―
・

燃
料

プ
ー

ル
冷

却
水

ポ
ン

プ
を

再
起

動
し

燃
料

プ
ー

ル
の

冷
却

を
再

開
す

る
。

・
必

要
に

応
じ

て
ス

キ
マ

サ
ー

ジ
タ

ン
ク

へ
の

補
給

を
実

施
す

る
。

2
人

B
,
C

燃
料

補
給

準
備

―

2
人

q
,
r

1
0
分

―
1
時

間
4
0
分

―

（
）
内
の
数
字
は
他
の
作
業
終
了
後
，
移
動
し
て
対
応
す
る
人
員
数
。

―
適

宜
実

施

1
時

間
4
0
分

―

1
時

間
4
0
分

―
2
人

o
,
p

解
析

上
考

慮
せ

ず

―

1
時

間
2
0
分

2
人

B
,
C

1
0
分

解
析

上
考

慮
せ

ず

1
0
分

―
格

納
容

器
圧

力
が

3
8
4
k
P
a
[
g
a
g
e
]
に

到
達

後
，

原
子

炉
格

納
容

器
空

間
部

へ
の

熱
放

出
を

防
止

す
る

た
め

，

原
子

炉
へ

の
注

水
流

量
を

増
や

し
て

原
子

炉
水

位
を

で
き

る
だ

け
高

く
維

持
す

る

格
納

容
器

ベ
ン

ト
準

備
操

作

――
 
 
適

宜
実

施

1
4
人

a
～

n

―
原

子
炉

水
位

を
レ

ベ
ル

3
～

レ
ベ

ル
8
で

維
持

輪
谷

貯
水

槽
（

西
）

か
ら

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
槽

へ
の

補
給

―
1
0
分

―
2
時

間
1
0
分

―
1
0
分

―
1
0
分

― ―
1
0
分

状
況

判
断

1
人 A

―
―

1
0
分

操
作

項
目

実
施

箇
所

・
必

要
人

員
数

操
作

の
内

容

　
事

象
発

生

　
原

子
炉

ス
ク

ラ
ム

通
報

連
絡

等
を

行
う

要
員

運
転

員

（
現

場
）

2
6

1
8

1
9

2
2

2
3

2
4

2
5

6
7

8
1
5

1
6

1
7

6
0

1
2

3
4

5

高
圧

・
低

圧
注

水
機

能
喪

失

経
過

時
間

（
分

）
経

過
時

間
（

時
間

）

備
考

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

3
0分

原
子

炉
急
速

減
圧

約
16
時
間

格
納
容
器
圧
力
24
5
kP
a
[g
a
ge
]到

達

約
22
時

間
格

納
容

器
圧
力

3
84
k
Pa
[
ga
g
e]
到
達

約
46
分

原
子

炉
水

位
燃
料

棒
有
効

長
頂
部

回
復
※

1
0分

常
設

代
替
交

流
電
源

設
備
に

よ
る
給

電

約
15
分

原
子

炉
水

位
低
（

レ
ベ
ル

１
Ｈ
）

約
24
分

原
子

炉
水

位
低
（

レ
ベ
ル

１
）

約
32
分

原
子

炉
水

位
燃
料

棒
有
効

長
頂
部

到
達
※

約
21
秒

原
子

炉
水

位
低
（

レ
ベ
ル

２
）

プ
ラ

ン
ト
状

況
判
断

適
宜

実
施

約
33
分

低
圧

原
子

炉
代
替

注
水
系

（
常
設

）
原

子
炉
注

水
開
始

低
圧
原

子
炉
代
替

注
水
槽

へ
の

補
給
に
使

用
す
る

大
量
送

水
車
と

同
じ
大

量
送
水

車
を
使

用
す

る
こ

と
か

ら
，
準
備

時
間
は

不
要

。

ま
た
，

実
施
の
際

の
要
員

に
つ

い
て
も
そ

の
他
作

業
を
実

施
し
た

後
の
要

員
に
て

対
応
可

能
な

た
め
要

員
の
追
加

は
不
要

。
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２．炉心損傷前に格納容器代替スプレイを実施しない場合の得失について 

島根２号炉は，重大事故等時において炉心損傷前に残留熱除去系等の早期復旧

が見込まれない場合は，格納容器代替スプレイを実施しないこととしている。 

これは，炉心損傷前に格納容器代替スプレイを行った以降，炉心損傷が発生し

た場合には，炉心損傷後の格納容器ベントが早期になることが考えられるためで

ある。 

以下，炉心損傷後の格納容器ベント時間への影響を確認することを目的に，炉

心損傷前に格納容器代替スプレイを実施する場合及び実施しない場合のそれぞ

れについて解析を実施し，炉心損傷前に格納容器代替スプレイを実施しない場合

の得失について整理した 

(1) 解析条件

炉心損傷前の格納容器代替スプレイ有無による影響を確認するため，格納容

器圧力が上昇し，427kPa[gage]到達時に格納容器ベントを実施するシナリオで

ある「高圧・低圧注水機能喪失」をベースに解析を実施した。このため，炉心

損傷前の格納容器代替スプレイの実施基準である格納容器圧力 384kPa[gage]

到達までは，「高圧・低圧注水機能喪失」と同様の解析条件としている。 

解析については，炉心損傷前の格納容器代替スプレイを実施する場合と実施

しない場合のそれぞれについて実施し，表１及び図２に解析条件等を示す。 

表１ 解析条件及び安全機能の喪失に対する仮定 

解析ケース 解析条件及び安全機能の喪失に対する仮定 

① 炉心損傷前

に格納容器

代替スプレ

イを実施す

る場合

・格納容器圧力 384kPa[gage]到達時に，格納容器代替スプレイを開始

し，334～384 kPa[gage]で制御し，S/P水位 4.9m到達時に格納容器

代替スプレイを停止する。

・格納容器代替スプレイ停止後，直ちに原子炉注水機能が喪失し，原子

炉水位の低下により，炉心損傷に至る。

・炉心損傷後，原子炉注水機能が復旧し，再度原子炉注水を開始する。 

・格納容器圧力 640kPa[gage]到達時に，格納容器代替スプレイを開始

し，588kPa～640 kPa[gage]で制御する。

・外部注水量の総量が 4,000m3到達時に格納容器ベントを実施し，格納

容器代替スプレイを停止する。

② 炉心損傷前

に格納容器

代替スプレ

イを実施し

ない場合

・格納容器圧力 427kPa[gage]到達時に，格納容器ベントを実施する。

・ケース①と同じ時間に，原子炉注水機能が喪失し，原子炉水位の低下

により，炉心損傷に至る。炉心損傷後格納容器ベントを停止する※。

・炉心損傷後，原子炉注水機能が復旧し，再度原子炉注水を開始する。 

・格納容器圧力 640kPa[gage]到達時に，格納容器代替スプレイを開始

し，588kPa～640 kPa[gage]で制御する。

・外部注水量の総量が 4,000m3到達時に格納容器ベントを実施し，格納

容器代替スプレイを停止する。

※ ベント停止は総合的に判断する必要があるが，ここでは格納容器スプレイによる格納容器

冷却が可能であることから，停止することとしている。
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ケース①

原子炉注水 

格納容器代替 

スプレイ

格納容器ベント 

ケース②

原子炉注水 

格納容器代替 

スプレイ

格納容器ベント 

図２ 操作条件に関する解析条件の設定 

(2) 解析結果

表２に各ケースの炉心損傷後の格納容器ベント時間の結果を，図３～５に主

要な解析結果を示す。 

表２のとおり，炉心損傷前に格納容器代替スプレイを実施しない場合は，実

施する場合と比較して，炉心損傷後の格納容器ベント時間を 26時間遅延でき

ることが確認できた。 

表２ 炉心損傷後の格納容器ベント時間 

ケース①

（炉心損傷前に格納容器代替ス

プレイを実施する場合） 

ケース②

（炉心損傷前に格納容器代替ス

プレイを実施しない場合） 

格納容器ベント時間 

（炉心損傷後） 
約 83時間 約 109時間 

（ケース①） （ケース②）

図３ 格納容器圧力の推移 

原子炉注水機能喪失 

▽ 

格納容器圧力▽ 

384kPa 到達 

▽S/P水位 4.9m到達 640kPa 到達▽ 

640kPa 到達▽ 

▽4,000m3到達 

▽4,000m3到達

格納容器圧力▽ 

427kPa 到達 

原子炉減圧 

▽ 

炉心損傷及び原子炉注水機能復旧 

▽
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（ケース①） （ケース②）

図４ 格納容器温度の推移 

（ケース①） （ケース②）

図５ サプレッション・プール水位の推移 

(3) 炉心損傷前に格納容器代替スプレイを実施しない場合の得失について

(2)項に示すとおり，炉心損傷前に格納容器代替スプレイを実施する場合に

比べ，実施しない場合は，炉心損傷後の格納容器ベントを遅延することが可能

であり，放射性物質の放出を極力遅らせることができる。 

一方で，炉心損傷前に格納容器代替スプレイを実施しない場合，炉心損傷前

の格納容器ベント実施基準である格納容器圧力427ｋPa[gage]の到達が早期と

なる。しかしながら，「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋DG失敗）＋HPCS

失敗」に示すとおり，炉心損傷前に格納容器代替スプレイを実施しない場合に

おいても，敷地境界の実効線量の評価結果は約 2.2×10-2mSv であり，５mSvを

十分下回っている。 

以上より，炉心損傷後の放射性物質の放出を極力遅らせることを優先し，残

留熱除去系等の早期復旧が見込まれない場合は，炉心損傷前の格納容器代替ス

プレイは実施しないこととしている。 
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事
故
後
の
時
間
（
分
）

S
A
3
NS
2
LO
F
99
A
JA
7
E0
0
4

ボ イ ド 率

（
－
）

①
事
象
発
生
～
30

分
②

30
分
～
約

40
分

③
約

4
0
分
以
降

炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
部
に
は
熱
源
が
な
い
た
め
，
急
速

減
圧
開
始
ま
で
は
ボ
イ
ド
が
発
生
し
な
い
。

 
急
速
減
圧
以
降
，
フ
ラ
ッ
シ
ン
グ
に
よ
り
ボ
イ
ド
が

発
生
す
る
が
，
減
圧
率
の
低
下
に
よ
り
徐
々
に
ボ
イ
ド

率
が
減
少
す
る
。

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
は
，
炉
心
バ
イ
パ
ス
領
域

に
注
水
さ
れ
，
下
部
に
位
置
す
る
制
御
棒
案
内
管
と
燃

料
集
合
体
下
部
か
ら
炉
心
部
に
流
入
し
，
徐
々
に
炉
心

部
水
位
が
回
復
し
始
め
る
。

 

炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
部
の
ボ
イ
ド
率
の
推
移

 

（
高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失
）

炉
心
再
冠
水
過
程
で
は
，
炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
を
介

し
て
，
シ
ュ
ラ
ウ
ド
内
外
の
水
頭
圧
が
バ
ラ
ン
ス
す
る

よ
う
冷
却
材
が
行
き
交
う
状
態
で
あ
り
，
炉
心
下
部
プ

レ
ナ
ム
水
位
は
，
満
水
と
低
下
を
繰
り
返
し
て
い
る
。
 

こ
の
状
態
で
は
，
炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
の
冷
却
材

は
，
ジ
ェ
ッ
ト
ポ
ン
プ
デ
ィ
フ
ュ
ー
ザ
を
逆
流
し
て
吸

込
口
頂
部
か
ら
シ
ュ
ラ
ウ
ド
外
に
流
出
し
，
シ
ュ
ラ
ウ

ド
外
水
位
は
徐
々
に
回
復
し
，
最
終
的
に
は
ジ
ェ
ッ
ト

ポ
ン
プ
頂
部
を
上
回
る
ま
で
回
復
す
る
。

 

炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
水
位
が
低
下
し
た
状
態
（
上

図
）
に
限
定
し
た
場
合
に
お
い
て
は
，
炉
心
下
部
の
入

口
オ
リ
フ
ィ
ス
部
で
の
Ｃ
Ｃ
Ｆ
Ｌ
が
発
生
し
，
水
面
以

下
で
ボ
イ
ド
上
昇
が
抑
え
ら
れ
た
状
態
と
な
り
，
水
位

低
下
に
よ
り
水
面
以
下
の
体
積
が
減
少
し
，
ボ
イ
ド
率

が
相
対
的
に
増
加
し
て
い
る
。

 

以
降
，
炉
心
部
か
ら
炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
部
へ
冷
却

材
が
落
下
し
，
炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
部
の
水
位
及
び
ボ

イ
ド
率
が
増
減
す
る
。

①
 

②
 

③

75．高圧・低圧注水機能喪失における炉心下部プレナム部のボイド率の推移の 

    詳細について 
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76．崩壊熱除去機能喪失の事故シーケンスグループのうち大破断ＬＯＣＡを起因

とした事故シーケンスについて 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失」の残留熱除去系が故障した場

合では，「過渡事象（給水流量の全喪失）＋崩壊熱除去失敗」を重要事故シーケン

スとして選定し有効性評価を実施しているが，ＬＯＣＡを起因とした事故シーケ

ンスも抽出されることから，ＬＯＣＡを起因とした事故シーケンスについて，炉

心損傷を防止することが可能であることを確認した。 

(1) 評価事故シーケンス

「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗」

・原子炉水位の低下を厳しくする観点から，起因事象は大破断ＬＯＣＡを選定

・原子炉水位の回復を厳しくする観点から，高圧炉心冷却失敗を仮定

(2) 事象進展

大破断ＬＯＣＡの発生後，原子炉水位は急速に低下する。原子炉水位低（レベ

ル３）信号が発生して原子炉がスクラムするが，大破断ＬＯＣＡの発生により原

子炉圧力が急速に減圧されるため原子炉隔離時冷却系の起動に失敗し，その後高

圧炉心スプレイ系の起動にも失敗する。 

再循環ポンプについては，原子炉水位低（レベル２）で２台トリップする。主

蒸気隔離弁は，原子炉水位低（レベル２）で全閉する。 

事象発生から８秒後に原子炉水位低（レベル１）に到達し，低圧炉心スプレイ

系及び残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を開始する。 

破断口からの原子炉冷却材の流出により原子炉水位は低下し，燃料棒有効長頂

部を下回るが，低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水モード）による

注水が開始されると原子炉水位が回復し，炉心は再冠水する。 

(3) 評価項目

原子炉圧力の推移を図１に，原子炉水位を図２に，燃料被覆管温度の推移を図

３に，燃料被覆管に破裂が発生する時点の燃料被覆管温度と燃料被覆管の円周方

向の応力の関係を図４に示す。 

燃料被覆管の最高温度は，図３に示すとおり，原子炉水位が回復するまでの間

に炉心が一時的に露出するため燃料被覆管の温度が上昇し，約 646℃に到達する

が，1200℃以下となる。 

原子炉圧力は，図１に示すとおり，原子炉水位低（レベル２）で主蒸気隔離弁

が閉止することにより一時的に上昇するが，逃がし安全弁の作動により，約

7.61MPa[gage]以下に抑えられる。原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，

原子炉圧力と原子炉圧力容器底部との差（約 0.3MPa）を考慮しても，約

7.91MPa[gage]以下であり，最高使用圧力の 1.2倍（10.34MPa[gage]）を十分下

回る。 
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77．炉心損傷防止ＴＢ及びＴＷシナリオにおける原子炉急速減圧時の弁数の見

直しについて 

運転手順では，図１に示すとおり，手動操作により急速減圧を実施する際の

逃がし安全弁の個数は６個と定めており，６個使用できない場合は，急速減圧

に必要な最小個数である１個以上を使用することとしている。 

一方，ＴＢ及びＴＷシナリオについては，原子炉隔離時冷却系等の高圧注水

に成功し，炉心は冠水維持している事象であるため，先行の状況も踏まえて２

個に設定し，対策の有効性を確認したものである。 

手動操作により急速減圧を実施する際の逃がし安全弁の個数による感度を確

認するため，一例として長期ＴＢにおいて運転手順と同じ個数とした場合の解

析を実施した。評価の結果，図２，３に示すとおり，使用する逃がし安全弁の

個数が少なくなるほど，注水が開始されるタイミングが遅れ，水位回復が遅れ

る結果となることを確認した。一方で，評価項目である燃料被覆管温度は，図

５に示すとおり，温度上昇しないことを確認した。 

ＴＢ及びＴＷの解析条件として設定している急速減圧を実施する際の逃がし

安全弁の個数については，手順上の６個よりも少ない個数を設定していたが，

有効性評価は最適評価であること及び６個で解析をしている他の炉心損傷防止

シナリオとの整合を図る観点から，ＴＢ及びＴＷシナリオについて，急速減圧

を実施する際の逃がし安全弁の個数を６個の評価に見直す。 

図１ 原子炉「急速減圧」操作概要 
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図２ 原子炉圧力の推移（長期ＴＢ １弁，２弁及び６弁） 

図３ 原子炉水位（シュラウド内水位）の推移（長期ＴＢ １弁，２弁及び６弁） 
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図４ 注水流量の推移（長期ＴＢ １弁，２弁及び６弁） 

図５ 燃料被覆管温度の推移（長期ＴＢ １弁，２弁及び６弁） 
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78．原子炉隔離時冷却系及び高圧原子炉代替注水系における注水時の原子炉圧力

挙動の差異について 

 

 原子炉隔離時冷却系により原子炉注水を行っている長期ＴＢ及び高圧原子炉

代替注水系により原子炉注水を行っているＴＢＵについて，原子炉圧力の推移を

図１及び図２に示す。両者の原子炉圧力の推移図において，事象発生およそ８時

間後の原子炉急速減圧までの間に数回一時的な原子炉圧力の低下挙動があり，こ

れは原子炉注水に伴う炉水位回復によるものであるが，その圧力変動幅及び変動

時期に相違がある。相違理由としては，注水系の起動タイミング，注水系の流量

設定及び水位制御の違いから現れているものであり，以下では，事象初期とそれ

以降に分けて圧力低下挙動の相違について説明する。 

 

（１）事象初期の圧力低下挙動の時期の違い（図１，２の①） 

  表１のとおり，ＴＢＵの方が長期ＴＢよりも注水開始時間が遅く，注水量も

少ないことから，注水開始から原子炉水位高（レベル８）到達までに必要な注

水期間が長くなり，原子炉圧力低下タイミングが遅くなる。  

（２）事象初期以降の一時的な圧力低下挙動の変動幅と時期の違い（図１，２の

②） 

  原子炉水位回復以降は，崩壊熱による水位低下に伴い各注水系による水位制

御を行うこととなるが，表１のとおりＴＢＵの方が水位制御間隔が狭いことか

ら，水位低下に伴う運転頻度が長期ＴＢよりも多くなる一方で炉圧低下幅とし

ては小さくなる。  

  なお，長期ＴＢにおいて，事象発生初期よりもそれ以降の方が炉圧低下幅が

大きい点については，事象初期は崩壊熱が高く，発生する蒸気が多いことによ

り圧力低下を抑制するためである。 

表１ 注水条件の比較 

シナリオ 長期ＴＢ ＴＢＵ 

注水設備 原子炉隔離時冷却系 高圧原子炉代替注水系 

注水開始時間 Ｌ２到達後（約３分） 事象発生 20分後 

注水量 

91m3/h（8.21～0.74MPa 

[dif]において）にて注水 

93m3/h（8.21MPa[dif]にお

いて）～70m3/h（0.74MPa 

[dif]において）に対し，

保守的に 20％減の流量に

て注水 

原子炉水位制御 
Ｌ２：起動（112cm下※） 

Ｌ８：停止（132cm上※） 

Ｌ３：起動（16cm上※） 

Ｌ８：停止（132cm上※） 

※気水分離器下端よりの数値
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図１ 原子炉圧力の推移（長期ＴＢ） 

図２ 原子炉圧力の推移（ＴＢＵ）
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